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Abstract 
 The rapid changes in the business environment due to the spread of digital technology 
and the diverse customer needs in today's world have made it socially significant for not 
just individual companies to create value on their own, but for multiple organizations to 
co-create complementary value. Particularly, there are limits to how individual companies 
can respond to these changes with only the resources and capabilities they possess on 
their own. As one solution to this challenge, business ecosystems, which allow multiple 
complementary companies to cooperate to achieve common goals and objectives while 
providing a variety of values to diverse customers, have garnered attention. 
 Traditional business ecosystem research has primarily focused on defining, classifying, 
and understanding the structure of business ecosystems, developing as part of competitive 
strategies within companies. However, considering the recent social demands of co-
creating value with complementary companies based on diverse and rapidly changing 
customer needs and market trends, there is room to further develop the concept of 
business ecosystems into specific value creation processes. In particular, addressing the 
question of how keystone species, which are the central companies in business 
ecosystems, and complementary companies can form and develop a business ecosystem 
during the value co-creation process carries academic significance, as it offers a 
framework that evolves into concrete service development mechanisms from the 
customer’s perspective. It also has practical implications for overcoming the limitations 
of individual companies creating value on their own. 
This study focused on cloud services, one of the digital technologies, and clarified the 

process of IT service development based on business ecosystems, as well as the processes 
related to the transformation of business ecosystems. Specifically, using the cases of 
Amazon Web Services (AWS) and Microsoft Azure IoT, which form business ecosystems 
on a global scale, this study elucidated two key points. The first point is that from the pre-
service provision stage, these companies co-created IT services that meet customer needs 
by collaborating with complementary companies, simultaneously realizing the formation 
and modification of business ecosystems through an IT service development co-creation 
process. The second point is that this research clarified how complementary companies 
can be transformed using continuous / discontinuous business ecosystem transformation 
processes, while smoothly transitioning into new business ecosystems from the existing 
business ecosystems, utilizing the core values and experiences of the existing ones. 
 Of academic contribution is that this study not only assumed the existence of a business 
ecosystem for co-creating value, but also clearly demonstrated the formation and 
development of business ecosystems while creating core and complementary values from 
a customer-centric perspective. 
 
Keywords: Business Ecosystem, Dynamic Capability, Sustainable Development, IT 
Service Development Methodology, Customer Participation 

 



 

概要 

 デジタル技術の普及によって事業環境が迅速に変化し，多様な顧客ニーズが存在する現

代において，特定企業が単独で価値を創出だけでなく，複数の組織が補完的な価値を共創す

ることは，社会的に重要性を増している．特に，個々の企業が単独で保有する資源や能力だ

けで，これらの変化に対応することには限界がある．この課題に対する解決策のひとつとし

て，共通の目標や目的を達成するために複数の補完的な企業と協調し，多様な顧客へさまざ

まな価値を提供することができる，ビジネス・エコシステムが注目を集めている． 

 従来のビジネス・エコシステム研究では，ビジネス・エコシステムの定義・分類や構造理

解や，企業における競争戦略の一環として発展してきた．しかし，多様で変化の激しい顧客

ニーズや市場動向を基に，如何に補完的な企業と価値を共創できるかという昨今の社会的

要求を踏まえると，ビジネス・エコシステムの概念を応用し，具体的な価値創造プロセスへ

発展する余地がある．特に，ビジネス・エコシステムの中心的な企業であるキーストーン企

業と補完企業が価値共創の過程でどのようにビジネス・エコシステムを形成・発展できるの

かという問いに応えることには，これまでのビジネス・エコシステム研究から，顧客を起点

とした具体的なサービス開発メカニズムに発展するという学術的意義に加え，個々の企業

単独での価値創出に対する限界を打破するという点でも実務的意義がある． 

 そこで本研究では，デジタル技術のひとつであるクラウドサービスに着目し，ビジネス・

エコシステムを踏まえた IT サービス開発プロセスと，ビジネス・エコシステムの変革プロ

セスを明らかにした．具体的には，グローバル規模でビジネス・エコシステムを形成する

Amazon Web Services (AWS)と Microsoft Azure IoT の事例を基に，2つの点を明らかにし

た．1 点目は，キーストーン企業は IT サービスの提供前段階から，補完企業と協業し顧客

ニーズを満たす IT サービスを試作し，並行してビジネス・エコシステムの形成や修正を実

現する IT サービス開発共創プロセスを明らかにした．2 点目は，既存ビジネス・エコシス

テムが持つコアバリューや経験を活用し，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・

エコシステムへの円滑な移行を実現しつつ，補完企業の変革についてもどのようなプロセ

スで変革を実現できるのか，連続型・非連続的なビジネス・エコシステム変革モデルを明ら

かにした． 

 特に，ビジネス・エコシステムが存在する前提で価値を共創するのではなく，顧客起点で

コアバリューや補完的価値を創出しつつ，並行してビジネス・エコシステムの形成・発展を

明示した点において，学術的な貢献を有する． 

 

キーワード：ビジネス・エコシステム，ダイナミック・ケイパビリティ，持続可能な開発，

IT サービス開発手法，顧客参加  
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第1章 研究の背景と目的 

 

 研究の背景 

 事業環境が迅速に変化し，多様な顧客ニーズが存在する現代において，特定企業単独での

価値創出だけでなく，複数の組織がビジネス・エコシステムを形成し，新たな価値を創出す

ることは，社会的に重要性を増している．例えば，経済産業省(2016:p.2)によれば，製造業

を中心とした日本企業 16 社の合計時価総額でも米国アルファベット(グーグル)1 社相当の

約 56兆円しかなく，多くの日本企業が製品単体の性能だけで価値を生み出すことは困難で，

新たな顧客価値獲得のための環境変化に対応することができていないと指摘している．ま

た，経済産業省(2016:p.3)によれば 61.4%の企業が自社単独での開発を進めており，事業化

されなかった場合の技術・アイデア等の 63%はそのまま死蔵してしまう状況である．さらに，

経済産業省(2017:pp.4-5)によると，市場競争環境の変化を主に「製品ライフサイクルが短

期化，企業間競争が激化，スピード感が必要，オープンイノベーションが重要」の 4つに捉

え，さらに第 4次産業革命においては，「企業・大学・ベンチャー企業等，各プレイヤーが

総じて付加価値を創出するためのエコシステム(生態系)の構築が必要」と述べており，エコ

システムの重要性を指摘しているが，他方で「顧客価値の獲得に関する環境変化への対応の

遅れ，自前主義に陥っている研究開発投資，企業による短期主義，人材や資金の流動性の低

さ」を日本におけるエコシステムの課題として示している．加えて，経済産業省(2020:pp.3-

5)によれば，高度成長期のイノベーションエコシステムはモノ(製品)の性能向上と集積と

の相関性が高く，市場変化のスピードも 5-10 年程度と緩やかであったため，必要な研究開

発が相対的に明確であり，垂直統合型で成功していたと述べている．しかし，現在では米国

を中心に各国がスタートアップ企業を核に，新たなイノベーションエコシステムを構築し

つつある中，事業会社・ベンチャーや産学融合を基にグローバルに通用するサービスを創出

するエコシステムの必要性を指摘している．また，松崎(2022:22)によると，デジタル技術

の飛躍的な進歩やモジュール化・オープン化の進展により，多くの個別企業(または企業グ

ループ)が組織内で保有する資源や能力には自ずと限界があるにも関わらず，近年，それを

上回るほどのパワーやユニークなスキル・ノウハウが必要とされる機会が急速に拡大して

いると指摘している．そのため，個別企業による独り勝ち可能な時代が終焉を迎え，これに

取って代わり，共通の目標や目的を達成するため，顧客を含む複数の補完企業群が共勝ちを

目指して戦うエコシステムの時代が到来を迎えようとしている．また，井上(2019:30)によ

ると，20 世紀後半以降，世界は相互依存，ネットワーク，そして多次元の大競争時代へ急

速に移行し，そのため企業は単独で価値提供活動を行うことが難しくなっており，異業種を

含めた他者と有機的に結びつき，消費者に価値あるモノやサービスを提供する一連のプロ
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セスとして，常に企業活動を調整する必要に迫られていると指摘している．加えて，井上

(2024:4)によれば，Google 検索のニュース欄で「ビジネスエコシステム」と検索すると，

約 2,760 件の記事が存在し，英語で「business ecosystem」と検索すると，約 12 万 1千件

の記事が存在していた(2023 年 5 月 25 日時点）．また，本研究においても，2024 年 8 月 11

日時点で直近 1 年間の状況を同様に調べたところ，「ビジネスエコシステム」の記事は約

1,770 件該当し，「business ecosystem」の記事は約 86,600 件該当した．このようにビジネ

ス・エコシステムは社会的にも高い関心を集めていると言える． 

 さらに，学術的にもビジネス・エコシステムに対する注目度は増している．例えば，Bogers

ら(2019)によると，エコシステムに関連するトップジャーナルは 1992 年以降 300 以上存在

するが，その大半が直近 5 年間の発行であると述べている．加えて，松崎(2022:図表 1-3)

は，国立情報学研究所 CiNii Researchを用いて 2007 年から 2021 年の範囲でエコシステム

研究に関する論文・本の件数推移について示している．この調査では，2007 年から 2014 年

まではエコシステム研究に関する論文・本の件数は毎年 5 件未満であったが，2015 年以降

は 5 件を超え，ピークの 2018 年には 20 件を超えている．また，井上(2024:7)によると，

Google Scholar において「business ecosystem」のキーワードで検索したところ，2023 年

5 月 20 日時点で約 18,000 件の文献が存在した．さらに，本研究においても，2024 年 8 月

11 日時点で改めて同じキーワードを用いて Google Scholar で検索すると，約 38,900 件の

論文が該当した．井上(2024:7)が示したデータと比較しても，約 1 年 3ヶ月の間に約 2.16

倍に増えていることから，学術的にもビジネス・エコシステムに対する関心の高さが確認で

きる． 

 ビジネス・エコシステム研究において，ビジネス・エコシステムそのものに関する分類や

定義について議論が行われている．まず，エコシステムの分類については，Valkokari(2015) 

は，エコシステムをビジネス・エコシステム，イノベーション・エコシステム，ナレッジ・

エコシステムの 3つに分類している．また，Jacobides ら(2018)は，ビジネス・エコシステ

ム，イノベーション・エコシステム，プラットフォーム・エコシステムという 3つのグルー

プに分類している．さらに，Thomas and Autio(2020)によると，エコシステムをイノベーシ

ョン・エコシステム，ビジネス・エコシステム，モジュラー・エコシステム，プラットフォ

ーム・エコシステム，アントプレナー・エコシステム，ナレッジ・エコシステムの 6つに分

類している．これらの先行研究を踏まえ，松崎(2022:9-10)は，エコシステムの分類を，ビ

ジネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，イノベーション・エコシステム，

デジタル・エコシステムの 4つに大きく分類している．本節においては，松崎(2022)に依拠

し，ビジネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，イノベーション・エコシ

ステム，デジタル・エコシステムの定義について図 1-1に示すと共に，Tsujimoto ら(2018)

の研究を基に，「エコシステム」の解釈についても確認する．  
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松崎(2022:9-10)の整理を参考に筆者が作成 

図 1-1 エコシステムの分類 

 

 はじめに，エコシステムの定義については，Tsujimoto ら(2018: 55)が 90 近いエコシス

テム研究の内容を踏まえ，「製品/サービスシステムを提供するために，歴史的に自己組織化

された，または様々な属性，意思決定原則，信念を持つアクターで構成された，管理的に設

計された多層ソーシャルネットワーク」と定義している． 

 次に，ビジネス・エコシステムの定義としては,ビジネス・エコシステム研究の出発点で

ある Moore(1993)と，その概念を基にビジネス・エコシステムの概念を確立した Iansiti and 

Levien(2004)を踏まえて整理する．Moore(1993)は，ハーバードビジネスレビューで発表し

た“Predators and prey: a new ecology of competition”で「ビジネス・エコシステム」

について言及し，この中で生物界におけるエコシステム(生態系)に属する主体が影響し合

いながら盛衰するように，ビジネスの領域においても企業間ネットワークを形成して新し

エコシステム 

イノベーション・エコシステム 

企業が個々に提供する製品を顧客対応ソリューションとして

まとめ上げ，組み合わせることを通じた協調的な取り組みを

行うエコシステム(Adner 2006) 

プラットフォーム・エコシステム 

下位システムが相互にイノベーションを創発しあう進化する

プラットフォームを中心として形成するビジネス・エコシス

テム(Gawer and Cusumano 2002=2005) 

ビジネス・エコシステム 

産業構造を生態系のアナロジーとして捉え，自然界と同じよ

うに役割の異なる企業が混在し，キーストーン企業のような

産業進化を主導するような企業が存在するエコシステム

(Iansiti and Levien 2004; 立本 2017) 

モ ノ の イ ン タ ー ネ ッ ト

(Internet of Things: IoT)，

ビ ッ グ デ ー タ ， 人 工 知 能

(Artificial Intelligence: 

AI)，クラウドコンピューティ

ングといったデジタル技術に

よって強化され，ネットワーク

効果を生み出すため進化した

エコシステム(松崎:2022，

Kolagar ら 2022) 

デジタル・エコシステム 

製品/サービスシステムを提供するために，歴史的に自己組織化された，または様々な属性，意思決定原則，

信念を持つアクターで構成された，管理的に設計された多層ソーシャルネットワーク (Tsujimoto ら 2018) 
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い仕組みをビジネス・エコシステムとして言及した．その後，Iansiti and Levien(2004)

は，ビジネスネットワークを概念化するのに最も有効なのは，生物界のエコシステムと比較

することであると主張した．特に，生物学において食物連鎖や他のエコシステムの相互作用

ネットワークにおけるハブとして機能するキーストーンの役割に着目し，ビジネス・エコシ

ステムの健全性を確保する企業をキーストーン企業と定義した．さらに，ビジネス・エコシ

ステム全体の健全性を積極的に改善し，その結果，自社の持続的なパフォーマンスにも便益

を享受する戦略をキーストーン戦略として説明している．これらを踏まえ，立本(2017:13)

はビジネス・エコシステムを，産業構造を生態系のアナロジーで捉えたもので，自然界の生

態系と同じように，役割が異なる企業が混在しており，キーストーン企業のような産業進化

を主導するような特殊な企業が存在するとまとめている．また，ビジネス・エコシステムに

属するキーストーン企業や補完企業といった組織は，相互に補完性を有している．ビジネ

ス・エコシステムにおける補完性の特徴として，井上(2024:10-11)は，Thomas and 

Ritala(2022)や Jacobides ら(2018)の先行研究を踏まえ，各組織は非階層的な関係にあり，

かつ自律性を有すること，ビジネス・エコシステムにおいてコアとなる価値を利用しなけれ

ば，補完企業が提供する補完財(群)が提供できないこと(生産面での非 Generic の補完性)，

購買者はコアとなる価値と補完財を同時に利用することで，そうしないと受けることがで

きない価値を受益すること(消費面での非 Generic の補完性)と定義している． 

 次に，プラットフォーム・エコシステムの定義としては，Gawer and Cusumano (2002=2005)

によれば，「下位システムが相互にイノベーションを創発しあう進化するプラットフォーム

を中心として形成するエコシステム(産業生態系)」として説明している．また，Gawer and 

Cusumano(2002=2005)は，このプラットフォーム・エコシステムにおいてリーダーシップを

発揮するために，(1)どこまでを自分たちで開発し，どれを外部の企業に託すかという企業

の範囲，(2)アーキテクチャ・インターフェース・知的財産といった製品化技術，(3)合意と

コントロール・協調と競争といった外部との関係，(4)構造・プロセスと文化・システム的

発想と中立性といった内部組織を，4つのレバーとして定義している．また，Tiwana(2014)

によると，ソフトウェア産業におけるプラットフォーム・エコシステムを例に，プラットフ

ォーム・エコシステムは，コアの機能であるプラットフォームと，そのプラットフォームに

アドオンとして補完的な機能を提供するアプリケーションが構成要素として定義している． 

なお，井上(2024:24)によると，プラットフォーム・エコシステムは，ビジネス・エコシス

テムと同様であるが，その中心にはハードウェアや Web サービスとしての「プラットフォー

ム」を中心としたビジネス・エコシステムのことを指す．また，プラットフォームを中心と

しないビジネス・エコシステムと比較して，プラットフォーム・エコシステムは構成要素・

メンバーの種類が少なく，構造が単純な場合が多いと述べている． 

 次に，イノベーション・エコシステムは，Adner(2006)が，「企業が個々に提供する製品を

顧客対応ソリューションとしてまとめ上げ，組み合わせることを通じた協調的な取り組み
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である(松崎 2022:10)」と定義している．また，永田（2022:46-47）は，イノベーション・

エコシステムに関する先行研究を踏まえ，イノベーション・エコシステムの概念を「イノベ

ーションの創出・伝搬を遂行するアクター間の相互依存的な関係からなるコミュニティと，

そのイノベーション・プロセスに影響を及ぼすアクター並びに制度的環境要因が形成する

関係の総体である．イノベーション・エコシステムの境界は，アクターの作動によって生成

される」と定義している．また，Granstrand and Holgersson(2020)は，イノベーション・

エコシステムを「アクター，活動，成果物の進化するセットであり，アクターまたはアクタ

ー集団の革新的なパフォーマンスに重要な，補完的および代替関係を含む制度と関係」と定

義している．なお，井上(2024:24)によると，エコシステムの概念自体がイノベーションに

着目しているため，先に説明したビジネス・エコシステムやプラットフォーム・エコシステ

ムも，イノベーション・エコシステムの構造を持つ場合があることも指摘している． 

 最後に，デジタル・エコシステムとは，デジタル技術を基に，ビジネス・エコシステム，

プラットフォーム・エコシステム，イノベーション・エコシステムが強化されたエコシステ

ムのことである．そのため，前述のビジネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシス

テム，イノベーション・エコシステムとデジタル・エコシステムとは別の概念ではなく，デ

ジタルの力によって強化され，ネットワーク効果を生み出すためのエコシステムへと進化

した形であると解釈できる(松崎 2022:10)．また，デジタル・エコシステムでは，モノのイ

ンターネット(Internet of Things: IoT)，ビッグデータ，人工知能(Artificial 

Intelligence: AI)，クラウドコンピューティングといったデジタル技術が，産業エコシス

テムのビジネス活動に対して本質的な変化を促進していることを指摘している(Kolagar ら 

2022)．ただ，(松崎 2022:10)も指摘しているように，デジタル・エコシステムに関する研

究は始まったばかりであり，今後の研究の蓄積が期待される領域でもある． 

 本研究では，松崎(2022:22)が指摘した内容を踏まえ，デジタル技術が形成するプラット

フォームを基にしたビジネス・エコシステムを事例分析対象として検討する．その際，デジ

タル・エコシステムとはデジタル技術によって強化されたビジネス・エコシステムである点

と，プラットフォームと補完的な機能で成り立つプラットフォーム・エコシステムは，ビジ

ネス・エコシステムと同じと解釈できる．そのため，これらのエコシステムに関する議論を

踏まえた上で，本研究ではデジタル技術が形成するプラットフォームを基にしたエコシス

テムを，ビジネス・エコシステムという用語に統一して用いることとする． 

 このようなエコシステムの定義・分類以外にも，近年のエコシステムの研究の潮流として，

エコシステムのダイナミクスと振る舞いを明らかにすることがあると述べている

(Tsujimoto ら 2018:52)．加えて，井上(2019)によると，ビジネス・エコシステムの構造を

解明する取り組みも存在していると述べている．他方，エコシステム研究の問題点として，

立本(2017)は，欧米のプラットフォーム・ビジネス研究は，プラットフォーム競争戦略のモ
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デル化を中心にしていると述べている(立本 2017:63)．このように，これまでの先行研究で

は，ビジネス・エコシステムの定義・分類や構成の明確化と，競争戦略のひとつとしてビジ

ネス・エコシステムをどのように活用できるかという研究が主流であると言える．この潮流

は，近年において個別企業(または企業グループ)の限界を越えるひとつの解決策として，他

組織と共創し多様な価値を創出する重要性を踏まえると意義がある． 

 しかし，企業・団体は単純な競争戦略上の優位性確保という動機を基に，ビジネス・エコ

システムの定義や構造を理解した上で，その形成や発展を試みているのか疑問が残る．例え

ば，Cusumano ら(2019＝2020:30-31,66)は，アマゾンにおけるアマゾン・ウェブ・サービス

の収益性に着目しつつ，プラットフォーム企業が顧客を集めることに注力していると述べ

ているが，アマゾンは徹底した顧客指向の文化を持つ企業であり，ビジネス・エコシステム

形成を目的とした企業文化や戦略を持ち合わせているとは言い難い(Bryar and Bill 

2021=2022)．また，Lipkin and Heinonen(2022)は，エコシステムに属する主体が，どのよ

うに顧客体験(Customer Experiences: CX)を形成するのか，CXを提供するエコシステムを

カスタマー・エコシステムと定義し，カスタマー・エコシステムを構成するアクターの定義

と，カスタマー・エコシステムの分類を試みており，エコシステム研究においても顧客を中

心と捉えた概念を試みるエコシステム研究も存在する．さらに，Jacobides ら(2024)による

と，ビジネス・エコシステムは共同で専門化された協力関係に基づく組織間の価値アーキテ

クチャであり，ビジネス・エコシステムに属する主体の集団的な価値共創と最終顧客への共

同の価値提案を促進するとも述べている．Jacobides ら(2024)は，同じ物流の課題を抱えて

いたアマゾンと eBeyが，顧客起点で商品の検索から配達まで一貫して解決策を図ったアマ

ゾンと，買い手と売り手を対象としたツール開発に注力した eBeyが，結果としてエコシス

テムの構造へも影響したことを指摘している．また，エコシステム以外の観点でも，例えば

von Hippel (2006=2006)は，メーカーを中心とした価値創出から，本当の課題を理解してい

る顧客を起点とした製品開発の重要性を主張している．しかし，現状のエコシステム研究で

は，顧客を起点としたビジネス・エコシステムの形成プロセスや発展・変革について十分に

研究が積み重ねられているとは言い難い．これらのことを踏まえ，デジタル技術の飛躍的な

進歩やモジュール化・オープン化が進展する現代において，従来のビジネス・エコシステム

の定義や構造を明らかにすることや競争戦略のモデル化といった取り組みから，顧客を起

点としたビジネス・エコシステムの形成・発展について明らかにすることには意義があると

言える． 

 

 研究の目的とリサーチクエスチョン 

 研究の背景を踏まえ，本節では研究の目的とリサーチクエスチョンについて説明する．ま

ず，本研究では，特定企業単独での価値創出が容易ではなくなった現代において，多様な組
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織が構成するビジネス・エコシステムにおいて，顧客起点で製品/サービスといった価値を

創出するだけでなく，ビジネス・エコシステム全体の継続的発展や自己変革をどのように実

現しているのか，という問いに答えることを目的としている．特に，Cusumano ら(2019＝

2020:238)も述べているように，顧客基盤の構築に成功しなければ，ビジネス・エコシステ

ムの形成は困難である．そのためには，顧客ニーズを踏まえ(図 1-2 形成段階 (1))，キー

ストーン企業となる企業が多様な補完企業とどのように価値を共創しつつ顧客を惹きつけ

る(図 1-2 形成段階 (2))と想定できるが，そのプロセスを解明する必要がある． 

 また，一度形成したビジネス・エコシステムにおいても，環境の変化に応じて変革する必

要がある．その際のトリガーのひとつとして顧客ニーズの変化があるが，どのようにビジネ

ス・エコシステム全体として顧客ニーズを捉え(図 1-2 変革段階 (3))，既存ビジネス・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 本研究の仮定 

顧客 

 

補完企業 A 

 

補完企業 B 

 
補完企業 C 

 

(1) ニーズ 

(2) 誘導 

ビジネス・エコシステムの原型 

補完企業 A 

補完企業 B 

補完企業 C 

キーストーン企業 

補完企業 D 

 

補完企業 E 

 

補完企業 F 

 

・・・ 

(6)既存ビジネス・ 

エコシステムから派生 

(連続型) 

(3) ニーズの変化 

(4) 変革 

(5) 誘導 

キーストーン企業 

 

顧客 

 

形成段階 

変革段階 

(7)新規ビジネス・ 

エコシステムへ移行 

(非連続型) 

既存ビジネス・ 

エコシステム 



8 

 

既存ビジネス・エコシステムを変革し (図 1-2 変革段階 (4))，新たな補完企業も惹きつ

けることができるか(図 1-2 変革段階 (5))を考慮しつつ，ビジネス・エコシステムの連続

的・非連続的にビジネス・エコシステムを変革しなければならない(図 1-2 変革段階 (6)，

(7))．特に，顧客ニーズの変化をどのようにビジネス・エコシステム形成・発展に活用でき

るかは，既存研究を拡張する上でも意義がある． 

 これらの前提を踏まえ，本研究のメジャー・リサーチ・クエスチョン(MRQ)を以下の通り

設定する． 

 

MRQ: ビジネス・エコシステムにおいて，キーストーン企業は顧客に提供する価値をどのよ

うに補完企業と共創しつつ，ビジネス・エコシステムの変革を実現しているのだろう

か？ 

 

次に，図 1-2に示した本研究の前提と MRQを踏まえ，3つのサブシディアリー・リサーチ・

クエスチョン(SRQ)を以下の通り設定する．  

 

SRQ1: キーストーン企業は，どのような開発過程で市場動向の変化を捉え，補完企業と連

携しつつ，コアバリューを生み出しているのだろうか？ 

 

SRQ2: キーストーン企業と補完企業は，顧客ニーズの変化を踏まえ，既存ビジネス・エコ

システムの連続的な変革をどのように実現しているのだろうか？ 

 

SRQ3: キーストーン企業と補完企業は，顧客ニーズの変化を踏まえ，既存ビジネス・エコ

システムから，新規ビジネス・エコシステムへ非連続的な変革をどのように実現し

ているのだろうか？ 

 

 SRQ1 では，キーストーン企業が顧客ニーズを踏まえてコアバリューを開発する必要があ

るが，そのコアバリューの開発過程を明らかにする必要にある．特に明らかにしなければな

らない点としては，キーストーン企業が補完企業と補完的な関係性をどのように構築し，ビ

ジネス・エコシステムとして確立することができるかという点である(図 1-2 (1)，(2))．

次に SRQ2では，既に形成済みのビジネス・エコシステムにおいて，既存の事業領域におけ

る顧客ニーズの変化が既存ビジネス・エコシステムに影響を与え，どのように補完企業と協
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調し既存ビジネス・エコシステムと関連性のある連続的なビジネス・エコシステムへ移行す

ることができるのかを検証する(図 1-2 (3)，(4)，(5)，(6))．SRQ3では，既存ビジネス・

エコシステムが提供する価値では満たすことができない顧客ニーズをキーストーン企業が

認識した際，どのように非連続的なビジネス・エコシステムの変革を実現し，新たな補完企

業を誘導するのか検証する(図 1-2 (3)，(4)，(5)，(7))． 

 上記リサーチクエスチョンを踏まえ，エコシステムの先行研究を次章で検討し，本研究の

位置付けを明確にした上で，リサーチクエスチョンに対する回答に向けた研究に取り組む． 

 

 本研究の意義 

 本研究の意義を表 1-1にまとめる．まず，経済産業省(2017)も指摘しているが，現状の

日本のビジネス・エコシステムの課題として，顧客価値の獲得に関する環境変化への対応の

遅れを指摘している．また，von Hippel (2006=2006)はメーカーを中心とした価値創出か

ら，本当の課題を理解している顧客を起点とした製品開発の重要性を主張し，Lipkin and 

Heinonen(2022)はカスタマー・エコシステムという定義を試みているが，顧客起点のサービ

ス開発とビジネス・エコシステムとの関連性を明らかにすることは，これらの課題を解決す

るために重要なテーマである． 

そこで本研究の 1点目の意義としては，顧客を起点として，キーストーン企業と補完企業 

 

表 1-1 本研究の意義 

# 現状の課題 本研究の意義 

1 

顧客価値の獲得に関する環境変化への
対応の遅れ 

顧客を起点として，キーストーン企業と
補完企業がどのように価値を共創しつ
つ，ビジネス・エコシステム形成を実現す
るか明らかにすること(SRQ1に対応) 

2 

市場変化に合わせ，既存ビジネス・エコ
システムの変化をどのように実現でき
るのか不明瞭 

既存ビジネス・エコシステムのアセット
を基に，どのように市場変化に適合する
新規ビジネス・エコシステムへ連続的に
変革することができるのか明らかにする
こと(SRQ2に対応) 

3 

顧客を起点とした持続的に発展するビ
ジネス・エコシステムの実現方法 

既存ビジネス・エコシステムと直接的に
関連しない顧客ニーズを認識した際，非
連続的なビジネス・エコシステム変革プ
ロセスを明らかにすること(SRQ3に対応) 
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が，どのように価値を共創し，ビジネス・エコシステム形成を実現するか明らかにすること

に意義を見出す(表 1-1 #1)． 

2点目の意義としては，顧客ニーズを基にした市場変化を踏まえ，既存ビジネス・エコシ

ステムの連続的な変革をどのように実現できるのかを明らかにする点である．先行研究を

踏まえ，ビジネス・エコシステムに属するアクターが自律的に行動し，顧客ニーズに対応す

る行動を取ることは説明可能ではあるが，ビジネス・エコシステム全体を変化する必要があ

る場合，誰がどのようにその変化を捉え，既存ビジネス・エコシステムとの関係性を踏まえ，

どのように新しいビジネス・エコシステムへ連続的な変革を実現できるか，その過程を明ら

かにすることに本研究の意義を見出す(表 1-1 #2)． 

3点目の意義としては，既存ビジネス・エコシステムと直接的に関係のない顧客ニーズを

認識した際，新規ビジネス・エコシステムを形成し，どのように非連続的な変革ができるの

か，そのプロセスを示す点である．非連続的なビジネス・エコシステムの発展を実現するた

めには，SRQ2 で取り扱う既存ビジネス・エコシステムからの変革だけではなく，既存ビジ

ネス・エコシステムからまったく新しいビジネス領域に対応するビジネス・エコシステムへ

の移行プロセスも明らかにし，顧客を起点とした非連続的に発展するビジネス・エコシステ

ムの実現方法を示すことに意義を見出す(表 1-1 #3)． 

 

 用語の定義 

 本論文で使用する主な用語の定義を表 1-2に示す． 

 

表 1-2 用語の定義一覧 

# 用語 本論文での定義 

1 キーストーン企業 ビジネス・エコシステムのハブとして機能し，ビ

ジネス・エコシステムの形成・変革を主導する企

業のこと． 

2 クラウドサービス Mell and Timothy(2011=2011)によると，クラウ

ドコンピューティングとは，オンデマンド・セル

フサービス，幅広いネットワークアクセス，リソ

ースの共用，スピーディな拡張性，サービスが計

測可能であることといった特徴を持つ IT サービ
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# 用語 本論文での定義 

スの事である． 

3 コアバリュー ビジネス・エコシステムにおいて，キーストーン

企業が中心となり形成する価値のこと．コアバリ

ューを活用し，補完企業が多様で補完的な価値を

形成する． 

4 顧客 ビジネス・エコシステムが生み出す価値に対して

対価を支払う個人・団体のこと． 

5 ダイナミック・ケイパビリティ Teece ら(1997)によると，急速に変化する環境に

対処するために，社内外の能力を統合，構築，再

構成する企業の能力のことを指す． 

6 パブリッククラウドサービス Mell and Timothy(2011=2011)によると，クラウ

ドサービスのインフラストラクチャは，広く一般

の自由な利用に向けて提供される．その所有，管

理，および運用は，企業組織，学術機関，または

政府機関，もしくはそれらの組み合わせにより行

われ，存在場所としてはそのクラウドプロバイダ

の施設内となる． 

7 ビジネス・エコシステム Iansiti and Levien(2004)や立本(2017)を踏ま

え，本論文では「産業構造を生態系のアナロジー

として捉え，自然界と同じように役割の異なる企

業が混在し，キーストーン企業のような産業進化

を主導するような企業が存在するエコシステム

と定義する． 

8 補完企業 キーストーン企業が中心となって形成したコア

バリューを基に，補完的な価値を顧客に提供する

企業のこと． 

9 IaaS (Infrastructure as a 

Service) 

クラウドサービスにおけるひとつのサービスモ

デル．Mell and Timothy(2011=2011)によると，利

用者に提供される機能は，演算機能，ストレージ，
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# 用語 本論文での定義 

ネットワークその他の基礎的コンピューティン

グリソースを配置することである．その環境にお

いて，ユーザはオペレーティングシステムやアプ

リケーションを含む任意のソフトウェアを実装

し実行することが可能である．ユーザは基盤にあ

るインフラストラクチャを管理したりコントロ

ールしたりすることはないが，オペレーティング

システム，ストレージ，実装されたアプリケーシ

ョンに対するコントロール権を持ち，場合によっ

ては特定のネットワークコンポーネント機器（例

えばホストファイアウォール）についての限定的

なコントロール権を持つ． 

10 IT サービス Wunderら(2011)によると，National Institute of 

Standards and Technology(NIST)では，サービス

の定義を「A set of related IT components 

provided in support of one or more business 

processes.」と定義している．そのため，本論文

でも顧客の特定業務を遂行するために必要とな

る情報技術の組み合わせ提供する価値のことを

IT サービスと定義する．なお，情報技術もハード

ウェア・ソフトウェアや，IT システムの運用代行

等も広義の意味では範囲に入る．しかし，本論文

では多様なステークホルダーが価値を共創する

クラウドサービスを IT サービスの対象として捉

える。 

11 PaaS (Platform as a Service) クラウドサービスにおけるひとつのサービスモ

デル．Mell and Timothy(2011=2011)によると，利

用者に提供される機能は，クラウドのインフラス

トラクチャ上にユーザが開発したまたは購入し

たアプリケーションを実装することであり，その

アプリケーションはプロバイダがサポートする

プログラミング言語，ライブラリ，サービス，お
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# 用語 本論文での定義 

よびツールを用いて生み出されたものである． 

12 SaaS (Software as a Service) クラウドサービスにおけるひとつのサービスモ

デル．Mell and Timothy(2011=2011)によると，利

用者に提供される機能は，クラウドのインフラス

トラクチャ上で稼働しているプロバイダ由来の

アプリケーションである．このアプリケーション

には，クライアントの様々な装置から，ウェブブ

ラウザのようなシンクライアント型インターフ

ェイス（例えばウェブメール），またはプログラム

インターフェイスのいずれかを通じてアクセス

する．ユーザはインフラストラクチャを管理した

りコントロールすることなく，それらのサービス

が利用可能である． 

 

 論文の構成 

 本研究では，ビジネス・エコシステムを形成する対象事例を基に，ビジネス・エコシステ

ムに着目し，(1) IT サービス開発手法の在り方の検討に加え，(2)新しいビジネス領域をど

のように探索してビジネス・エコシステムの連続的な変革を試みるのか，(3) 非連続的なビ

ジネス・エコシステムの変革を通した，産業全体の発展に寄与できるのかといった観点を明

らかにする事を試みる．これらの点を踏まえ，以下に本博士論文の構成を示す． 

 

第 1章 研究の背景と目的 

 本研究の背景と目的，リサーチクエスチョン，本文中で使用する用語の定義，および論文

の構成について記載する． 

 

第 2章 先行研究の検討 

 エコシステム，ビジネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，デジタル・

エコシステムを中心とした先行研究について検討する．加えて，ビジネス・エコシステム発

展に着目した先行研究を検討する．また，先行研究を踏まえた本研究の位置付けについても

述べる． 
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第 3章 研究方法と対象 

 本研究が定義したリサーチクエスチョンへの回答を導くための研究手法と，研究対象の

選定について説明する． 

 

第 4章 対象事例 

 対象事例として，グローバル規模でビジネス・エコシステムを形成し，多様な補完企業も

独自の IT サービスを提供している，AWS(Amazon Web Services)，Microsoft Azure IoT が

形成するビジネス・エコシステムの事例について説明する． 

 

第 5章 ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス価値共創 

 AWS(Amazon Web Services)，Microsoft Azure IoT といった対象事例を踏まえ，ビジネ

ス・エコシステムのキーストーン企業がどのように補完企業や顧客と協調し，IT サービス

を迅速に形成する事ができるのか，事例分析を通して明らかにする．これらの事例分析を通

し， 図 1-2(1)-(2)の仮説を検証し，SRQ1に対する回答を示す． 

 

第 6章 連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセス 

 Microsoft Azure IoT の事例を踏まえ，顧客を起点に既存のビジネス・エコシステムがど

のように新しいビジネス領域を探索し，既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・

エコシステムへ連続的に変革することができるのか，事例分析を通して明らかにする．この

事例分析を通じ，図 1-2(3)-(6)の仮説を検証し，SRQ2に対する回答を示す． 

 

第 7章 非連続的なビジネス・エコシステムの変革 

 AWS の対象事例を踏まえ，既存ビジネス・エコシステムと関連のない新たなビジネス領域

において，顧客を起点に非連続的なビジネス・エコシステムの変革を加速するメカニズムを

明らかにすることを試みる．このことにより，ビジネス・エコシステムのキーストーン企業

だけでなく，特定のビジネス領域全体を革新する可能性について議論する．この事例分析を

通じ，図 1 2(3)-(5),(7)の仮説を検証し，SRQ3に対応する． 

 

第 8章 考察 

 上記観点を踏まえ，本論文で主張した内容の有効性や，先行研究との差異を踏まえた考察
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について記載する． 

 

第 9章 結論 

 リサーチクエスチョンに加え，理論的貢献と実務的貢献について言及する．また，本研究

の限界や将来研究への示唆についても述べる．  
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第2章 先行研究の検討 

 

 はじめに 

 本章では，リサーチクエスチョンを基にした先行研究を検討する．はじめに，経営学にお

けるビジネス・エコシステム研究の成り立ちと経緯について検討し，1.1節で記載したビジ

ネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，デジタル・エコシステムといった

先行研究について検討する．また，立本(2017:63)も指摘しているが，欧米のプラットフォ

ーム・ビジネス研究は，プラットフォーム競争戦略のモデル化を中心にしている．しかし，

近年では顧客体験を踏まえたカスタマー・エコシステムという概念も登場している．本研究

でも市場変化を識別するために顧客の存在は重要であるため，カスタマー・エコシステムに

関する先行研究についても本章で検討する．なお，井上(2024:24)によると，経営学におけ

るエコシステムの概念自体がイノベーションに着目しているため，先に説明したビジネス・

エコシステムやプラットフォーム・エコシステムも，イノベーション・エコシステムの構造

を持つ場合があることも指摘している．そのため，本章ではビジネス・エコシステム，プラ

ットフォーム・エコシステム，デジタル・エコシステムに着目し検討する． 

 次に，ビジネス・エコシステムの継続的な発展プロセスを明らかにするためには，変化す

る環境に対応するダイナミック・ケイパビリティや持続可能な開発に関する先行研究につ

いても検討する．特に，ダイナミック・ケイパビリティや持続可能な開発と，ビジネス・エ

コシステムとの関連性に言及している先行研究を中心に検討する．加えて，近年においてデ

ジタル技術を活用した IT サービスは重要な検討事項のひとつであるが，価値創出という観

点では IT サービス開発プロセスの現状と課題についても検討する．最後に，リサーチ・ク

エスチョンや，図 2-1に示す，ビジネス・エコシステム，ダイナミック・ケイパビリティ，

持続可能な開発といった先行研究と IT サービス開発手法との関連性を踏まえた上で，本研

究の位置付けについて言及する． 
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図 2-1 各先行研究検討の関連性 

 

 ビジネス・エコシステムに関する先行研究 

 エコシステム研究の成り立ちと経緯 

 エコシステムに関する定義・整理については，1.1節や図 1-1に記載したが，この節では

経営学におけるエコシステム研究の成り立ちと経緯について検討する．はじめに，エコシス

テムという概念自体は，本来は生物学の用語である．井上(2019:32)によると，エコシステ

ムの定義は Tansley(1935)が起源であり，「エコシステムを単なる生物同士が共存する『コ

ミュニティ』ではなく，環境と土壌，動植物とが関係し合い，相互依存しながら成立する『シ

ステム』で，そのシステムは均衡状態を保ちながら維持されているものの，他の構成要素と

混合しやすいため脆弱な構造になっており，その結果，エコシステムは常に変化していると

結論づけた」と解説している．また，Tansleyは，エコシステムが外部の「環境」をも包摂

することを指摘したとも説明している(井上 2019:32)．他方，経営学におけるエコシステム

エコシステム研究の成り立ちと経緯 

エコシステムの定義と構造に関する研究 

 

エコシステム研究 

ダイナミック・ケイパビリティの概念 

エコシステム研究との関連性 

ダイナミック・ケイパビリティ 

持続可能な開発の定義 

エコシステム研究との関連性 

持続可能な開発 

従来の IT サービス開発手法 

エコシステム研究との関連性 

ダイナミック・ケイパビリティとの関連性 

持続可能な開発との関連性 

IT サービス開発手法 
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研究の成り立ちは，井上(2019:33)，松崎(2022:9)，永田(2022:30)，井上(2024:6)が説明し

ているように，Moore(1993)がハーバード・ビジネス・レビューで発表した記事が起源であ

ると言える．この記事の中で Moore は，Tansleyが定義したエコシステムを直接的に引用し

ていないものの，人類学者の Bateson(1979=1982)を引用し，生物学のエコシステムという

概念を，経営学におけるビジネス・エコシステムという概念を導入するきっかけとなった．

永田(2022:30)によると，Moore はビジネス・エコシステムを「企業がイノベーションを実

現していくためには資本提供者，ビジネス・パートナー，サプライヤー，及び顧客とのネッ

トワークからなる『ビジネス・コミュニティ』を発展させる戦略が不可欠であると指摘し，

この戦略に対する体系的なアプローチを拡張することを目的として，企業を単一の産業の

メンバーとしてではなく多様な産業を横断するビジネス・エコシステムの一部として捉え

る見方を提唱した．加えて，このビジネス・エコシステムにおいて，企業と他のアクターは

イノベーションに関わる能力を共通化させると述べている」と解説している．また，

Moore(1993)は，ビジネス・エコシステムの定義だけでなく，ビジネス・エコシステムの進

化について，誕生・拡張・リーダーシップ・自己変革という 4つのステップがあると定義し

た．加えて，それぞれのステップにおいて，ビジネス・エコシステムのアクター間でどのよ

うに協力・競争に関する取り組みができるのかといった点についても言及している(表 

2-1)． 

 

表 2-1 ビジネス・エコシステムの進化ステージ 

ステージ名 協力的な挑戦 競争的な挑戦 

Birth 

(誕生) 

顧客やサプライヤーと協力し、イ
ノベーションの種となる新たな価
値提案を定義する． 

同じようなオファーを定義しよう
としている他の人たちから，アイ
デアを守る．重要なリード顧客，重
要なサプライヤー，重要なチャネ
ルを結びつける． 

Expansion 

(拡張) 

サプライヤーやパートナーと協力
して供給を拡大し、最大限の市場
カバー率を達成することで、新し
いオファーを大規模市場に投入す
る． 

似たようなアイデアの代替実装を
打ち負かす．主要な市場セグメン
トを支配することで，自社のアプ
ローチがそのクラスの市場標準に
なるようにする． 

Leadership 

(リーダー 

シップ) 

サプライヤーと顧客が協力して完
全なオファーを改善し続けるよう
促す，説得力のある将来ビジョン
を提供する． 

主要顧客や重要なサプライヤーを
含むエコシステム内の他のプレイ
ヤーとの関係において，強力な交
渉力を維持する． 

Self-Renewal 

(自己変革) 

イノベーターと協力して，既存の
エコシステムに新しいアイデアを
もたらす． 

イノベーターが代替エコシステム
を構築できないように，高い参入
障壁を維持する．新しいアイデア
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ステージ名 協力的な挑戦 競争的な挑戦 

を自社の製品やサービスに取り入
れる時間を稼ぐため，顧客のスイ
ッチング・コストを高く維持する． 

Moore(1993)を基に筆者が和訳  

 

 さらに，Moore(1996)は，ビジネス・エコシステムについて，「相互作用する組織や個人の

基盤に支えられた経済共同体」として定義し，ビジネス・エコシステムのメンバーである顧

客に対して，価値のある商品やサービスを生産することと，ビジネス・エコシステムの構成

員には，サプライヤー，主導的生産者，競合他社，その他の利害関係者も含まれていること，

時間の経過とともに，これらの企業は能力や役割を共進化させ，1社または複数の中心的企

業が設定した方向性に自らを合わせる傾向があると述べている．ここで Moore はビジネス・

エコシステムの構成員が顧客に対して価値を届けるか，特にビジネス・エコシステムの形成

段階で顧客に着目することの重要性についても言及しているが，Moore(1993)と同様に，ビ

ジネス・エコシステムをどのように協調・競争戦略として活用するかという観点に主眼を置

いている (Moore 1996:Table 4.1)． 

 このように，経営学におけるエコシステム研究は，生物学のエコシステムの概念を参考に

その定義や構造の解明が進んでいるが，他方，生物学におけるエコシステムとビジネス・エ

コシステムとの比較についての言及も存在する．例えば，松崎(2022:29-30)は，生物エコシ

ステムと，デジタル技術によりネットワーク効果を生み出すため進化したビジネス・エコシ

ステムであるデジタル・エコシステムを比較し，その共通点と違いを示している(表 2-2)．

両者の主な相違点としては，外部環境，エコシステムのメンバーと関係性，エコシステムの

ための内部メカニズム，制限効果，変化の割合が異なる．特に，生物エコシステムの変化の

割合は低いが，デジタル・エコシステムについては高いという違いがある． 

 

表 2-2 生物エコシステムとデジタル・エコシステムの特徴比較 

項目 生物エコシステム デジタル・エコシステム 

外部環境 自然の生息地 人間社会，デジタル環境 

エコシステムのメンバー 生物，非生物 企業，組織，顧客 

システムメンバー間の関係性 栄養素とエネルギーの 

交換，共生 

情報と資源の交換，協力，
協働 
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項目 生物エコシステム デジタル・エコシステム 

垂直的階層関係 なし なし 

エコシステムのための 

内部メカニズム 

自然な選択 協力，協働 

制限効果 自然条件，資源 社会規範，法律，資源 

メンバーの役割と相互作用 明確に定義されている 明確に定義されている 

変化の割合 低い 高い 

松崎(2022:図表 3-1)を基に作成 

  

 Moore(1993;1996)がビジネス・エコシステムを提唱した後，Gawer and Cusumano 

(2002=2005)は，ビジネス・エコシステムにおけるプラットフォームの重要性を説明してい

る．具体的には，Moore(1996)を引用しつつ，エコシステム(産業生態系)として用い，イン

テル・マイクロソフト・シスコといった企業の事例を通して，ビジネス・エコシステムにお

ける製品やサービスに関する中核的な技術であるプラットフォームを基に，プラットフォ

ーム・リーダーシップの 4 レバー(企業の範囲，製品化技術，外部の補完業者との関係，内

部組織)を用いて，ビジネス・エコシステムをどのように先導することができるかについて

示している．松崎(2022:9)によると，Gawer and Cusumano (2002=2005)がプラットフォー

ム・エコシステム研究のスタートであると解説している． 

 次に，Iansiti and Levien (2004=2007)は，生物学のエコシステムにおけるキーストーン

を企業に当てはめる形で，ビジネス・エコシステムにおけるキーストーン戦略について説明

している．Iansiti and Levien (2004=2007:5)は，エコシステムにおけるキーストーンの役

割を，キーストーンという種がエコシステムに存在するかしないか否かで生態系の性質が

大きく変わってしまう存在と述べている．また，健全なビジネス・エコシステムにおけるネ

ットワーク・ハブに，潜在的なキーストーン企業が存在することも指摘している(Iansiti 

and Levien 2004=2007:12-13)．加えて，マイクロソフト，ウォルマート，エンロン，NVIDIA

などの事例を通して，ビジネス・エコシステムのネットワーク戦略をまとめている(表 2-3)．

特にマイクロソフトの事例では，システム・インテグレーター，開発サービス企業，独立系

ソフトウェアベンダーなといった 32 に及ぶセクターに対して 38,338 もの補完企業を有し

ており，当時マイクロソフトが構築していたソフトウェア・エコシステムから，生産性・堅

牢性・ニッチの創出といったビジネス・エコシステムの健全性を評価する 3つの観点も明ら

かにしている．さらに，キーストーン，支配者，ハブの領主，ニッチ・プレイヤーの 4つを

明らかにしつつ，キーストーン戦略がビジネス・エコシステムの健全な発展寄与すること， 
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表 2-3 ネットワーク戦略の分類 

戦略 定義 存在 価値創出 価値獲得 主な焦点と課題 

キーストーン エコシステム

全体の健全性

を積極的に改
善し、その結

果、自社の持続

的なパフォー
マンスにも便

益を享受する 

影響力は大き

いが、物理的な

存在感は一般
に小さい．比較

的少数のノー

ドのみを占有

する 

価値創出の結

果の大半をネ

ットワークに
残しておく．自

社内で創出し

た価値も広く

共有する 

ネットワーク

全体で価値を

共有する．特定
の領域では、価

値の獲得と共

有のバランス

をとる 

プラットフォームを創出

し、ネットワークにおける

問題の解決方法を共有す
る．重要な課題は価値の獲

得と共有のバランスをと

りながら、価値創出を持続
させること．どの領域を選

択して占有するかという

決定も、重要な課題である 

支配者 垂直的あるい

は水平的に統

合し、ネットワ
ークの大部分

をコントロー

ルする 

物理的な存在

感が大きい．大

半のノードを

占有する 

価値創出の活

動の大半を単

独で行なう 

価値の大半を

自社のみで独

占する 

コントロールと支配権を

追求する．ネットワークが

何を行うかを決定し、直接

指示する 

ハブの領主 ネットワーク

をコントロー

ルはしないが、
できるだけ多

くの価値をす

る横奪する 

物理的な存在

感は小さい．ご

く少数のノー
ドのみを占有

する 

価値創出はネ

ットワークの

他のメンバー

に依存する 

価値の大半を

自社のみで独

占する 

根本的に整合性のない戦

略．領主は価値の源泉とし

てネットワークに依存し
ながらも、ネットワークを

コントロールすることを

拒否する．領主は同時に、
価値の大半を横奪してお

り、自らの存在をリスクに

さらしている 

ニッチ・ 

プレイヤー 

自社をネット

ワークの他の

会社と差別化
するための特

殊な能力を開

発する 

個々にはきわ

めて小規模な

物理的存在感．
しかしニッチ

のかたまりと

してはエコシ
ステムの多く

の拠点を占め

る 

健全なエコシ

ステムの価値

の大半を集合

的に創出する 

自ら創出した

価値を獲得す

る 

キーストーンによって提

供されるサービスを利用

しながら、自らが能力を有
するあるいは開発できる

領域に特化する 

Iansiti and Levien (2004 = 2007)の表 4-1 を基に筆者が作成 

 

キーストーン戦略を取るためには，ビジネス・エコシステムにプラットフォームの存在が欠

かせないことも示している(Iansiti and Levien. 2004=2007:193-197)． 

 また，近年では，ビジネス・エコシステムのリーダーに着目した研究だけでなく，ビジネ

ス・エコシステムに属し補完的な価値を提供するメンバーが，どのように価値を共創し，そ

の価値を取得することができるのかといった研究も取り組まれている．例えば，Awano and 

Tsujimoto (2021)は，それまでのビジネス・エコシステム研究では，ビジネス・エコシステ

ムではビジネス・エコシステムに属するメンバーの成功に関する研究が乏しい状況である

と指摘している．さらに Awano and Tsujimoto (2021)は，Liner Tape Open(LTO)ビジネス・

エコシステムを対象に，既存のビジネス・エコシステムのメンバーが(1) 新たに創出した補
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完的価値を基に，新規ビジネス・エコシステムでリーダーになること，(2) ビジネス・エコ

システムのメンバーがテクノロジーのリーダーシップ，ビジネス・エコシステムのリーダー

との協力，および量産の経験を通じて市場シェアを獲得できること，(3) 補完的なイノベー

ションを創出するビジネス・エコシステムのメンバーが・その標準必須特許を他のビジネ

ス・ エコシステムのメンバーにライセンスすることによってロイヤリティを得ることを挙

げている．  

 このような経緯から経営学におけるエコシステム研究が進められてきたが，これまでの

研究の経緯を踏まえ，エコシステムの定義を分類する試みも行われている．例えば， 1.1節

でも触れたが，Jacobides ら(2018)は，ビジネス・エコシステム，イノベーション・エコシ

ステム，プラットフォーム・エコシステムという 3つのグループに分類している．さらに，

Thomas and Autio(2020)によると，エコシステムをイノベーション・エコシステム，ビジネ

ス・エコシステム，モジュラー・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，アント

プレナー・エコシステム，ナレッジ・エコシステムの 6つに分類している．また，これ以外

にも，Peltoniemi and Vuori(2004)は，自然界におけるエコシステムの定義と，これまでの

ビジネス・エコシステム研究の概要に加え，ビジネス・エコシステムの複雑性・自己組織化・

出現・共進化・適用に関する特徴についてまとめている．Muegge(2013)によると，エコシス

テムの分類は大きくビジネス・エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，コミュニ

ティ・エコシステム(共通の関心と同様のアイデンティティを持つ人々の自発的なグループ

が形成するエコシステム)に分類できると述べている．さらに，Shi ら(2023)は，Moore(1993)

以来のエコシステムに関する先行研究を踏まえ，エコシステムには消費サイドのシナジー・

境界線の広がり・自己組織化という属性があると説明しつつ，それぞれの属性に対して，製

品・組織・組織間の観点があると述べている(Shi ら 2023: Fig.3)．また，松崎(2022:9-10)

は，ビジネス・エコシステムに関する先行研究を基に，エコシステムの分類を，ビジネス・

エコシステム，プラットフォーム・エコシステム，イノベーション・エコシステム，デジタ

ル・エコシステムの 4つに大きく分類している．以降の節では，この 4つの定義の中でも，

本節で述べたビジネス・エコシステム以外のプラットフォーム・エコシステム，デジタル・

エコシステムの先行研究と，近年の研究で取り組まれている，顧客起点でエコシステムを扱

うカスタマー・エコシステムについても検討する． 

 

 プラットフォーム・エコシステムに関する研究 

 Gawer and Cusumano (2002=2005)によるプラットフォーム・エコシステムの確立後，

Gawer(2014)は，プラットフォームを企業内，サプライチェーン，エコシステムの 3つに分

類し，プラットフォーム・エコシステムは，企業内・サプライチェーンのプラットフォーム
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とし比較して，オープンなインタフェース，潜在的に無制限の外部機能を有すること，プラ

ットフォームのリーダーはエコシステムメンバーの利益の一致を維持しようとし，補完者

のマージンを保護する(エコシステムガバナンス)，という特徴を持っていることを示した．

また，プラットフォームの定義については，Thomas ら(2014)が組織プラットフォーム，製

品ファミリープラットフォーム，市場仲介プラットフォーム，およびプラットフォーム・エ

コシステムという 4 つの潮流があると指摘し，プラットフォーム・エコシステムについて

は，プラットフォームをテクノロジーベースのビジネス・システム内のハブまたは制御の中

心点と見なし，市場の支配と権力を強調する理論として紹介している． 

 また，Tiwana(2014)は，ソフトウェア業界におけるプラットフォーム・エコシステムに着

目し，プラットフォーム・オーナー，アプリケーション開発者，ユーザーというステークホ

ルダーの存在を定義している．また，Tiwana(2014:Figure 1.1)によると，ユーザーの位置

付けは，ライバルとなるプラットフォーム・エコシステムや競争環境と同じく，プラットフ

ォーム・エコシステムの外にあるとされている．特に Tiwana(2014)は，デジタル技術やイ

ノベーションを踏まえプラットフォームを活用したビジネス・エコシステムをアーキテク

チャーとガバナンスを踏まえて育成し，結果的に競争に生き残ることを主張している． 

 次に，Parker ら(2016=2018)は，プラットフォームについて「外部の生産者と消費者が相

互にインタラクションを行うことにより，価値を新たに創造する．プラットフォームは、相

互に関係しあえるようなオープンな参加型のインフラを提供するとともに，そのインフラ

のガバナンス（統治）の条件を整える」と説明している．次に，大半の企業が採用してきた

従来のやり方として，生産者が価値を創出し，消費者へその価値を移転するパイプライン・

ビジネスが主流だったと説明している．このパイプライン・ビジネスでは，生産者側の企業

が製品やサービスを設計し，製品やサービスを提供するために販売先への供給やシステム

整備を経た後，最後に顧客が登場する直線的なバリューチェーンであった．Parker らは，

近年このパイプライン・ビジネスからプラットフォーム構造に移行し，北米を中心として企

業価値を創出しているプラットフォーム・ビジネスが多いことを指摘している．また，プラ

ットフォームを構築する際には，生産者と消費者間の中核となる相互の関わり合いを指す，

コア・インタラクションから始めなければならないと主張しており，それには参加者・価値

単位・フィルターという構成要素が重要であると述べている．また，プラットフォームを構

築する方法として，誘引・促進・マッチングの機能を準備しなければならないとも述べてい

る．加えて，Foerderer ら(2019)は，プラットフォーム戦略の普及により，ソフトウエア企

業も知識を共有し共創するようになったと主張しつつ，知識をエコシステム全体の補完者

に共有するブロードキャスティング，補完者のサブセットに共有する仲介，個々の補完者に

伝えるブリッジングの 3つの知識境界があると述べている． 
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 デジタル・エコシステムに関する研究 

 はじめに，Senyo ら (2019)は，101にも及ぶ先行研究を基に，デジタル・ビジネス・エコ

システム(DBE)を，情報通信技術 (ICT) を通じて価値を共同創造するさまざまなエンティ

ティで構成されるコラボレーション環境であると説明し，現在のデジタル・ビジネス・エコ

システムの研究は，(1)ビジネス上の問題，(2)技術的問題，(3)デジタル・ビジネス・エコ

システムの概念化，(4)DBE アーティファクトに分類できるとしている．また，デジタル・

ビジネス・エコシステム研究が減少していることも指摘し，その理由のひとつとして，複数

の参加者からデータを収集することの難しさを挙げている．Chekfoungら(2020)は，過去の

デジタル・エコシステムの研究を踏まえ，デジタル・ビジネス・エコシステムを，企業組織

が製品やサービスのイノベーションを推進するために協力するための概念で，参加する事

業組織間で価値を創造し，共創することを目的としたデジタルテクノロジーによってサポ

ートされると説明している． 

 また，近年では，プラットフォーム・エコシステムと，デジタル・エコシステムを統合す

る研究も行われている．例えば，Hein ら(2020)は，デジタル技術を基に形成するプラット

フォーム・エコシステムをデジタル・プラットフォーム・エコシステムとし，「プラットフ

ォーム所有者と，自律的な補完者および消費者のエコシステムとの間のデジタル・プラット

フォーム上の価値創造メカニズムを促進するガバナンス・メカニズムを実装するプラット

フォーム所有者で構成される」と定義している．また，デジタル・プラットフォーム・エコ

システムを構成要素として，(1) プラットフォームオーナシップ，(2)価値共創メカニズム，

(3)補完者の自立性があると主張している(Hein ら 2020: Fig.1)．この中で顧客という存在

はなく，デジタル・プラットフォーム・エコシステムに属する消費者が，デジタル・プラッ

トフォーム・エコシステムのオーナーと補完者が作り出した価値を利用するという位置付

けで存在する． 

 

 カスタマー・エコシステムに関する研究 

 Moore(1993)は，ビジネス・エコシステムの構成要素のひとつとして顧客の存在は指摘し

ていたが，先行研究ではビジネス・エコシステムの定義や構造理解について盛んに取り組ん

で い た ．他方， 顧 客 体験 (customer experience: CX) の観点 で  Heinonen and 

Strandvik(2015)が提唱したカスタマードミナントロジックを基に， Lipkin and 

Heinonen(2022)がカスタマー・エコシステムという概念について述べている．カスタマード

ミナントロジックとは，顧客を主眼に置き，エコシステム内の顧客がさまざまなプロバイダ

ーにどのように関与するのか，顧客がサービスをどのようにプロセスに組み込むかという

考え方である．同時に，プロバイダー側が顧客にサービスを提供するという観点ではないと
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も説明している．このカスタマードミナントロジックを踏まえ，Lipkin and Heinonen(2022)

は，カスタマー・エコシステムの概念を提唱している．カスタマードミナントロジックを基

にしたカスタマー・エコシステムは，中心的な顧客，中心的なプロバイダー，その他プロバ

イダー，友人・家族，行動顧客部外者等のアクターが存在し，それらの距離感を踏まえて，

カスタマー・エコシステムのタイプを 3つに分類(個別主導・ブランド主導・ソーシャル主

導)している．カスタマー・エコシステムの概念では，顧客の活動，価値，エンゲージメン

トを中心に捉え，単一のアクターが CX を担うのではなく，より良い CX は複数のアクター

間で生み出すとも主張している．  

 Cusumano ら(2019＝2020:238)も述べているように，表 2-2で示した生物界のエコシステ

ムと異なり，顧客基盤の構築に成功しなければ，ビジネス・エコシステムの形成は困難であ

る．そのため，顧客を起点としたカスタマー・エコシステムの概念自体は本研究の目的にも

当てはまる．これらのことから，ビジネス・エコシステムの定義や競争戦略への応用から，

顧客起点で価値を提供するためにビジネス・エコシステムの概念を応用するという点で，カ

スタマー・エコシステムの研究には意義があると言える．他方，ビジネス・エコシステム研

究と直接的な関連性はないが，von Hippel(2006)は，近年ではどのような価値が必要かは顧

客が一番理解しており，顧客自身も価値を創出していると指摘し，従来のメーカー主導の価

値提供から，顧客を起点とした価値創出が重要であると指摘している．これらのことから，

顧客を起点としたビジネス・エコシステムが，どのように価値共創プロセスを実現している

かという観点や，ビジネス・エコシステム自体の発展・転換といった継続性にどのような貢

献があるのかという点については，今後さらに研究を積み重ねる必要がある． 

 

  ビジネス・エコシステムの構造に関する研究 

 前節までは，生物学のエコシステムの概念を経営学に導入し成り立ち，ビジネス・エコシ

ステムやそこから派生したプラットフォーム・エコシステム，デジタル・エコシステムとい

った定義に関する先行研究について検討したが，先行研究ではビジネス・エコシステムの構

造を解明にも取り組んでいる．はじめに，Adner (2012=2013)によれば，ビジネス・エコシ

ステムにおけるイノベーションを実現する際のリスクとして，コーイノベーション・リスク

(自身のイノベーションの成功は，他社のイノベーションの成功にかかっているというリス

ク)と，アダプションチェーン・リスク(エンドユーザー[最終消費者]が提供価値全体を評価

する前に，エンドユーザーへの価値提供にかかわるパートナーがイノベーションを受け入

れるリスク)があると主張している．それには，図 2-2に示すような価値設計図を用いてビ

ジネス・エコシステム上のサプライヤー・補完者・自社・仲介者・エンドユーザーの関係性

といった構造に着目し，イノベーションを阻害するリスクが箇所の特定と，コーイノベーシ 
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Adner (2012=2013)図 4.1 を基に筆者が作成 

図 2-2 ビジネス・エコシステムにおける価値設計図の例 

 

ョン・リスクとアダプションチェーン・リスクを回避する重要性を指摘している(Adner and 

Kapoor 2010:Figure 1; Adner 2012=2013:図 4.1)． 

 また，Adner(2017)は，「エコシステム」について，ecosystem-as-affiliation(所属とし

てのエコシステム)と比較する形で，ecosystem-as-structure(構造としてのエコシステム)

を説明した．ecosystem-as-affiliation については，Moore(1996)や Iansiti and 

Levien(2004)といった，生物学を参考としたビジネス・エコシステムの定義を踏まえた上で，

伝統的な業界の境界破壊，相互依存の台頭，生産的なエコシステムにおける共生関係にフォ

ーカスしている．また，アクセスとオープン性の問題に焦点を当てており，パートナーの数，

ネットワーク密度，大規模ネットワークにおけるアクターの中心性などの尺度に重点を置

いている．他方，マクロ観点での相互作用理解に ecosystem-as-affiliation は役立つとし

ているものの，相互依存に対する他のアプローチ (ネットワーク，プラットフォーム，多面

的な市場など) の特徴や推奨事項から切り離すのは困難であると指摘している．さらに，

ecosystem-as-structure は，一般的なガバナンスとコミュニティの強化に焦点を当てる傾

向があり，価値創造の詳細についての洞察は限定されるとも指摘している。これに対し，

ecosystem-as-affiliation では，エコシステムを「焦点となる価値提案を実現するために

相互作用する必要がある多国間パートナーの連携構造」として捉え，エコシステムの構造を

構成する要素として，アクティビティー，アクター，ポジション，リンクの 4つがあると明

らかにした．また，ecosystem-as-affiliation では，ポジションはリンクから導出され，プ

ラットフォーム，ブローカー，ハブ アンド スポークなどの特徴付けにつながる．他方，

ecosystem-as-structure では，リンクが全体的な価値の青写真における位置を生み出す調

整要件から導出されるとしている。加えて，Adner(2017)は，エコシステム戦略として，焦

点となる企業がパートナーとの連携に取り組み，競争エコシステムにおける役割を確保す

る方法によって定義している．  

サプライヤー1 

サプライヤー2 

補完者 1への 

サプライヤー 

補完者 1への 

サプライヤー 

補完者 1 

自社の 

プロジェクト 仲介者 1 仲介者 2 

エンド 

ユーザー 

(最終顧客) 

補完者 2 
補完者 2への 

サプライヤー 
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 次に，Kumar ら(2015)によると，ビジネス・エコシステムは，相互接続された一連のノー

ドで構成され，各ノードは製品，サービス，またはプロセスに対応すると定義している．こ

れらのビジネス・エコシステムは，製品クラス，消費者特典，ブランド，産業部門を中心に

構築でき，その例のひとつとして，クラウドコンピューティングも挙げている．また，ノー

ドの繁栄に影響を与える 5つの力があると主張している．井上(2019:40)は Kumar ら(2015)

が主張したその 5 つの力を，(1)代替ノード，(2)ノードの分裂と集合，(3)影響力の集中，

(4)迂回される可能性，(5)エコシステムの吸収と爆発的増加と訳し，エコシステムの競争力

の強弱とダイナミズムは，こうしたノードに多大な影響を及ぼす 5 つの力によって規定さ

れると解説している． 

 加えて，ビジネス・エコシステム構造を設計するための研究も存在する．井上(2024:172-

176)によると，アクションデザインリサーチ(Action Design Research: ADR)を基に，ビジ

ネス・エコシステム構造の設計プロセスを 6つのステップとして紹介している(表 2-4)． 

 

表 2-4 プラットフォーム・エコシステム構造の設計プロセス 

ステップ ステップ名称 説明 

ステップ 0 初期のエコシステム構造の設計 • エコシステム内の参加者間の間接ネッ
トワーク効果を稼働するメカニズムを
設計 

• 補完者としての役割を果たしてくれる
参加者グループを検討 

• プラットフォーム技術をベースに補完
者がイノベーションを生み出す仕組み
を設計 

• どのようにしてエコシステム内の参加
者が価値を生み出し，消費するかを整理 

• 上記 4 つの点を達成するための前提条
件や制限事項を理解 

ステップ 1 過去のビジネス事例の分析 自社と(潜在的な)競合他社のビジネス事
例を分析・分類し，プラットフォーム・エ
コシステムの標準的な価値提案として設
定できる，有望なビジネスパターンを特定 

ステップ 2 エコシステム構造の具現化 • エコシステムに組み込まれる参加者グ
ループを決定 

• プラットフォーム・エコシステムにおけ
る価値提案の決定 

• プラットフォーム普及戦略の決定 

• プラットフォーム普及戦略を支える新
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ステップ ステップ名称 説明 

たな料金体系の提案 

ステップ 3 エコシステム構造の妥当性検証 アンケートによるデータ取得，統計分析，
シミュレーションなどの方法を用いて，提
案するエコシステム構造の妥当性を検証 

ステップ 4 エコシステム構造の修正 設計したエコシステム構造で想定した事
業戦略と，企業が想定する全社的事業戦略
との齟齬が発生した場合など，ステップ 1
またはステップ 2 に戻りエコシステム構
造を修正 

ステップ 5 設計されたエコシステム・ 

ビジネスの提案 

エコシステム構造の修正を繰り返し，その
有効性を示す証拠を十分に集めた後に，会
社の経営陣やマネージャーあら事業開始
の承認を取得 

井上(2024:174-176)を基に筆者が作成 

 

表 2-4に示した設計プロセスによると，エコシステム構造設計のステップ 0では，プラッ

トフォーム・エコシステムの概念と，対象市場，製品，技術に関連する概念(または理論)を

参照し，表 2-4 ステップ 0の説明欄に示した 5つの点を特に苦慮する必要があると述べて

いる．その後，過去のビジネス事例分析(表 2-4 ステップ 1)，エコシステム構造の具現化

(表 2-4 ステップ 2)，エコシステム構造の妥当性検証(表 2-4 ステップ 3)，エコシステム

構造の修正(表 2-4 ステップ 4)，設計されたエコシステム・ビジネスの提案(表 2-4 ステ

ップ 5)というプロセスを経ることを提案している． 

 ビジネス・エコシステムの構造に関する研究は，井上(2019:41)も示唆しているように，

「個体の競争優位」から「システム優位」へ大きくシフトする過程において，概念の類型化

および構造の類型化を通じて，ビジネス・エコシステムの競争優位を構築するためのロジッ

クを明らかにし，今後のビジネス・エコシステムの戦略構築における明確な思考プロセスを

提示するという点では意義がある．他方，「システム優位」を検討するにしても，アクター

やノード間の構造を試行錯誤するだけで実現できるのか，現時点では特に不明瞭な点もあ

ると言える．特に，各アクターの提供価値が出揃ったところで，そのビジネス・エコシステ

ムの構造を検討・修正していては，市場の変化に追従することは容易ではない．特に，ビジ

ネス・エコシステムが全体として価値を生み出そうとするタイミングで，どのように連携し

新たな価値を生み出し，市場変化のニーズに応じてどのようにビジネス・エコシステムを刷

新できるかという観点についても，今後明らかにする必要がある． 
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 ビジネス・エコシステムとダイナミック・ケイパビリティ 

 Teece ら(1997)によれば，ダイナミック・ケイパビリティとは，急速に変化する環境に対

応するために，内部および外部のコンピタンスを統合・構築・再構成する企業の能力と定義

している．また，Teece (2017)では，Moore(1993)が定義したビジネス・エコシステムのラ

イフサイクルに対応する形で，デジタル領域のプラットフォームのライフサイクルと，ダイ

ナミック・ケイパビリティについても言及している．具体的な対応については，表 2-5に

示す． 

 

表 2-5 プラットフォームライフサイクルとダイナミック・ケイパビリティの対応一覧 

ビジネス・エコシステムの 

ライフサイクルステージ 
主なダイナミック・ケイパビリティの要件 

Birth (誕生) Generative Sensing; Business Model Selection; Asset 
Orchestration 

Expansion (拡張) Seizing; Learning; Transformation (implementation) 

Leadership 

(リーダーシップ) 

Sensing for threats; Transformation(minor) 

Self-Renewal (自己変革) Sensing; Ambidexterity; Transformation(major) 

Teece(2017) Table2 を基に筆者が作成 

 

 Teece (2017)によると，ビジネス・エコシステムの Birthステージでは，顧客の要求を実

現するための様々な仮説に対して検証し，有効性が確認できるまで Generative Sensing(生

成的センシング)の必要性を指摘している．新しい領域の選定後，ビジネスモデルの選定や

資産のオーケストレーションを行う．次に，ビジネス・エコシステムの Expansion ステージ

では，ビジネスモデルが洗練し，ビジネス・エコシステム全体の掌握と変革能力が確立し始

める段階になる．このステージにおいては，事業変革の俊敏性を確保するため，既存の組織

とは分離し， O’Reilly and Tushman (2008)が提起した，既存と新規の両利き

(ambidexterity)の経営を実現する必要があると説明している．次に，新しいプラットフォ

ームが確立できたビジネス・エコシステムの Leadershipステージでは，脅威に対する察知

能力の重要性が増すと述べている．この察知能力を基に，ビジネスモデルの変更や置き換え

が重要になる．最後に，ビジネス・エコシステムの Self-Renewalステージでは，技術的な

変化や市場の大きな変化に基づき，代替案の模索の必要性を説いている．そのため，継続的

にセンシングし，新たな機会を探さなくてはならない．また，その際には既存と新規の両方
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を上手くバランス良く管理する必要があるが，プラットフォームの更新は，より大きなビジ

ネス・エコシステムに影響を与える．そのため，プラットフォームのリーダーは，一方的に

行動するのに十分な自治権を持っているかもしれないが，主要な補完者への事前の通知と

協議を許可することが一般的に望ましいとしている．他方，Teece (2017)でも述べているよ

うに，プラットフォームを中心としたビジネス・エコシステムと，ダイナミック・ケイパビ

リティとの関係性に関するより詳細な相互作用については，最終的な結論として導き出し

ているわけではなく，Teece は，今後の将来研究がビジネス・エコシステムとダイナミック・

ケイパビリティとの関係性を明らかにすることを期待している． 

 次に，Christensen(1997=2001)は，既存の優良企業がたびたび失敗するのは，従来の商慣

習に基づき既存顧客の需要に応えて製品の性能を高める持続的技術の開発に注力するあま

り，従来とは全く異なる価値基準を市場にもたらす破壊的技術に対応できず衰退すること

を，イノベーションのジレンマとして紹介した．このイノベーションのジレンマに対する解

決策のひとつとして，O’Reilly and Tushman (2008)は，長期的に存続している企業が既存

の事業から新規事業へ形態を変えていく，両利きの経営(ambidexterity)を明らかにした．

これを発展する形で，O’Reilly and Tushman (2016=2019)では，イノベーションのジレン

マを克服するために，成熟企業で何とか競争しながら(深化)，実験やイノベーションが求め

られる新しい技術やビジネスモデルを探求する(探索)必要性を明らかにした．また，両利き

の経営を実現する上で，戦略的刷新が必要になるが，この戦略的刷新を実現する上で，(1) 

成長機会が限られた成熟期の戦略によって，大方の業績が決まっているか，(2) 自組織の戦

略を移行できる製品，サービス，プロセスの機会があるか，(3) 中核市場の外部に機会(ま

たは脅威)があるか，(4) その機会は，自社の中核となる組織能力や関連するアイデンティ

ティの脅威となるか，という 4つの問いに答えることができるかが，ひとつの判断基準にな

ると主張している．これらのことから，事業を継続していくためには，従来の成功している

領域の漸進的な改善を図るだけではなく，それらの資産を活用しつつ隣接する事業に機会

を伺い，新たな実験を通して事業を変革していく必要がある． 

次に，近年では，ビジネス・エコシステムとダイナミック・ケイパビリティに関する研究

も取り組まれている．例えば，Helfat and Raubitschek (2018)は，デジタル・MSP・エコシ

ステム(Digital Multi-Sided Platform-based ecosystems)のリーダーが価値を創造し獲得

するために重要な 3 種類の動的機能として，イノベーション，スキャン/センシング，統合

機能を紹介し，時間の経過とともにエコシステムを変革するにつれて，リーダーは，ダイナ

ミック・ケイパビリティをさらに学び，その能力を開発する可能性があることを指摘した．

これらの機能により，該当するデジタル・MSP・エコシステムは将来の課題に対処するため

にさらに強力な立場に変化し，リーダーが関与する活動，その能力，およびエコシステムは、

ある時点および時間の経過とともに製品，知識，機能がリンクされながら共進化すると述べ

ている．また，Haki ら(2022)は，製品プラットフォーム・エコシステムからイノベーショ



31 

 

ン・プラットフォーム・エコシステムへの移行に着目し，ERP システムの事例研究を基に，

資源のキュレーション，エコシステムの保存，資源の再構成，エコシステムの多様化という 

4つの動的機能の必要性を示唆している．また，Haki ら(2022)は，将来研究への示唆のひと

つとして，エコシステムに属するパートナーがイノベーション・プラットフォーム・エコシ

ステムに参加することを選択するには，既存のケイパビリティを新しい状況に対処する重

要なダイナミック・ケイパビリティに変換する必要があり，それらのパートナーがどのよう

にその移行に成功しているかを明らかにすることを挙げている．加えて，近年ではビジネ

ス・エコシステムのリーダーシップとして，ダイナミック・ケイパビリティを活用する可能

性に関する取り組みも存在する．例えば，Foss ら(2023)は，Teece(2017)を踏まえた上で，

ビジネス・エコシステムにおける 3タイプのリーダーシップを明らかにした．1点目は，共

有ビジョンを作成し，他者が「全体像」とその中での自分の役割を理解できるようにするこ

と(Sensing)，2 点目は，共有ルールと合意の作成および他者が共同特化した投資を行える

よう説得すること(Seizing)，3 点目は，ビジネス・エコシステム内のアクターと問題解決

に取り組むリーダーの間の継続的な連携を確保し，成熟すること(Reconfiguring)である．

また，Espina-Romero ら (2023)は，文献レビューを基に，ビジネス・エコシステムの将来

研究への示唆を大きく 5つに分類し提示している．そのひとつとして，ダイナミック・ケイ

パビリティがエンタープライズを中心としたビジネス・エコシステムのパフォーマンスに

及ぼす影響について取り組む意義について述べている．具体的には，プロセス，スキル，組

織構造，手順，規律，意思決定ルールとして説明されるダイナミック・ケイパビリティが，

組織内に出現する機会をいかに発見し，捉えるのに役立つかを説明した上で，そのダイナミ

ック・ケイパビリティによって，ビジネス・エコシステムは，将来，優れた商業的成果を可

能にする非物質的な資産の導入・創造・保護することができると示唆している． 

 このように，ビジネス・エコシステムにおけるダイナミック・ケイパビリティの重要性を

指摘し，実際にビジネス・エコシステムを対象としたダイナミック・ケイパビリティをどの

ように発揮できるか解明する研究も注目されつつある．しかし，現時点では限られた事例研

究を基にしていることや，ビジネス・エコシステムの形成から確立までの段階において顧客

や市場動向がビジネス・エコシステムのダイナミック・ケイパビリティにどのような影響を

与えているのかは不明瞭なままである．そのため，更なる事例を踏まえた研究が求められて

いる．  

 

 ビジネス・エコシステムと持続可能な開発 

 持続可能な開発(サステナブル・デベロプメント)とは，2015 年に開催した国連持続可能

な開発サミットにおいて，人間・地球・繁栄・平和・パートナーシップという観点で，世界

を持続的かつ強靱(レジリエント)な道筋に移行する持続的な開発を指している(United 



32 

 

Nations 2015=2015)．サステナブル・デベロップメントには，人権・教育・食料・保健・気

候変動といった側面だけではなく，経済基盤や持続可能な消費・生産といった観点も含んで

いる．例えば，国連は 17 の SDGs(Sustainable Development Goals)を定義しているが，

(United Nations 2023)，そのひとつである Goal 9では，「強靭（レジリエント）なインフ

ラ構築，包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る」1という目

標設定がある． 

 また，いくつかの先行研究では，ビジネス・エコシステムが持続可能な開発や発展に貢献

できると主張している．関口・岡田(2021)は，持続可能な社会を実現するためには企業自ら

のビジネスモデル/プロセス変革が必要であると主張した上で，企業の変革活動では，プロ

グラムマネジメント及びビジネス・エコシステムの重要性が明らかになったと主張してい

る．特に，ビジネス・エコシステムの概念を企業変革に適用することで，垂直統合型ビジネ

スモデル型の企業の自社内でクローズしようとする企業文化から脱却し，ビジネス・エコシ

ステムの健全性に留意し台頭なパートナーとしての共存共栄を図る必要があると主張して

いる．Teece(2007)は，sensing，seizing，transformational activities といった優れた

ダイナミック・ケイパビリティを備えた企業は，ビジネス・エコシステム内の企業内，企業

間，および企業と他の機関の間で資産の価値を高めるオーケストレーションを達成する起

業家的な経営を通して，持続可能な競争優位性を保持できると述べている．Awano and 

Tsujimoto (2021)は，ビジネス・エコシステムのリーダーの成功は，ビジネス・エコシステ

ムに属するメンバーとの連携に依存していると主張し，メンバーが共創した価値によって，

ビジネス・エコシステムの持続可能性の重要性を指摘している．Kumar and Kumar (2017)

は，ビジネス・エコシステムが継続的な競争優位性に貢献すると述べているだけでなく，特

定の産業・国家・コミュニティの発展にも寄与すると説明している．Mavuri ら (2019)は，

情報通信技術(Information and Communication Technology: ICT)を基にしたイノベーショ

ン・エコシステムが SDGs の Goal 9に貢献すると主張している．Madsen (2020) は，既存の

ビジネスモデルのイノベーションは線形的なモデルで起きていると主張し，ビジネス・エコ

システムのような概念を踏まえたイノベーションの重要性について言及している．この先

行研究では，デンマークに拠点を置く国際的なコンサルティング会社である DEM(Danish 

Energy Management)を対象に事例研究を実施し，グローバル規模に展開しているビジネス・

エコシステムが，既存のサービスから新しいイノベーティブなサービスを開発するという

観点でのサステナブル・デベロップメントに寄与していることを示唆している．Lee and Roh 

(2023) は，一帯一路(Belt and Road Initiative: BRI)が形成するビジネス・エコシステ

 

1
https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/sustainable_develop

ment_goals/ (2024年 8月 30日 アクセス) 
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ム対象として，ダイナミック・ケイパビリティの観点を基に，企業の持続可能なパフォーマ

ンスを達成するための協調戦略の重要性，オープンイノベーションの仲介役割，デジタル化

能力の調整役割の関係性について説明している．特に，ビジネス・エコシステムを基にした

協調関係が，オープン・イノベーションの加速や経済的な発展にも寄与していると述べてい

る．Li ら (2023)は，先行研究のサーベイを基に，デジタル・プラットフォーム・エコシス

テムの 5つの特性 (生成性，収束性，共有能力，モジュール性，補完性) が，持続可能なビ

ジネスモデルイノベーションの 5 つの側面(価値提案，価値創出，バリューネットワーク，

ファイナンシャルモデル，顧客との接点)にプラスの影響を与えていることを示した．また，

Ranjan (2024)は，近年顕著になったデジタル化に着目しつつ，デジタル志向の度合いだけ

でなく，デジタルビジネスのケイパビリティと環境のダイナミズムが，イノベーションパフ

ォーマンスに影響を与えていると主張している．具体的には，デジタルビジネスケイパビリ

ティとして，(1) Digital Strategy，(2) Digital Integration，(3) Digital Controlと

いう 3 つの要素に加え，環境のダイナミズムとデジタル志向がイノベーションのパフォー

マンスに影響を与えていると主張している．このことから，単純にデジタル技術のケイパビ

リティを確保すれば良いという訳でなく，環境の変化の重要性も本研究から理解できる．加

えて，Ranjan (2024)は将来研究への示唆のひとつとして，ダイナミック・ケイパビリティ

の調整・統合・学習・センシングといった能力を基にした追加調査や，リーダーシップとい

った組織的な観点での影響も踏まえて発展することを期待している．  

 次に，持続的なビジネス・エコシステムの発展には，顧客の役割が重要であると主張する

研究も存在する．例えば，Joo and Shin(2018)は，持続可能なビジネス・エコシステムは，

企業にとって競争力の源であると同時に，競争上の優位性を獲得するための管理可能なリ

ソースであり，ビジネス・エコシステムのメンバーのうち，持続可能なビジネス・エコシス

テムを構築する主体としての既存の研究では見落とされている顧客に焦点を当てる必要が

あると述べている．Joo and Shin(2018)は，韓国における B2B，B2Cビジネスを展開する 4

つの企業に対するインタビューを基に，顧客がビジネス・エコシステムの経済的・社会的価

値を提供し，継続的な発展を支えていることを明らかにした．次に，Zhang and Chen (2020)

は，JD という企業の事例研究を通して，プラットフォーム・エコシステムのリーダーが外

部リソースと能力を活用することで，プラットフォーム・エコシステムの持続的な発展を実

現できると主張しているが，ユーザーや消費者の数と品質が，プラットフォーム・エコシス

テムの持続的な発展に重要な影響を与えているとも述べている．  

 先行研究では，ビジネス・エコシステムが持続的な開発に寄与することを示唆しており，

持続的な発展の方向性を決定するひとつとして，顧客の存在に着目する研究も存在する．他

方，先行研究が示したビジネス・エコシステムと持続可能な開発の関係性を，より強固な理

論に発展するためには，顧客起点でどのような価値を共創できるか，ビジネス・エコシステ

ムのリーダーであるキーストーン企業と補完企業で連携するだけでなく，持続可能なビジ
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ネス・エコシステムを実現するために，ビジネス・エコシステムの変革をどのように推し進

めることができるのか，そのプロセスを明らかにすることが求められている． 

 

 IT サービス開発手法 

 本節では，ICT に関連した製品・サービスを開発する際の先行研究を中心に調査する．は

じめに，情報処理推進機構(2018: 図表 4-5-1)によれば，日本のソフトウェア開発における

開発ライフサイクルの割合は，97.4%が設計から実際の運用まで逐次的に各工程を進めるウ

ォーターフォールモデルを採用し，1.7%が反復型のモデルを採用している．ウォーターフォ

ールモデルについては，Royce (1987)が大規模なソフトウェア開発を進める際のアプロー

チとして紹介している．例えば，図 2-3に示すようにシステム・ソフトウェアの要件を定

義し，その後に分析・プログラム設計・コーディングと進め，最終段階でテスト・運用とい

う各ステップを順次経て，利用者へコンピュータシステムを提供することを提案している． 

 

 

Royce (1987: 329)の Figure 2 を基に筆者が作成 

図 2-3 大規模ソフトウェアシステムの開発ステップ 

 

 各ステップで定義・設計する事項はドキュメント化することを推奨すると共に，Royce 

(1987)の Figure 5では，図 2-3に示した SOFTWARE REQUREMENTS と ANALYSIS のステップの

SYSTEM 
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間に PRELIMINARY PROGRAM DESIGNというステップを設け，システム概要やサブルーチンに

関する定義，運用に関する記述についても，PRELIMINARY PROGRAM DESIGNで定義し，開発

当初にシステム全体をシミュレーションすることを推奨している．また，Bell and Thayer 

(1976)は，ウォーターフォールという表現で Royce (1987)が提唱したステップを紹介して

おり，要件定義から設計・コーディング・テスト・運用を逐次的に開発するモデルのことを

指すようになった．ウォーターフォールモデルによる IT サービスの構築は，現在でも一般

的に使われている．しかし，ウォーターフォールモデルの課題として，一度進んだステップ

を遡って修正することは困難であるばかりか，IT サービスを構築する上でどのように他の

ステークホルダーと連携し，IT サービスを構築するかという概念については言及されてい

ない． 

 次に，ウォーターフォールモデルにおける各開発フェーズ間での分断という課題を解決

するため，スクラムという概念も登場した．例えば，Takeuchi and Nonaka (1986)は，NASA，

富士ゼロックス，ホンダ，キヤノン，NECなどの事例を基に，新製品を開発する上では，図 

2-4の Type A に示した NASA のような PPP (Phased Program Planning)という逐次的な開発

フェーズではなく，図 2-4に示した富士ゼロックスや，Type Cのホンダやキヤノンのよう

に各開発フェーズを重ね合わせ，人材や知識もフェーズを跨いで共有する開発モデルの有

効性を主張した．また，Takeuchi and Nonaka (1986)は，図 2-4の Type Cのような組織を 

 

 

Takeuchi and Nonaka (1986: 139) EXHIBIT 1 を基に筆者が作成 

図 2-4 逐次的な開発フェーズと重複した開発フェーズ 

 

Phase 
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スクラムと定義し，Type Cの組織が持つ(1) 不安定な状態を保つ，(2)プロジェクトチーム

は自ら組織化する，(3) 開発フェーズを重複させる，(4) 「マルチ学習」，(5) 柔らかなマ

ネジメント，(6)学びを組織で共有するという 6つの特徴を明らかにした．このスクラムと

いう考え方を基にした開発手法が多数登場し，例えば Beck and Andres (2005)は，スクラ

ムを基にした価値・原則・プラクティスを体系化した XPプログラミングというソフトウェ

ア開発手法を確立した．その後，Beckら (2001)は，繰り返し型の開発，協調とコミュニケ

ーションスタイル，顧客と開発チームのゴールの共有関係，柔軟な計画変更の考え方，現場

の開発者のモチベーションの維持など，スクラムから影響を受けた他の開発手法と共にア

ジャイル宣言に署名している．加えて，平鍋・野中(2013)は，これらのアジャイルの特徴と

Takeuchi and Nonaka (1986)が提唱したスクラムとの考え方との関連性について言及して

いる． 

 このように，IT サービスの構築プロセスについては，単独のプロジェクトにおける管理

手法としては，ウォーターフォールモデルからスクラムのような概念も誕生し実際の IT サ

ービス構築の現場が利用している．また，Daniel ら(2014)は，ダイナミック・ケイパビリ

ティを情報システムプロジェクトポートフォリオマネジメント(Information System 

Project Portfolio Management: IS PPM)への応用を概念化するといった試みも行なってい

る．また，Ilmudeen (2019)は，スリランカの事例を通して ITガバナンスのメカニズムとダ

イナミック・ケイパビリティが企業のパフォーマンスに貢献していることを示唆している．

しかしながら，Steininger ら(2022)によると，過去 20 年間情報システムの領域においてダ

イナミック・ケイパビリティの有用性が議論されていないと指摘し，文献レビューを通した

将来研究への示唆のひとつとして，ダイナミック・ケイパビリティと情報技術(Information 

Technology: IT)のインパクトを明らかにすることを挙げている．これに呼応する形で

Pelletier and Raymond (2024)は，事例研究を通して，企業の他の戦略的プロセスと最終的

な再構成に関して、それが可能にするだけでなく共進化する役割を通じて，「プロセスのダ

イナミック・ケイパビリティ」としての戦略的 IT 連携を提唱している．しかし現状では，

経営学の理論を IS の領域への適用を試みる研究は乏しい状況である．また，IS の領域にお

いてダイナミック・ケイパビリティの適用を検討する場合においても，近年におけるデジタ

ル技術の飛躍的な進歩やモジュール化・オープン化の進展により，特定組織のみで実現する

ことは容易ではなく，Helfat and Raubitschek (2018)も主張しているようにビジネス・エ

コシステムを無視することはできない．加えて，von Hippel (2006=2006)によると，リー

ド・ユーザーが重要な市場動向の最先端に位置し，リード・ユーザー主導のイノベーション

が複数の研究で発見されていること(von Hippel 2006=2006:36-51)，また，多くのユーザー

がカスタム製品を望んでいること(von Hippel 2006=2006:52-64)と述べている．これらの

状況を踏まえると，メーカー単独でウォーターフォールモデルやスクラム・アジャイルを利

用して製品・サービス開発を進めるだけでなく，顧客のニーズを的確に捉えつつ，キースト
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ーン企業と補完者間で多様な価値を創出するビジネス・エコシステムの概念を活用する開

発プロセスへの転換を検討することは，理論的にも重要なトピックのひとつであると言え

る．これらのことから，他組織とも協調し IT サービスの開発を向上するといった概念にま

で拡張できると，ひとつの IT サービス開発プロジェクトの枠を超え，多様な組織間で関連

する IT サービスを組織ごとに連携しながら開発することが可能となる．特定の組織のみで

顧客ニーズを満たす価値を提供する事が困難な現代において，ビジネス・エコシステムの概

念も加味した IT サービス構築手法を検討する事には意義がある． 

  

 本研究の位置付け 

 本節では，先行研究の検討を踏まえた本研究の位置付けについて説明する．本研究の位置

付けとしては，顧客の存在を起点に，キーストーン企業と補完企業がビジネス・エコシステ

ムを基に新たな価値を共創するかというプロセスの解明と，ビジネス・エコシステムをどの

ように変革しているのかという点を明らかにすることである．先行研究と本研究との差異

を表 2-6に示す．はじめに，従来の先行研究では，ビジネス・エコシステムを競争戦略に

適用することが主な目的になっているが，本研究では顧客を起点とした価値創出とビジネ

ス・エコシステムの変革への応用を目的としている(表 2-6 #1)．例えば，de Vasconcelos 

Gomes ら (2018)は産業プラットフォームとの相乗効果，エコシステム戦略，戦略的な管理，

価値創出とビジネスモデル，イノベーションマネジメント，パートナー管理，ライフサイク

ル，新しいベンチャーの創出といった潮流があると主張している．次に，ビジネス・エコシ

ステムの捉え方としては，先行研究では静的に捉えている(表 2-6 #2)．本章で示した一部

の先行研究では，ビジネス・エコシステムはダイナミック・ケイパビリティを実現する概念

としても関係性が示されている．例えば，Teece(2017)は，ビジネス・エコシステムの各進

化プロセスで必要となるダイナミック・ケイパビリティの要件を明らかにし，Foss ら(2023)

は，他組織とも協調したダイナミック・ケイパビリティを発揮する点で，ビジネス・エコシ

ステムの重要性についても言及している． 

 

表 2-6 先行研究と本研究との差異 

# 項目 先行研究 本研究 

1 ビジネス・エコシステムの目的 競争戦略 顧客起点のビジネス・

エコシステム変革 

2 ビジネス・エコシステムの捉え方 静的 動的 

3 ビジネス・エコシステムの対象 単一 複数 

4 IT サービス開発との関連性 浅い 深い 
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しかし現状では，ビジネス・エコシステムを静的に捉えた研究が中心で，市場動向や顧客の

ニーズの変化に応じて動的に変化するビジネス・エコシステムに着目し，具体的プロセスで

ビジネス・エコシステムにおける価値創出や変革をどのように実現できるかを試みる点が

先行研究と本研究との差異のひとつである． 

 また，先行研究では単一のビジネス・エコシステムに着目した分析が中心であるのに対し，

本研究では複数のビジネス・エコシステムに着目している(表 2-6 #3)．例えば，持続可能

な開発の観点においても，Lee and Roh (2023)や Li ら (2023)が明らかにしているように，

ビジネス・エコシステムを応用し，持続可能な開発の実現を試みる先行研究も存在する．し

かし，先行研究では事業変革に応じた複数ビジネス・エコシステム間の関係性について言及

されておらず，市場動向や顧客ニーズの変化に対し，本研究ではビジネス・エコシステムが

どのように適用し，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ変革す

るのかという観点に着目している． 

IT サービス開発手法に関しても，スクラムのような観点で一部経営学とも結びつきはあ

るものの，ビジネス・エコシステムと IT サービス開発手法との関連性は浅い状況である(表 

2-6 #4)．特に，自社単独の製品・サービス開発だけでは多様で変化の早い顧客ニーズに対

応することは容易ではない中，キーストーン企業と補完企業が形成するビジネス・エコシス

テムの概念を踏まえ，多様で変化の激しい顧客ニーズに対応可能な IT サービス開発プロセ

スを明らかにする研究は積み重ねられているとは言い難い．そのため，IT サービスを開発

する現場でも，従来の逐次的に各工程を進めるウォーターフォール型の開発プロセスが中

心であり，サービス開発の段階から補完的に価値を共創するというプロセスが欠けている

現状である．また，企業が持続的に変革を実現するためには，顧客から支持を得る製品・サ

ービスを価値として提供する必要がある．そのため，従来の競争戦略を中心としたビジネ

ス・エコシステム研究だけではなく，変化する顧客ニーズや市場動向を基に，ビジネス・エ

コシステムを通してどのようにビジネス領域全体を変革することができるのかという点に

着目し研究に取り組む価値はある．これらの点を踏まえ，本研究が目的としている，顧客を

起点として，キーストーン企業と補完企業がビジネス・エコシステムを基に新たな価値を共

創するかというプロセスの解明と，ビジネス・エコシステム自体をどのように進化し，持続

可能なビジネス・エコシステムを実現しているのかという点を明らかにすることは，学術的

な意義があると言える． 

 本研究では，顧客を起点としたビジネス・エコシステムの形成・変革を通し，顧客に対し

価値を共創し，持続可能な発展をどのように実行できるかという点を踏まえて研究に取り

組む．他方，先行研究が明らかにしたビジネス・エコシステムの概念を継承するものの，本

研究ではビジネス・エコシステムの定義・分類，構造理解，競争戦略といった領域の研究を

積み重ねることを対象とする研究ではない．   
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第3章 研究方法と対象 

 

 はじめに 

本章では，1.2節に示したリサーチクエスチョンへ回答するための研究方法と対象につい

て説明する．3.2 節では，本研究が設定したビジネス・エコシステムにおける IT サービス

開発の在り方や，リサーチクエスチョンへ回答を導き出す研究手法としてケース・スタディ

を採用するが，その理由について記載する．次に，3.3節では，研究対象の選定理由につい

て述べる．具体的には，ビジネス・エコシステムを形成する IT サービスとして，クラウド

サービスの中でも Amazon(アマゾン)が提供する AWS(Amazon Web Services)と，マイクロソ

フトが提供する Microsoft Azure IoT を選定したが，従来のオンプレミスを中心とした IT

サービスから，クラウドサービスへの移行しつつある現状も踏まえ，リサーチクエスチョン

との関連性も含め，選定理由について説明する．3.4節では，本章のまとめを記載する． 

 

 研究対象の選定 

 本節では，研究対象の選定について言及する．はじめに，松崎(2022)や Kolagar ら (2022)

が指摘したように，近年では IoT，ビッグデータ，AI，クラウドコンピューティングといっ

たデジタル技術によって強化され，ネットワーク効果を生み出すためビジネス・エコシステ

ムから進化したデジタル・エコシステムを対象とした研究を積み重ねることには意義があ

る．とりわけ，クラウドコンピューティングについては学術的・実務的な観点でも研究対象

に選定する意義がある．例えば，Cusumano ら(2019=2020:図 1-2)によれば，他企業が補完的

イノベーションを生み出すための技術的基盤(イノベーションプラットフォーム)のクラウ

ドコンピューティングの例として，Amazon が提供する Amazon Web Services (AWS)と

Microsoftが提供するMicrosoft Azureの 2つを例として挙げている．また，AWSやMicrosoft 

Azure といったクラウドサービスがデジタル領域におけるビジネス・エコシステムと定義さ

れているだけでなく，Tim and Rana(2022)，Bajdor ら(2023)，Yenugula ら(2024)が指摘し

たように，クラウドコンピューティングは持続的な開発と関連し，事業変革に貢献できる可

能性がある技術のひとつである．そのため，デジタル領域におけるビジネス・エコシステム

の変革を明らかにするためにも，クラウドサービスにおける AWS と Microsoft Azure に着

目することには意義がある．他方，実務的な観点でも，クラウドサービスは IT の領域にお

いて重要な位置付けにある．例えば，Moore(2022)によれば，大企業が利用するエンタープ

ライズ向け IT に対する投資額は，2025 年に顧客ごとの要件に合わせてハードウェアやソフ

トウェアを調達し，個別に提供する形態が中心であった従来のオンプレミス中心の従来型

IT サービスから，パブリッククラウドサービスへ転換する見込みである．従来の IT サービ 
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総務省(2023)より転載 

図 3-1 世界のパブリッククラウドサービス市場のシェア 

 

スとパブリッククラウドサービスとの収益ベースでの成長率についても，パブリッククラ

ウドサービスは線形的に成長する見込みであるのに対し，従来の IT サービスは横ばいが続

く状況である．また，Cusumano ら(2019=2020:図 1-2)が示した AWS，Microsoft Azure につ

いて，Wrightら(2023)の調査によると，Infrastructure as a Service(IaaS)と Platform 

as a Service(PaaS)領域におけるリーダーの位置付けとして選出している．さらに，総務省

(2023)が発表した令和 5 年度版の情報通信白書においても，このような転換が起きている

クラウドサービスの領域において，Amazon と Microsoft が主要なキープレイヤーであるこ

とを示している(図 3-1)． 

 これらのことから，本研究では，AWS と Microsoft Azure が形成するビジネス・エコシス

テムを研究対象とする．また，AWS は 2006 年にクラウドサービスという市場を創出するき

っかけとなったサービスであるのに対し，Microsoft Azure は 2010 年前半ごろにクラウド

サービスへの参入を果たすために登場したサービスであるため，非連続的な新しいビジネ

ス・エコシステムを形成するという観点では，AWS を研究対象とすることが適切である．他

方，Microsoftについては，Iansiti and Levien (2004=2007)も明らかにしているように，

元々はソフトウェア産業におけるキーストーン企業であったが，クラウドサービスの事業

領域に転換を果たしている．特に，Microsoft Azure のサービス群の中でも，IoT に特化し
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た Microsoft Azure IoT は，Windows Embeddedといった従来のソフトウェア製品と強い関

わりを持つクラウドサービスである．そのため，既存のビジネス・エコシステムから派生し

た連続的なビジネス・エコシステムの変革対象として適している．そのため，Microsoft 

Azure については，Microsoft Azure IoT に絞って研究対象とする． 

 次に，各 SRQと研究対象との関係性を表 3-1に示す．SRQ1の回答を導くために，AWS と

Microsoft Azure IoT を研究対象とする．その理由としては，クラウドサービスの市場にお

けるキーストーン企業と言える AWS と Microsoft が，どのように顧客から市場動向を察知

し，補完的企業と連携しコアバリューと補完的な価値をビジネス・エコシステム上で創出し

ているか検証するためである． SRQ2の回答を導くために，Microsoft Azure IoT を研究対

象とする．その理由としては，既存のソフトウェア産業を中心としたビジネス・エコシステ

ムを基に Azure IoT を中心とした新しいビジネス・エコシステムへ連続的に変革している

ためである．SRQ3の回答を導くために， AWS を研究対象とする．その理由としては，従来

の小売り事業から，顧客起点でクラウドコンピューティングという新規市場を創出し，既存

ビジネス・エコシステムから，新規ビジネス・エコシステムへ非連続的なビジネス・エコシ

ステムの変革を実現しているためである． 

 

表 3-1 各 SRQと対象事例選定理由の対応一覧 

 

# 研究対象 選定理由 

SRQ1 AWS 

Microsoft Azure IoT 

クラウドサービスの市場におけるキーストーン企業

と言える AWS と Microsoftが，どのように顧客から市

場動向を学び，補完的企業と連携しコアバリューと補

完的な価値を創出しているか検証するため． 

SRQ2 Microsoft Azure IoT 既存のソフトウェア産業を中心としたビジネス・エコ

システムから Microsoft Azure IoT を中心とした新し

いビジネス・エコシステムを連続的に変革しているた

め． 

SRQ3 AWS 

 

顧客起点でクラウドコンピューティングという新規

市場を創出し，既存ビジネス・エコシステムから，新

規ビジネス・エコシステムへ非連続的な変革を遂げて

いるため． 
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 研究方法 

本節では，本論文が取る研究方法について説明する．研究方法としては，定量的な分析と

定性的な分析に大きく分類できるが，本研究では定性的な分析を選択することとした．定量

的な分析が困難である理由のひとつとして，Senyo ら (2019)も指摘しているが，デジタル・

エコシステムにおける正確なデータを収集することの難しさがある．AWS や Microsoftとい

ったキーストーン企業と補完企業との関係性を表すデータのひとつとして，補完企業が各

コアバリューを基にどれだけの売上・利益を出しているかといった財務データは各組織の

機密情報に該当するため入手することは困難である．また，どのような顧客とどのような取

引があるかは，顧客の同意がある場合は事例として紹介されることはあるが，それらの事例

紹介でもクラウドサービス利用料や補完企業が取得するマージンといった定量的なデータ

は存在しないことが大半である．さらに，クラウドサービスは補完企業を主体としたスケー

ルビジネスである．そのため，例えば AWS では 200を超える国々の 13,000を超える補完企

業が存在する2が，それらの補完企業に対して個別に交渉し情報公開を求めることは現実的

ではない． 

他方，本研究のリサーチ・クエスチョンを踏まえると，定性的な分析を実施する意義はあ

ると言える．Yin(1994=2011:7)によると，表 3-2に示すとおり，定性的なリサーチ戦略と 

 

表 3-2 異なったリサーチ戦略の関連状況 

リサーチ戦略 リサーチ問題の形態 行動現象に対する 

制御の必要性 

現在事象への焦点 

実験 どのように，なぜ あり あり 

サーベイ 誰が，何が， 

どこで，どれほど 

なし あり 

資料分析 誰が，何が， 

どこで，どれほど 

なし あり/なし 

歴史 どのように，なぜ なし なし 

ケース・スタディ どのように，なぜ なし あり 

Yin(1994=2011:7)を基に筆者が作成 

 
2 https://aws.amazon.com/jp/partners/ (2024年 9月 1日アクセス) 
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して，実験，サーベイ，資料分析，歴史，ケース・スタディがある． 

リサーチ戦略を選定するにあたり，(a) 提示されているリサーチ問題のタイプ(リサーチ

問題の形態)，(b) 研究者が実際の行動事象を制御できる範囲(行動現象に対する制御の必

要性)，(c)歴史事象ではなく現在の事象に焦点をあてる(現在事象への焦点)という 3 つの

条件がある．はじめに，リサーチ形態を考慮すると，本研究で立てたリサーチクエスチョン

では，ビジネス・エコシステムがどのように IT サービスを構築しつつ，新しいビジネス領

域の探索と変革を実現するかという観点に答える必要がある．そのため，表 3-2にリサー

チ問題の形態という観点では，リサーチ戦略として実験，歴史，ケース・スタディを選択す

る事ができる．次に，行動現象に対する制御の必要性の観点だが，本論文はビジネス・エコ

システムを研究対象としている．例えば，Iansiti and Levien (2004=2007:60)が研究対象

としたマイクロソフトのソフトウェア業界に特化した補完企業だけでも 38,338社が存在し

ており，研究者がビジネス・エコシステム全体に対して行動事象を制御することは困難であ

る．そのため，リサーチ問題の形態と行動現象に対する制御の必要性を加味すると，リサー

チ戦略としては歴史とケース・スタディを選択する事ができる．最後に，現在事象への焦点

という観点だが，本研究では IT サービスという 20 世紀後半から確立したビジネス領域の

中でも，従来のオンプレミスを中心とした IT サービスから，2000 年代後半に誕生し現在も

拡大しているクラウドサービスに着目し，近年誕生したクラウドサービスを中心とするビ

ジネス・エコシステムからどのように IT サービスを開発し，かつビジネス・エコシステム

自体の探索や変革の過程を明らかにすることでリサーチクエスチョンに対する回答を試み

る．以上のことから，本論文では研究方法として，ケース・スタディ(事例研究)を採用する．

また，パートナービジネスにおける戦略は各組織の機密情報に該当する可能性も高く，研究

成果として取り扱えなくなるリスクを避けるためにも，事例対象の企業が公開しているプ

レスリリースや Web サイトにおける情報，報道記事，書籍といった公知の情報を中心に事例

研究を進めることとする．  

 

 まとめ 

 本章では，研究手法と研究対象の選定について記載した．研究手法としては，ケース・ス

タディ(事例研究)を採用する．その理由としては，表 3-2に示したようにオンプレミスの

従来型 IT サービスからクラウドサービスへの転換点にある現在の事象に焦点を当て，多数

の補完企業が属するビジネス・エコシステムを研究対象とする場合には，行動現象に対する

制御が困難であるためである．また，本論文のリサーチクエスチョンは，ビジネス・エコシ

ステムを用いてどのように IT サービス開発を加速しつつ，ビジネス・エコシステムの変革

をどのように実現するかという問いに応える必要がある．これらのリサーチクエスチョン

に回答するために，ケース・スタディを選定した． 
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 研究対象の選定については，アマゾンの AWS と，マイクロソフトの Microsoft Azure IoT

を選定する事とした．AWS については，従来のアマゾンの中心的な事業であった小売りから

飛躍したクラウドサービスのビジネス・エコシステムの事例を分析することで，非連続的な

ビジネス・エコシステムの変革プロセスについて明らかにする．また，マイクロソフトにつ

いては，エンタープライズ向けのクラウドサービスである Microsoft Azure の中でも，既存

の IT サービスとの関連性が深い領域である IoT を対象とし，ビジネス・エコシステムを活

用した IT サービス開発に加え，既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシ

ステムへどのように連続的な変革を実現したか明らかにする． 

 これらの点を踏まえ，第 4章ではそれぞれの事例研究について記載する． 
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第4章 対象事例 

 

 はじめに 

本章では，3.2節で記載した内容を踏まえ，Amazon(アマゾン)と Microsoft(マイクロソフ

ト)の事例について記述する．はじめに，アマゾンの事例としては，グローバル規模で 200

を超えるサービスを提供し，クラウドサービスという市場を新規に作り上げた Amazon Web 

Services において，どのように補完企業を巻き込みつつ非連続的なビジネス・エコシステ

ムの変革について，その過程に着目する．  

次に，マイクロソフトの事例としては，マイクロソフトが提供するクラウドサービスであ

る Microsoft Azure の中でも，既存のソフトウェアビジネスや組み込み・デバイス向けビジ

ネスとも関連のある Microsoft Azure IoT の事例を取り上げ，マイクロソフトが既存のビ

ジネス・エコシステムからどのように連続的な変革を実現したか，その過程に着目する． 

 

 アマゾンの事例 

 アマゾンは，1994 年に米国のシアトルでジェフ・ベゾスが起業し，1995 年 7 月にジェフ・

ベゾスの自宅ガレージでオンライン書籍としてスタートした3．その後，アマゾンは書籍販

売に限らず多様な商品をインターネット経由で取り扱い，リテールビジネスを成長させた．

また，O’Reilly and Tushman (2016=2019，表 2-1)が指摘したように，リテールビジネス

に直接的に関連するイノベーションだけでなく，クラウドサービスの Amazon Web 

Services(AWS)4や，スマートフォンといったデバイス関連への投資，利用者の生活を音声で

支援する Amazon Alexa5，近年は Project Kuiper6といった衛星を用いた世界規模でのネッ

トワークアクセスを支援するプロジェクトを立ち上げ，アマゾン自身で衛星の打ち上げま

で実現7している．このようなイノベーションを継続的に実現できるひとつの理由として，

Bryar and Bill(2021=2022)が指摘しているように，アマゾンが持つ企業文化を挙げること 

 
3 https://www.aboutamazon.jp/news/amazons-offices/amazon-recreated-the-garage-where-jeff-bezos-started-

the-company-in-1994-heres-what-it-looks-like (2024年 1月 28日アクセス) 

4 https://aws.amazon.com/jp/ (2024年 1月 28日アクセス) 

5 https://www.amazon.co.jp/me ら exa/ (2024年 1月 28日アクセス) 

6 https://www.aboutamazon.com/what-we-do/devices-services/project-kuiper (2024年 1月 28日アクセス) 

7 https://www.aboutamazon.com/news/innovation-at-amazon/amazon-project-kuiper-latest-updates (2024年 1月

28日アクセス) 
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図 4-1 Amazon の成長サイクル(Flywheel)8 

 

ができる．アマゾンには，リーダーシップ・プリンシプル9という，アマゾンの社員が大切

にしている 16の価値観が存在する．このリーダーシップ・プリンシプルは，アマゾン社員

の日々の行動指針になっており，ビジネス上の意思決定や，採用面談の基準などにも用いて

いる．また，リーダーシップ・プリンシプルの Customer Obsession の項目にも通じるが，

アマゾンではサービスを開発する前に，これから開発するサービスのプレスリリースと

FAQ(PR/FAQ)を事前に文章として作成し，その内容を基に本当にお客さまにとって価値が提

供できるサービスになり得るのかを議論する，Working Backwards という文化・プロセスも

存在する10．加えて，リーダーシップ・プリンシプルの Invent and Simplifyにも関連する

が，アマゾンは長期的な視点で投資を検討すること11や，低価格構造を実現し多くのお客さ

まにアマゾンを選択していただき，その結果多くの販売者もアマゾンを選択し，さらにお客

さまの体験を向上するといった成長のサイクルという考え方も持っている(図 4-1)．これ

らのアマゾンの特徴も踏まえた上で，以降の章では Amazon Web Services(AWS)が，利用者

へ価値を提供するためにどのように取り組み，結果としてビジネス・エコシステムを形成 

 
8 https://www.samseely.com/posts/the-amazon-flywheel-part-1 (2024年 1月 28日アクセス) 

9 https://www.aboutamazon.jp/about-us/leadership-principles (2024年 1月 28日アクセス) 

10 https://www.aboutamazon.com/news/workplace/an-insider-look-at-amazons-culture-and-processes (2024年 1月

28日アクセス) 

11 http://media.corporate-ir.net/media_files/irol/97/97664/reports/Shareholderletter97.pdf (2024年 1月 28

日アクセス) 
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するに至ったかについて記載する． 

 

 Amazon Web Services (AWS) 

 AWS は，アマゾンが提供するクラウドサービスの総称である．AWS は 2006 年12にオブジェ

クトストレージサービスである Simple Storage Service(S3)をリリースし，現在では 20013

を超えるサービスを提供している．また，AWS は，2024 年 1 月時点で 33 リージョン14に展

開しており，今後も増加予定となっている．IDCが報告した 2022 年時点の Infrastructure 

as a Service(IaaS)，Platform as a Service(PaaS)の領域におけるワールドワイドの市場

シェアは，AWS が 40.5%を占めている15．加えて，Statista の調査16によれば，2023 年第 2四

半期の世界規模のシェアで AWS は 32%，Canalys の調査17によれば，2023 年第 3四半期の世

界規模のシェアで AWS は 31%を占めている．このように，調査会社や時期によって変動もあ

るが，いずれの調査においても AWS は 2006 年のクラウドサービス提供から約 18 年近く，

自ら作り出したクラウドサービスという新しい市場において，リーダーとして存続してい

る．また，AWS のクラウドサービス事業の成功が，アマゾン全体の収益にも貢献している．

例えば，2022 年度の決算報告18では，アマゾン全体の営業利益が-27.22 億米国ドルの赤字

に対し，AWS の営業利益は 228.41 億米国ドルと，アマゾン全体の収益に貢献する事業とな

っている． 

 ただ，AWS は当初からクラウドサービス提供に明確なビジョンを見据えていた訳ではない．

Bryar and Bill(2021=2022)によると，2000 年初頭のアマゾンは，リテールビジネスを中心

とした事業構造で，アマゾン自身が IT関連のサービスを直接顧客へ提供する事は想定して

いなかった．当時，アマゾン・アソシエイトというアフィリエイト事業に取り組んでいた．

この事業では，第三者のアフィリエーターが自分のサイトで，アマゾンが販売している商品

にリンクを張る事ができるサービスを提供していた．このアフィリエイトの事業において，

単にアマゾンの商品情報をアフィリエーターに提供するだけでなく，XML(Extensible 

 
12 https://aws.amazon.com/jp/blogs/news/a-decade-of-innovation/ (2024年 1月 29日 アクセス) 

13 https://aws.amazon.com/jp/aws-ten-reasons/ (2024年 1月 29日 アクセス) 

14 https://aws.amazon.com/jp/about-aws/global-infrastructure/ (2024年 1月 29日 アクセス) 

15 https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS51009523 (2024年 1月 30日 アクセス) 

16 https://www.statista.com/chart/18819/worldwide-market-share-of-leading-cloud-infrastructure-service-

providers/ (2024年 1月 30日 アクセス) 

17 https://canalys.com/newsroom/global-cloud-services-q3-2023 (2024年 1月 30日 アクセス) 

18 https://ir.aboutamazon.com/news-release/news-release-details/2023/Amazon.com-Announces-Fourth-Quarter-

Results/default.aspx#:~:text=Net%20sales%20increased%209%25%20to%20%24514.0%20billion%20in%202022%2C%20com

pared,increased%2013%25%20compared%20with%202021 (2024年 1月 30日 アクセス) 
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Markup Language=拡張可能なマークアップ言語)を用いて商品情報をアフィリエーターに提

供し，その情報を受け取ったアフィリエーター自身のデザイン基準に合わせてウェブサイ

トに組み込むことができるようにした．また，アフィリエーターがいる組織のソフトウェア

開発者向けに，ユーザーマニュアルや技術仕様書，サンプルコードを「ソフトウェア開発者

キット」としてまとめた．このような取り組みをきっかけとして，アマゾンは小売りを中心

とした事業から，IT の機能を提供する事業にも取り組み，5 年近く経過した 2006 年に AWS

の提供を開始した． 

加えて，Humble ら(2015=2016)によると，アマゾンが運営していた Obidos という Web シ

ステムは，大きな一枚岩の「巨大な泥だんご」の状況に陥っており，2001 年にはデータベ

ースに起因した問題で Web システムをスケールすることが困難になっていた．この問題を

解決するため，当時の CEOであったジェフ・ベゾスは，他の業者でもアマゾンのシステムを

利用できるように刷新することで，この問題を解決しようとした．そのためには，各機能を

開発するチームは，サービスのインターフェイスを通じてデータと機能を公開し，チーム間

の通信もそれらのインターフェイス経由で実施するようにした．また，それらのインターフ

ェイスは最初から外部公開できるように設計し，その例外を認めなかった．その結果，アマ

ゾンはスケール可能なウェブシステムを手に入れただけでなく，それらの機能を開発する

技術者が直接顧客とも接し，自分自身でサービス開発から運用まで責任を持つようになっ

た．このような背景も AWS誕生に寄与している． 

AWS は 200 以上のクラウドサービスをただ提供するだけでなく，顧客へ多様な価値を提供

するため，2012 年に Amazon Partner Network (APN)というパートナー制度を開始19した．

APN開始当初は数百の補完企業で開始したが，2023年 10月時点で 200か国以上から 130,000

を超える補完企業が存在するようになり，そのうちの 70%が米国外に本社を置いている20．

また，日本に限っても 2021 年には 47都道府県すべてで AWS の補完企業がカバー21できるよ

うになり，顧客の AWS利用を支援できるようになっている．さらに，2024 年 1 月時点で，

日本企業の 14社が AWS プレミアティアサービスパートナーという最上位パートナーの認定

を受け，そのうち 8 社が AWS と戦略的協業契約を締結している．このように AWS の補完企

業が属するビジネス・エコシステムを拡張できた理由として，3 点挙げることができる．1

点目としては，2012 年の APN 立ち上げ時に，単純なコミュニティとせず，APNに属するパー

トナータイプを定義した(表 4-1)．具体的には，コンサルティングとテクノロジーという  

 
19 https://aws.amazon.com/jp/blogs/news/aws-partner-network-apn-10-years-and-going-strong/ (2024年 1月 30

日 アクセス) 

20 https://aws.amazon.com/jp/partners/ (2024年 1月 30日アクセス) 

21 https://aws.amazon.com/jp/about-aws/whats-new/2024/01/aws-commits-2trillion-yen-investment-into-japan-

ai-and-digital-transformation-from-2023-to-2027/ (2024年 1月 30日アクセス) 
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表 4-1 APNパブリックベータ時点でのパートナータイプと階層の概要 

AWS News Blog Announcing the AWS Partner Network22を基に作成 

 

パートナータイプに分類23し，各パートナータイプにセレクト，アドバンスト，プレミアと

いう 3つの階層(ティア)を設けた．この 3つの階層の定義は，APNの正式な立ち上げ以降継

続的に改善を続け，現在では各階層のベネフィット(図 4-2)と，要件(知識・経験・お客様

の成功の要件)を具体的に規定している．2013 年には，各補完企業が得意とする能力を定義

するコンピテンシー24という概念を生み出した．コンピテンシーを定義することによって，

顧客は自身の要件を満たすことが可能な能力を持っている補完企業を探すことが容易にな

った．さらに，2021 年には AWS とパートナーエンゲージメントを加速するため，従来のコ

ンサルティング・テクノロジーといった 2つのパートナータイプから，5つのパートナーパ

スへ変更することを発表25した．AWS のパートナーパスは，ソフトウェア，ハードウェア，

サービス，トレーニング，ディストリビューションと定義した(図 4-3)．パートナーパスに

変更したことで，AWS は補完企業が顧客に提供する価値に対して，きめ細かく支援・強化す

ることを目的としている．このように，パートナーネットワークを規定するだけでなく，顧

客や補完企業にとってより適した制度に継続的に改善している事が分かる． 

次に，AWS は補完企業を具体的に育成・支援する各種プログラムも継続的に提供している． 

 
22 https://aws.amazon.com/jp/blogs/aws/announcing-the-aws-partner-network/ (2024年 1月 30日アクセス) 

23 https://aws.amazon.com/jp/blogs/aws/announcing-the-aws-partner-network/ (2024年 1月 30日 アクセス) 

24 https://aws.amazon.com/jp/blogs/aws/amazon-partner-network-new-training-and-competencies/ (2024年 1月

30日アクセス) 

25 https://aws.amazon.com/jp/blogs/apn/aws-partner-paths-a-new-way-to-accelerate-engagement-with-aws/ (2024

年 1月 30日アクセス) 

パートナータイプ コンサルティングパートナー テクノロジーパートナー 

パートナー種別 システムインテグレーター，コンサルティン

グ，マネージドサービスプロバイダーなど 

ISV(Independent Software Vendor) ，

SaaS(Software as a Service)，ツール・プラ

ットフォーム提供者など 

プレミア AWSの補完企業である事を示すロゴの使用 

AWS パートナーディレクトリへの記載 

1,000米国ドル分の AWSサービスクレジット提供 

1,000米国ドル分のプレミアサポートクレジットの提供 

アドバンスト 

セレクト 具体的な記載なし 
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AWSサービスパートナーティア26の一部から転載 

図 4-2 階層ごとのベネフィットの例(市場投入・販売) 

 

 

AWS パートナーパス27より転載 

図 4-3 AWS のパートナーパスの内容 

 
26 https://aws.amazon.com/jp/partners/services-tiers/ (2024年 1月 30日アクセス) 

27 https://aws.amazon.com/jp/partners/paths/ (2024年 1月 30日アクセス) 
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例えば，2014 年には顧客が AWS への移行に適した補完企業を容易に探すことができるよう

に，AWS Managed Service Provider (MSP) Program28を提供した．MSPの指定を受けた補完

企業は，顧客に対して AWS への移行計画と設計，構築と移行，オペレーションとサポート，

オートメーションと最適化といった支援ができる一方，MSP の認定を受けるためには，AWS

への移行に関する学習・構築・認証といった条件をクリアし，ビジネスの健全性と技術的能

力が高い基準を満たしていることを示す必要がある29．また，同じ 2014 年に AWS SaaS 

Factoryプログラム30も立ち上げている．AWS SaaS Factoryプログラムは，AWS の補完企業

が SaaS(Software as a Service)ビジネスを AWS上で開始する際に必要となるホワイトペー

パー，導入事例，ベストプラクティスなどのビジネスコンテンツや技術コンテンツから成る

拡大し続けるライブラリの提供や，AWS の SaaS 専門家からの支援を受けることができるプ

ログラム31である．さらに，2016 年には補完企業が AWS を用いて開発したソリューションを

顧客が見つけられるように，AWS Partner Solutions Finder32の立ち上げ，2018 年に AWS 

Device Qualification プログラム33と AWS Well-Architected Partner Program34を，2019 年

にはスタートアップの補完企業を支援する AWS Global Startupプログラム35や，AWS サービ

スと連携する検証済みのパートナー製品を見つけることができる AWS サービスレディプロ

グラム36を，2020 年には AWS ISV Accelerate プログラム37を立ち上げた． 

このような施策を基に，AWS のビジネス・エコシステムにおいて，多くの補完企業がクラ

ウドサービスを中心とした事業を確立していった。例えば，Nasstar は APN 設立初期から

AWS のプレミアティアかつ MSP 認定を受けている補完企業であった38．当初はオンプレミス

を中心とした IT 構築が主たる事業であったが，サービスの完成度が高く信頼性も兼ね備え

ているハイパースケール型の AWS クラウドの可能性を信じ，社内に CCoE(Cloud Center of 

Excellence)の組織化，クラウドでのノウハウをドキュメント化するプロセスを確立してい

 
28 https://aws.amazon.com/jp/blogs/apn/new-apn-programs/ (2024年 1月 30日アクセス) 

29 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/msp/ (2024年 1月 30日アクセス) 

30 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/saas-factory/ (2024年 1月 30日アクセス) 

31 https://d1.awsstatic.com/AWS_SaaS%20Factory_Map.pdf (2024年 1月 30日アクセス) 

32 https://partners.amazonaws.com/ (2024年 1月 30日アクセス) 

33 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/dqp/ (2024年 1月 30日アクセス) 

34 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/well-architected/ (2024年 1月 30日アクセス) 

35 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/global-startup/ (2024年 1月 30日アクセス) 

36 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/service-ready/ (2024年 1月 30日アクセス) 

37 https://aws.amazon.com/jp/partners/programs/isv-accelerate/ (2024年 1月 30日アクセス) 

38 https://aws.amazon.com/jp/blogs/apn/10-years-of-success-aws-and-nasstar/ (2024年 1月 31日 アクセス) 



52 

 

った．また，MSPに参加することでオンプレミスからクラウドへの実績をさらに積み上げて

いった．このような AWS の支援メカニズムと 200 以上の AWS サービスを基に，Nasstar はこ

の 10 年近くの間にオンプレミスからクラウドへ事業転換を図ることができた．次に，ISV

パートナーの例として，Temenos を挙げることができる．Temenos は銀行向け ISVで，上位

50 行のうち 40 行にサービスを提供すると同時に年間収益の 20%を研究開発にも投資する

AWS の補完企業である39．Temenos は 2019 年に Temenos high-water benchmark40という金融

機関向けのベンチマークサービスを AWS で提供していたが，世界最大級の銀行向けオンラ

インバンキングをシミュレートできるようにするため，ベンチマークスループットを 1 秒

あたり 50,000 件から 100,000 件のビジネストランザクションと 2倍に引き上げる目標を設

定した．しかし，この目標を達成するためには，自社のみの技術だけでは困難であった．そ

こで，AWS の補完企業である Yugabyte とも協力し，Yugabyte が提供しているオープンソー

スのデータベースサービスである YugabyteDBを用いて，この課題に取り組んだ．また，AWS

も Temenos と Yugabyte と協力し，AWS上での全体的なアーキテクチャ検討や可用性の確保

といった支援も行った．AWS や Yugabyte との協業もあり，Temenos は目標としていた 1 秒

当たり 100,000 件のビジネストランザクションが実現できただけでなく，当初想定してい

たコストが取引あたり 4 分の 1 に抑えることができるようになった．また，日本における

補完企業成長の例として，サイバーセキュリティクラウド41を挙げることができる．サイバ

ーセキュリティクラウドは，クラウド型 WAF(Web Application Firewall)「攻撃遮断くん」

を 2013 年に提供し，2017 年には AWS WAFのルール自動運用サービスである「WafCharm AWS

版」を提供している補完企業である42．WAF とは，外部からのサイバー攻撃を遮断し，個人

情報漏えい，Web サイト改ざん，サービス停止などから Web サイトを守るクラウド型 Web セ

キュリティサービス43で，AWS自身も AWS WAFを提供している．しかし，AWS と競合するこ

となくサイバーセキュリティクラウドは AWS WAF とも補完する形で自分たちのサービス提

供をするだけでなく，AWS WAF向けにどのようにアプリケーションの脆弱性やその他望まし

くないトラフィックから保護するかを規定するマネージドルール44も提供している．AWS WAF

向けのマネージドルールを提供している補完企業は全世界で 7 社のみ，日本ではサイバー

 
39 https://aws.amazon.com/jp/blogs/apn/how-yugabyte-scaled-banking-as-a-service-for-the-temenos-high-water-

benchmark/ (2024年 1月 31日 アクセス) 

40 https://www.temenos.com/news/2019/11/21/temenos-benchmarks-cloud-native-digital-banking-software-on-aws/ 

(2024年 1月 31日 アクセス) 

41 https://partners.amazonaws.com/partners/001E000001eNGcNIAW/ (2024年 1月 31日アクセス) 

42 https://www.cscloud.co.jp/about/history/ (2024年 1月 31日アクセス) 

43 https://www.shadan-kun.com/ (2024年 1月 31日アクセス) 

44 https://docs.aws.amazon.com/ja_jp/waf/latest/developerguide/aws-managed-rule-groups.html (2024年 1月 31

日アクセス) 
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セキュリティクラウド 1社だけ45である．このように，AWS のセキュリティ関連の事業を中

心としているが，2019 年 12 月時点の通期営業利益は 143百万円だったが，2022 年 12 月時

点での通期営業利益は 385百万円と着実に成長している46． 

このように，AWS が APNというビジネス・エコシステムの制度化や支援プログラムを拡充

したことで，(1) 既存のオンプレミスからクラウドへ事業転換する補完企業(Nasstar)，(2) 

AWS や他の補完企業とも協業し新しい価値を創造する補完企業(Temenos，Yugabyte)，(3) 

AWS というビジネス・エコシステムを基に新しく成長した補完企業(サイバーセキュリティ

クラウド)が，AWS のビジネス・エコシステムを基に誕生したことが分かる． 

 

 Microsoft の事例 

マイクロソフトは，1970 年代の創業当初からプログラミング言語，コンピュータを制御

する Windows のようなオペレーティング・システム，生産性支援ソフトウェアの提供といっ

たソフトウェアを中心とした事業を展開している．例えば，Statcounter で確認できる最も

古い 2009 年のデスクトップ向け OS の領域のデータ47によると，Windows は 90%以上のシェ

アを占めている．また同時期にマイクロソフトが発表した 2009 年度決算報告48でも，事業

ポートフォリオの中心は Windows であることが確認できる．しかし現在では，従来のソフト

ウェア事業からクラウドサービス事業への転換に成功を収めている．マイクロソフトの

2023 年度決算報告49によると，全体の売上 2,119億米国ドルのうち，Intelligent Cloudの

事業領域における売上は約 879億米国ドルとなり，全体の 41%近くをクラウド関連の事業が

占めている．他方，Windows を含む More Personal Computingの事業領域の売上は，547億

米国ドルで全体売上の約 26%に止まる．特に，More Personal Computingは Windows以外に

も Surface といったデバイス販売や，Xbox のようなゲーム事業も含むため，現在のマイク

ロソフトにおける Windows の貢献度は決算情報よりも更に少ないと考えることができる．

これらのことから，マイクロソフトは過去 15 年近くのうちに，Windows の収益に頼ってい 

 
45 https://www.cscloud.co.jp/ (2024年 1月 31日アクセス) 

46 https://www.cscloud.co.jp/ir/highlight/ (2024年 1月 31日アクセス) 

47 https://gs.statcounter.com/os-market-share/desktop/worldwide/2009 (2024年 1月 21日アクセス) 

48 Microsoft Annual Report 2009, https://www.microsoft.com/investor/reports/ar09/10k_fr_dis.html (2024年 1

月 21日アクセス) 

49 Microsoft Annual Report 2023, https://www.microsoft.com/investor/reports/ar23/index.html (2024年 1月 21

日アクセス) 
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Microsoft Learn の「Azure IoT とは」50より転載 

図 4-4一般的な IoTソリューションのコンポーネント概要 

 

た事業ポートフォリオから，クラウドサービスを軸とした事業への変革に成功していると

言える．また，Iansiti and Levien(2004=2007:図 3-1)によれば，クラウド事業に参入する

以前のマイクロソフトのビジネス・エコシステムには，32のセクターに補完企業が存在し，

補完企業も 38,338社が存在していたことが分かる．このことから，マイクロソフトが事業

変革を図る過程で，マイクロソフトが形成するビジネス・エコシステムも，PC 向けのソフ

トウェアビジネスからクラウドサービスへの変革が必要であったと推測できる．現在マイ

クロソフトはクラウド事業の中心的なサービスとして，Microsoft Azure をグローバル規模

で展開を進めているが，Microsoft Azure の中でも Internet of Things(IoT)に関するサー

ビスは，Windows をはじめとした既存事業ポートフォリオを活用したサービス群を提供して

いる事が特徴的である．そこで本節では，Microsoft Azure IoT を対象とし，既存の大規模

なビジネス・エコシステムをどのように転換したかを明らかにする． 

 

 Microsoft Azure IoT の概要 

Microsoft Azure51は，マイクロソフトが提供するエンタープライズ向けクラウドサービ

 
50 https://learn.microsoft.com/ja-jp/training/modules/introduction-to-azure-iot/2-what-is-azure-iot, (2024

年 1月 22日アクセス) 

51 https://azure.microsoft.com/ja-jp/ (2024年 1月 21日アクセス) 
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スで，マイクロソフトによれば AI + 機械学習，コンピューティング，コンテナー，ハイブ

リッド+マルチクラウドといった領域において，200 以上のサービス52を提供している．これ

らのサービスの中でも，IoT に特化したサービスを Microsoft Azure IoT53として提供して

いる．Microsoft Azure IoT は，図 4-4に示す一般的な IoT コンポーネントにおいて，包括

的な製品・ソリューションを提供している． 

 実際の IoT ソリューションを実現するためには，(1) 現場のデータ収集に使用するセン

サーやデバイス向けチップ・管理系ソフトウェア，(2) センサーやデバイスとクラウドを接

続するゲートウェイ，(3) 収集したデータを Microsoft Azure でデータ保存・解析や可視

化の機能，(4) IoT デバイスの管理・セキュリティが必要になるが，マイクロソフトは，IoT

のデバイスからクラウドサービスまで網羅的に提供している(表 4-2)．これらの取り組み

から，Gartner は 2022 年の Global IIoT (Industrial IoT Platforms)のビジネス領域にお 

 

表 4-2 Microsoft Azure IoT の主なサービス一覧 

# 分類 サービス名称 利用用途 

1 エッジ領域 Azure IoT Edge クラウド インテリジェンスをエッジ デバイス
に拡張 

2 Azure SQL Edge Azure Platform 上でプライベートにサービス
を利用 

3 Azure RTOS 組み込み IoT の開発と接続を簡素化 

4 Azure Sphere 安全性に優れた MCU(Micro Controller Unit)
搭載デバイスを構築して接続 

5 Windows for IoT 埋め込みシステムで使用するために設計された
マイクロソフトのオペレーティングシステムフ
ァミリ(旧称 Windows Embedded)54 

6 ゲートウェイ Azure IoT Hub 何十億もの IoT 資産を接続して、監視、制御 

7 クラウド領域 Azure IoT 
Central 

IoT ソリューションの作成を加速 

8 Azure Digital 
Twins 

物理的なスペースまたは資産のデジタル モデ
ルを構築 

 
52 https://azure.microsoft.com/ja-jp/#products-and-services (2024年 1月 21日アクセス) 

53 https://azure.microsoft.com/ja-jp/solutions/iot (2024年 1月 21日アクセス) 
54 https://learn.microsoft.com/ja-jp/windows/iot/ (2024年 1月 22日アクセス) 
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# 分類 サービス名称 利用用途 

9 Azure Time 
Series Insights 

時系列 IoT データをリアルタイムで探し、分
析情報を取得 

10 管理・ 

セキュリティ 

IoT Hub Device 
Provisioning 
Service 

膨大な数のデバイスを、安全かつスケーラブル
な方法でプロビジョニング55 

11 IoT プラグアン
ドプレイ 

手動構成なしで独自ソリューションと IoT デバ
イスを統合56 

12 Microsoft 
Defender for 
IoT 

IoT/OT 環境に対する包括的な脅威検出機能を
提供57 

Microsoft Azure モノのインターネット(IoT)58を基に筆者が作成 

 

いて，Siemens，日立，ABB といった製造業を中心とした企業をリーダーとして評価してい

ない反面，マイクロソフトをリーダーの位置付けと評価している59．このような評価を得る

ひとつの理由として，マイクロソフトは 2018 年から 4 年間かけて 50 億米国ドルを IoT 領

域に投資している60．また，この投資に合わせ，Steelcase，Kohler，Chevron，United 

Technologies，Johnson Controls といった企業がマイクロソフトの IoT プラットフォーム

向けに新しい製品・サービスを発表している．他方，Microsoft Azure IoT のポートフォリ

オをすべて新規開発した訳ではなく，従来からあるマイクロソフトの事業を基にサービス

を開発し，並行して既存の補完企業を Microsoft Azure IoT のビジネス・エコシステムへの

移行にも取り組んでいた．以降の節では，既存のマイクロソフトの事業と Microsoft Azure 

IoT との関連性と，既存の補完企業がどのように Microsoft Azure IoT のビジネス・エコシ

ステムへ移行したか，その過程について述べる． 

 

 
55 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/iot-dps/about-iot-dps (2024年 1月 22日アクセス) 

56 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/iot-develop/overview-iot-plug-and-play (2024年 1月 22日アクセ

ス) 

57 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/defender-for-iot/ (2024年 1月 22日アクセス) 

58 https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/category/iot (2024年 1月 22日アクセス) 
59 https://azure.microsoft.com/ja-jp/blog/microsoft-named-a-leader-in-the-2022-gartner-magic-quadrant-for-

industrial-iot-platforms/ (2024年 1月 22日アクセス) 

60 https://azure.microsoft.com/en-us/blog/microsoft-will-invest-5-billion-in-iot-here-s-why/ (2024年 1月 22

日アクセス) 
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 Microsoft による IoT のサービス化 

 マイクロソフトは，AWS によるクラウドサービスの登場に対応するため，Microsoft Azure

の前身である Windows Azure を 2008 年に提供開始した61．マイクロソフトが Windows Azure

の経験を基に IoT 事業に着手するひとつのきっかけとして，London Undergroundに Windows 

Azure を提供したことがある62．London Undergroundは，地下鉄内のセキュリティカメラシ

ステム，エスカレータ，音響機器，空調設備，トンネル等から収集するデータをどのように

扱えば良いか，London Underground自身も整理できず，監視や運用プロセスは手動による

ケースが多い状況だった．London Undergroundから相談を受けたマイクロソフトは，当時

の Windows Azure のテクノロジーを活用しつつ，それらのデータを基にした地下鉄駅構内

の監視・運用の自動化するシステムを提供した．また，マイクロソフト単独で提供するので

はなく，telnet社や CGI 社という補完企業とも協業し，London Undergroundの課題に対応

するソリューションを開発した．IoT に関する市場ニーズについて，このように実際の案件

も通してマイクロソフト自身も理解し，補完企業とも連携しつつ Microsoft Azure におい

て IoT関連のサービス提供に乗り出した63． 

 このような状況において，マイクロソフトは，すべて自前で開発するのではなく，補完企

業やコミュニティといったステークホルダーと連携し，サービスを開発している(図 4-5)．  

 

 

図 4-5 IoT サービス開発時のステークホルダー間の関係 

 
61 https://news.microsoft.com/about/ (2024年 1月 23 日アクセス) 

62 https://www.fastcompany.com/3030367/the-london-underground-has-its-own-internet-of-things (2024年 1月 

23 日アクセス) 

63 https://news.microsoft.com/europe/videos/watch-how-the-internet-of-things-is-transforming-the-london-

underground/ (2024年 1月 23 日アクセス) 
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はじめに，先進的な利用者が抱えている課題の相談を受け(図 4-5 ①)，マイクロソフトは

自身が提供している技術・製品・サービス・人材などでソリューションを基にその課題の解

決を図ろうとする(図 4-5 ②)．その際，マイクロソフト単独での解決が容易でない場合は，

補完的な関係を築くことが可能な補完企業と一緒にその解決に取り組み，依頼を受けた先

進的な利用者に対してエンジニアリングコード(アルファ版)を提供する(図 4-5 ③)．その

後，開発したエンジニアリングコードを採用する可能性がある他の先進的な利用者を複数

見つけ，リミテッドプレビューとして提供する．この過程で先進的な利用者からの要望を開

発中のサービスに取り込み，マイクロソフトだけでサービスのブラッシュアップが困難な

場合は，例えば OSS (Open Source Software)のコミュニティや(図 4-5 ④)，限定公開して

いるリミテッドプレビューに対して先進的な利用者の要件を取り込むと共に，先進的な利

用者と PoC (Proof of Concept)を通したバグ出しを実施し，サービス品質を向上する(図 

4-5 ⑤)．その後パブリックプレビューで一部の一般的な利用者に公開し，正式にサービス

を提供する(図 4-5 ⑥)．なお，正式サービスリリース後に個別要件がある利用者や構築支

援が必要な利用者については，マイクロソフトが直接利用者にサービスを届けるのではな

く，システムインテグレーションや ISV (Independent Software Vendor)といった他の補完

企業も通して，サービスを提供することもある(図 4-5 ⑦・⑧)． 

 

 Microsoft Azure IoT と既存事業との関連性 

 4.3.2節に記載したとおり，マイクロソフトは新しいサービス開発の際に，顧客要望を踏

まえて補完企業やコミュニティとも連携する．他方，マイクロソフトは新しいコアバリュー

を開発する時に研究開発投資を行い新たな技術を開発するだけでなく，過去のコアバリュ

ーを活用している．Microsoft Azure IoT においても，IoT デバイスのセキュリティを確保

する Azure Sphere と，手動構成なしでソリューションとデバイスを統合する IoT プラグア

ンドプレイといった機能は，過去にマイクロソフトが構築したビジネス・エコシステムで提

供していたコアバリューを活用している．本節では，マイクロソフトが既存事業のコアバリ

ューを Microsoft Azure IoT のコアバリューとしてどのように移転したかについて述べる． 

 Azure Sphere64とは，MCU(Micro Controller Unit)，OS(Operating System)，セキュリテ

ィサービスといった 3 つの機能で IoT デバイスを脅威から保護するサービスである．マイ

クロソフトは IoT に対する市場ニーズの高まりを理解すると共に，IoT デバイスに対する攻

撃・サイバーテロといった懸念の高まりも理解していた．例えば，2016 年には Mirai ボッ

トネットによって 100,000 台近くの IoT デバイスが影響を受け，米国東海岸のインターネ

 
64 https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/azure-sphere (2024年 1月 24日アクセス) 
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ット接続環境を事実上 1日停止する事態となった．この状況に対応するため，マイクロソフ

トリサーチは 2015 年頃からこの領域に対する研究開発を行い65，その成果物として Azure 

Sphere を 2020 年に一般提供した66．Azure Sphere が提供する MCUの特徴として，マイクロ

ソフトが独自に設計した Pluton セキュリティサブシステムがある(Stiles 2019)．このサ

ブシステムには，セキュリティ プロセッサ コア，暗号化エンジン，ハードウェア乱数ジェ

ネレーター，公開/秘密キー生成，非対称および対称暗号化，セキュリティで保護されたブ

ートの楕円曲線デジタル署名アルゴリズム (ECDSA) 検証のサポート，クラウド サービス

によるリモート構成証明をサポートするシリコンでの測定ブート，エントロピ検出ユニッ

トを含むさまざまな改ざん対策が含まれている67．しかし，Azure Sphere の MCUは，すべて

が新規研究開発の成果ではなく，マイクロソフトが提供するゲームコンソールである Xbox

のセキュリティ施策の成果も活用している．Hunt ら(2017)によると，マイクロソフトは，

Azure Sphere の研究開発を進める中で，セキュリティを確保する 7つの特性を定義した．

特に，どのようにデジタル・物理的なセキュリティを確保するかという観点は，マイクロソ

フトがそれまで 15 年かけて Xboxを提供してきた経験と学びが基になっている．他方，Azure 

Sphere の OS については，2010 年代の IoT デバイスのチップ性能の制限を考慮した結果，

マイクロソフトの Windows ではなく，より少ないコンピュートリソースでも稼働可能な

Linuxを選択している．理由としては，Linuxを選択した方が多くの IoT デバイスでも稼働

可能で市場に受け入れやすくなる点に加え，Windows を基に長期的な研究開発を行うより，

Linuxを活用し市場投入を急ぐ狙いもあったためである． 

なお，このようにマイクロソフトが開発した Azure Sphere だが，製造についてはハード

ゥエアベンダーを中心としたビジネス・エコシステムに委ね，マイクロソフトはそれらのチ

ップを認定する立場を取っている．例えば，Azure Sphere の開発キットは MediaTekが製造

68しているが，MediaTekは以前からマイクロソフトとモバイル領域でもパートナー関係にあ

った69．また，Avnet も Azure Sphere のスターターキットを提供70している補完企業だが，

 
65 https://azure.microsoft.com/en-us/blog/introducing-microsoft-azure-sphere-secure-and-power-the-

intelligent-edge/ (2024年 1月 24日アクセス) 

66 https://www.microsoft.com/en-us/security/blog/2020/02/24/azure-sphere-microsoft-answer-iot-threats-

reaches-general-availability/ (2024年 1月 24日アクセス) 

67 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure-sphere/product-overview/what-is-azure-sphere?view=azure-sphere-

legacy (2024年 1月 24日アクセス) 

68 https://www.mediatek.com/products/iot-genio/mt3620 (2024年 1月 25日アクセス) 

69 https://corp.mediatek.com/news-events/press-releases/microsoft-and-mediatek-partner-to-drive-growth-of-

affordable-multimedia-rich-smartphones (2024年 1月 25日アクセス) 

70 https://www.avnet.com/wps/portal/us/products/avnet-boards/avnet-board-families/ms-azure-sphere/ (2024年

1月 25日アクセス) 
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Windows Embeddedを中心とした補完企業でもある71．さらに，Advantechは，Azure Sphere

を登載した Wi-Fiモジュールを提供72しているが，2002 年に Windows Embeddedパートナー

のゴールドレベル選定を受けている73ほど関係性が深い．このように，マイクロソフトは

Azure Sphere を提供する際に，Xboxの既存バリューを活用しつつ，Windows Embeddedで構

築したビジネス・エコシステムの補完企業と連携し，Azure Sphere を登載した IoT デバイ

スの提供を加速している． 

次に，IoT プラグアンドプレイ74と既存事業との関係性について説明する．IoT の領域に

おいて，マイクロソフトがセキュリティ以外に課題と認識していた点として，IoTソリュー

ション構築が容易でない点がある．IoTソリューションを構築する場合，多様な IoT デバイ

スの選定から，選定した IoT デバイスごとに設定値やソースコードを設計し，IoT デバイス

とクラウドとの接続をエンジニアが顧客ごとに個別開発する必要がある．この状況はマイ

クロソフトにとって初めての経験ではなく，マイクロソフトがパーソナルコンピュータ

(PC)向けに Windows を提供していた際にも直面した課題であった．PC においても多様な周

辺機器を接続するニーズを満たす必要があったが，Windows 95 以前の PC環境においては，

各周辺機器の設定を利用者自身が PCで行う必要があった．この課題に対応するため，マイ

クロソフトの OS である Windows 95 から，プラグアンドプレイの機能を提供した．プラグ

アンドプレイは，事前に OS側で周辺機器の設定情報を準備もしくは取得し，利用者が PCに

周辺機器を接続した際に，周辺機器の自動認識と，周辺機器と Windows間の制御方式を標準

化した．そのため，プラグアンドプレイの機能によって，利用者は自ら周辺機器の設定を行

う必要がなくなった．この概念を踏襲し，マイクロソフトは IoT の複雑な設定の簡素化とク

ラウドへの接続性向上を図ることとした75． 

IoT デバイスとクラウド間の設定や制御方式の標準化を図るため，Digital Twins 

Definition Language(DTDL)という定義用の言語を開発した．DTDLは，デジタルツインを実

現する際にデバイス間の関係性を定義する言語である．マイクロソフトは，DTDL を

Microsoft Azure のビジネス・エコシステム全体で活用できるように，DTDLのバージョン 2

から IoT プラグアンドプレイにも適用を拡張した76．また，DTDLはオープンソースとして開

 
71 https://embedded.avnet.com/microsoft/ (2024年 1月 25日アクセス) 

72 https://www.advantech.com/ja-jp/resources/news/advantech-launches-dual-band-industrial-wifi-io-module-

with-microsoft-azure-sphere (2024年 1月 25日アクセス) 

73 https://www.advantech.com/en/about/historyandmilestones (2024年 1月 25日アクセス) 

74 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/iot-develop/overview-iot-plug-and-play (2024年 1月 25日アクセ

ス) 

75 https://learn.microsoft.com/en-us/shows/internet-of-things-show/introduction-to-iot-plug-and-play (2024

年 1月 25日アクセス) 

76 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/digital-twins/overview (2024年 1月 27日アクセス) 
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発し，マイクロソフトの一部の技術者だけでなく，IoT に関わるコミュニティであれば DTSL

の開発状況を確認できるようにした．この DTDLを用いて，IoT デバイスの開発者は，(1)IoT

デバイスのモデルを定義し，(2)IoT デバイスのソフトウェアまたはファームウェアのテレ

メトリ，プロパティ，コマンドが IoT プラグアンドプレイ規則77に準じるよう実装し，(3) 

IoT デバイスがクラウド接続時に IoT デバイスのモデル IDがクラウド側で通知を受けるこ

とを確認する．他方，クラウド側のソリューション開発者は，IoT デバイスとクラウドを接

続する IoT Hub もしくは IoT Centralを接続するだけで，IoT デバイスの状態監視，ルール

作成，データ管理が可能となる78．そのため，クラウド側のソリューション開発者は，IoT デ

バイス個々の設定を行う必要はない．また，マイクロソフトは IoT プラグアンドプレイに対

応した IoT デバイスを増やす取り組みとして，IoT プラグアンドプレイデバイス認定プログ

ラム79と，Certified for Azure IoT デバイスカタログ80を提供している．IoT プラグアンド

プレイデバイス認定プログラムでは，認定を受けた IoT デバイスが DTDLに準拠し，IoT Hub

や Azure IoT Centralといった Microsoft Azure IoT のサービスと接続性を保証するプロ

グラムである． 

 また，Certified for Azure IoT デバイスカタログ(図 4-6)は，IoT プラグアンドプレイ

デバイス認定プログラムで員体を受けた IoT デバイスをマイクロソフトが利用者へ紹介し，

マイクロソフトにとっては補完企業の位置付けにある IoT デバイス製造企業のサイトを紹

介することで，利用者はマイクロソフトが認定した IoT デバイスの購入手続きに進むこと

ができる．なお，マイクロソフトは当初の目的を達成したとして，IoT プラグアンドプレイ

デバイス認定プログラムの認定を 2024 年 2 月 23 日に打ち切ると発表81している． 

マイクロソフトは，IoT プラグアンドプレイを踏まえたデバイスパートナーの拡大を図る

だけでなく，既存の補完企業からも IoT プラグアンドプレイのビジネス・エコシステム形成

を働きかけている．例えば，Seeed82や Atmark Techno83は，Azure Sphere のデバイスパート

ナーでもあるが，IoT プラグアンドプレイに対応した IoT デバイスも提供している84．  

 
77 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/iot-develop/concepts-convention (2024年 1月 27日アクセス) 

78 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/iot-develop/overview-iot-plug-and-play#use-iot-plug-and-play-

devices (2024年 1月 27日アクセス) 

79 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/certification/program-requirements-pnp (2024年 1月 27日アクセ

ス) 

80 https://devicecatalog.azure.com/devices (2024年 1月 27日アクセス) 

81 https://learn.microsoft.com/ja-jp/azure/certification/overview (2024年 1月 27日アクセス) 

82 https://wiki.seeedstudio.com/Azure_Sphere_MT3620_Development_Kit/ (2024年 1月 27日アクセス) 

83 https://www.atmark-techno.com/news/notices/202102_ase4ct (2024年 1月 27日アクセス) 

84 https://azure.microsoft.com/ja-jp/blog/intelligent-edge-innovation-across-data-iot-and-mixed-reality/ 

(2024年 1月 27日アクセス) 
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IoT Certified for Azure IoT デバイスカタログのサイト 80より転載 

図 4-6 IoT Certified for Azure IoT デバイスカタログ 

 

 加えて，STMicroelectronics は，マイクロソフトが提供するリアルタイム OS である Azure 

RTOS のハードウェアパートナー85であるが，マイクロソフトが IoT プラグアンドプレイを発

表した際に，IoT プラグアンドプレイに準拠した IoT デバイスを提供した補完企業である．

さらに，マイクロソフトと 25 年以上組み込み向けビジネスで補完企業として協業していた

東京エレクトロンデバイスも IoT プラグアンドプレイに準拠した IoT デバイスのソリュー

ション提供を発表している． 

また，Azure Sphere や IoT プラグアンドプレイ以外でも，マイクロソフトは既存のビジ

ネス・エコシステムのバリューを新規ビジネス・エコシステムのコアバリューに転換してい

る(表 4-3)．例えば，Microsoft Azure IoT の IoT デバイスで利用可能な Windows for IoT86 

 
85 https://azure.microsoft.com/en-us/products/rtos/#partners (2024年 1月 27日アクセス) 

86 https://learn.microsoft.com/ja-jp/windows/iot/product-family/windows-iot (2024年 1月 27日アクセス) 
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表 4-3 コアバリューの移転例 

新規ビジネス・ 

エコシステム 

# 新規ビジネス・ 

エコシステムのコアバリュー 

既存のビジネス・ 

エコシステムのバリュー 

Microsoft Azure IoT 1 Azure Sphere Xbox のセキュリティ技術 

2 IoT プラグアンドプレイ プラグアンドプレイ(PC) 

3 Windows for IoT Windows Embedded 

4 Azure SQL Edge SQL Server 

(データベースソフトウェア) 

 

は，過去の Windows Embeddedを活用している．また，エッジ領域においてデータベースの

ワークロードを実行するために，Azure SQL Edge87を提供しているが，マイクロソフトが従

来からエンタープライズ向けに提供していた SQL Server を基にしている．これらの事から，

マイクロソフトは新規ビジネス・エコシステムのコアバリューを提供する際，すべてを新規

開発するのではなく，既存のビジネス・エコシステムのバリューを発展しつつ移転し，既存

の補完企業や利用者についても新規ビジネス・エコシステムへ移転できるように努めてい

ると言える． 

 

 まとめ 

 本章では，多様なクラウドサービスをグローバル規模で提供し，ビジネス・エコシステム

を形成しているアマゾンとマイクロソフトの事例を示した．具体的には，アマゾンの事例に

ついては AWS を取り上げ，マイクロソフトの事例としては，Microsoft Azure IoT を取り上

げた． 

 アマゾンの事例では，冒頭にアマゾンがクラウドサービスビジネスを作り出した背景に

ついて述べた．特にアマゾンのリーダーシップ・プリンシプル，PR/FAQ，Working Backwards

や，顧客の要望に注視していく中で，2006 年に誕生した AWS が誕生する企業文化について

触れた．AWS では，既存事業から IT を中心としたサービス提供に着手し，その過程でクラ

ウドサービスに着想した経緯を示した．さらに，顧客起点でサービス数を 200 以上に増やす

ばかりではなく，2012 年の段階で AWS の補完企業育成に向けた取り組みに着手した．具体

的には，APNというパートナー制度を定義し，その定義に沿って AWS から補完企業へ各種支

 
87 https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/azure-sql/edge (2024年 1月 27日アクセス) 
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援を提供するだけでなく，補完企業自身にも AWS の知識習得や AWS を活用した価値創造を

訴求していった．特に，補完企業を業種・コンピテンシーといった分類ごとに支援するプロ

グラム開発や，補完企業同士の連携を基にした新たな価値創造にも取り組んでいることが

確認できた．また，AWS が補完企業と連携する狙いとして，ビジネス・エコシステムの拡張

が目的ではなく，これらの施策が顧客の多様なニーズに応えるひとつのチャネルであると

いうところである．例えば，Nasstar では顧客の AWS移行を支援するシステムインテグレー

ションを顧客に提供し，Temenos と Yugabyte は Temenos のソリューションを開発するため

の目標を達成するために，AWS も交えてシステム構築に協業した．また，サイバーセキュリ

ティクラウドは，AWS も提供する WAF の領域で独自の価値が提供可能なサービス群を提供

し，AWS はサイバーセキュリティクラウドを競合ではなく協業相手として関係を深化してい

る． 

 次に，マイクロソフトの事例では，Microsoft Azure IoT における，Azure Sphere と IoT 

Plug and Playの取り組みについて述べた．クラウドサービスの領域において AWS の後発で

あったマイクロソフトだが，顧客へのサービス提供を踏まえて IoT の重要性を認識し，2010

年代後半における IoT の課題であったセキュリティ確保と構築容易性の実現に，自社が持

つ既存のコア技術を活用した．例えば，Azure Sphere を実現するためには Xboxで培ったセ

キュリティ技術を活用し，IoT Plug and Playでは，PCで Plug and Playを導入した経験

を踏まえたフレームワークを用いて，市場のニーズに迅速に応える形で実現した．また，単

純に既存のコア技術から新しいコア技術を生み出しただけでなく，既存の組み込み向け補

完企業も新しいコア技術を活用するように促し，結果的に既存の補完企業も Microsoft 

Azure IoT という新しいビジネス・エコシステムへ移行していった． 

 これらの事例を踏まえ，次章以降では事例を整理し，リサーチクエスチョンへの回答を導

き出す． 
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第5章 ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス価

値共創プロセス 

 

 はじめに 

 本章では，第 4章に示したアマゾンとマイクロソフトが形成する各ビジネス・エコシステ

ムの事例を踏まえ，IT サービスの価値を複数の組織間で共創する際にビジネス・エコシス

テムの概念をどのように活用できるのかという観点で，新たな開発プロセスの提案を試み

る．第 8章において提示する，多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネス・エコシ

ステム活用モデルの中でも，ビジネス・エコシステムの形成段階に着目したプロセスを，本

章では整理する．具体的には，5.2節でアマゾンにおける AWS のビジネス・エコシステムと，

マイクロソフトの Microsoft Azure IoT が形成するビジネス・エコシステムの中でも Azure 

Sphere と IoT Plug and Playに着目し，それらのビジネス・エコシステムにおいて，キー

ストーン企業と補完企業がどのように IT サービスの価値を創出しつつ，ビジネス・エコシ

ステムの形成を図ったのか，事例を分析する．次に，5.3節では，5.2節で整理した事例を

踏まえ，ビジネス・エコシステムを活用した IT サービスの価値を共創するプロセスを提唱

する．最後に，5.4節では本章のまとめを記述する． 

 

 IT サービス開発に着目したビジネス・エコシステム事例分析 

第 4章に示した各事例の概要について，表 5-1にまとめる．はじめに，アマゾンの事例

では，AWS(表 5-1 #1)に関する事例を取り上げた．AWS の成り立ちとしては，既存のリテー

ルビジネスを起点として，アフィリエイトビジネスに参画することで IT サービス提供の価

値を理解しつつ，そこに IT 開発者という顧客の存在をアマゾンは認識することができた．

また，アマゾン自身の課題でもあった複雑で大規模なウェブシステムを刷新する際に，各機

能をサービスとして考え，サービス間にインターフェースを設けることで，アマゾンのウェ

ブシステム複雑性排除と共に，他の事業者へアマゾンが開発中の IT サービスが提供可能な

状態に変更した．これらの事がきっかけとなり，アマゾンは他の ITベンダーに先駆けて AWS

というクラウドサービスという概念を確立し，新たな市場を開拓することができた．また，

AWS というクラウドサービス提供後も AWS 単独で価値を創造するのではなく，クラウドサー

ビスに精通した補完企業の育成や，補完企業間での価値共創を促すための制度設計や，AWS

のサービスと類似のサービスを提供する補完企業に対しても多様な価値の創出を促すなど

の取り組みを行っている．これらのことから，アマゾンはリテールビジネスにおける顧客ニ 
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表 5-1 IT サービス開発に着目したビジネス・エコシステム活用一覧 

事例 # ビジネス・ 

エコシステム 

説明 

アマゾン 1 AWS 1. アフィリエイトサービスを起点とした新規顧客の存
在を認識 

2. アマゾンのウェブシステム刷新に合わせ，他の業者に
も提供可能なインターフェースを準備 

3. IT リソースをサービスとして顧客に提供 

4. 補完企業の協業を促進するため，パートナーネットワ
ークの制度を準備 

5. 補完企業の育成だけでなく，補完企業間での協業も推
進 

6. 補完企業が開発した価値を基に自社サービスを補完 

マイクロソフト 2 Microsoft Azure 
IoT 

1. ロンドン地下鉄での課題を通じてIoTの重要性を認識 

2. 顧客の要望だけでなく，IoT セキュリティや構築容易
性といった市場トレンドも踏まえて新規 IT サービス
開発を検討 

3. IoT 関連のサービス検討段階から補完企業とも協業着
手し試作サービスを顧客に試験的に提供 

4. IoT デバイスに特化したサービスを開発する際には，
システムインテグレーションの補完企業だけでなく，
Windows Embedded の事業で協業していたデバイス補
完企業とも協業 

5. Microsoft Azure IoT に対応したデバイス拡販に向け
た認定プログラムやカタログを準備し，Microsoft 
Azure IoT の提供だけでなく補完企業との価値を掛け
合わせて顧客へ提供できる仕組み作りを実施 

 

ーズや市場動向の変化に気づき，それらを踏まえてクラウドサービスという新規ビジネス・

エコシステムを開拓し，顧客に対し多様な価値を提供するという背景のもと，AWS というコ

アバリューが形成する新しいビジネス・エコシステムを中心とした補完企業との共創を実

現することができた． 

 また，AWS 提供当初から完成したサービスを提供している訳ではなく，2006 年の AWS サ

ービス当初から 15 年以上かけサービス数を 200 以上に増やしつつ，顧客の要望を踏まえた

サービス拡充・改善に努めてきた．加えて，AWS のパートナー制度についても継続的に見直

しつつ，顧客のニーズに適した補完企業の能力開発ができるよう，各種支援プロブラムを継

続的に補完企業へ提供している．このような取り組みから，AWS 単独での顧客に対する価値

提供だけでなく，補完企業を介した顧客の多様なニーズを AWS のビジネス・エコシステム全
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体で提供できるよう工夫している． 

 次に，マイクロソフトの事例では，Microsoft Azure IoT が形成するビジネス・エコシス

テムの例を取り上げた(表 5-1 #2)．マイクロソフトは 2010 年代前半に IoT関連のサービ

ス提供に着手していなかったが，ロンドン地下鉄といった先進的な案件を通して IoT 事業

の必要性を理解しつつ，IoT のセキュリティ・複雑性に対する市場トレンドを踏まえ，IoT

の事業に乗り出すことにした．その際，すべての IT サービスをマイクロソフトが開発・提

供するのではなく，自分たちのコアバリューと補完企業に任せることができる範囲を整理

しつつ，試験的に IoT関連のサービスを開発することからはじめた．また，IoT サービスを

提供する際には，システムインテグレーションに特化した補完企業だけでなく，従来の

Windows Embeddedに関わっていた補完企業とも新たに連携し，Microsoft Azure IoT のデ

バイス領域に関する価値提供の補完を円滑に進めていった． 

これらのことから，アマゾンやマイクロソフトといったキーストーン企業は，新たなサー

ビスを開発する際には自身だけで IT サービスを提供する前提ではなく，IT サービス開発の

初期段階から顧客の潜在的なニーズを探索していることが明らかとなった．また，IT サー

ビス開発の段階から補完企業との連携を前提としたビジネス・エコシステムの形成を促進

するため，補完企業を支援する制度面での整備，インタフェースの提供，補完企業間との関

係性の再形成などを踏まえ，最終的に一般提供をする IT サービスを開発していることも明

らかとなった． 

 

 事例分析を踏まえた IT サービス価値共創プロセスの提案 

 本節では，アマゾンとマイクロソフトの事例を踏まえて，ひとつの組織単独で IT サービ

スを構築するのではなく，ビジネス・エコシステムを基に IT サービスを開発し，ビジネス・

エコシステムに属する組織間で価値を共創するプロセスを明らかにする．そのビジネス・エ

コシステムを活用した IT サービス開発共創プロセスを図 5-1に示す。このプロセスには，

(1) ビジネス・エコシステムの形成，(2) 試作版 IT サービスの開発，(3) ビジネス・エコ

システムの再形成，(4) IT サービスの提供というフェーズがある． 

はじめに，(1) ビジネス・エコシステムの形成では，新規ユーザーのニーズを理解しつつ，

ビジネス・エコシステムの中心的な企業となるキーストーン企業が，ユーザーにどのような

価値を届けることができるか，自身だけで提供が困難な場合には，どのような補完企業と連

携し実現するかを検討するフェーズである．そのために，キーストーン企業は新たな IT サ

ービスを提供する上でどのような新たなユーザーである顧客が存在するか識別する．次に，

そのユーザーに価値を提供する際，キーストーン企業単独で価値が提供できない機能や，他

の組織と協業することでユーザーに提供できる期間を短縮できる補完企業を探索し，それ 
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図 5-1 ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス価値共創プロセス 

 

らのユーザーや補完企業と協調しつつ，これから開発する IT サービスの初期要件を定義す

る．また，純粋な IT サービス開発だけではなく，技術的な情報を交換可能なコミュニティ

といった場作りや，補完企業の育成・支援に向けた施策の立ち上げも実施する． 

 次に，(2) 試作版 IT サービスの開発では，ユーザーである顧客と特定の補完企業を中心

に形成したビジネス・エコシステムを基に必要最低限の価値を提供するために MVS(Minimum 

Viable Service)を定義し，試作版 IT サービスの開発に着手する．また，開発する試作版 IT

サービスはクローズドなアーキテクチャにはせず，API や SDKといったようなインタフェー

スやツール群も合わせて準備し，ビジネス・エコシステムが今後拡張・変更しても，多様な

補完企業が開発中の IT サービスと価値を共創できる仕掛けをこのフェーズで開発する．さ

らに，試作版の IT サービスを実際にユーザーに提供し，ユーザーや補完企業から試作版 IT

サービスの評価を取得し IT サービスの改善を図る．また，開発途中であっても，キースト

ーン企業は，そこから得た経験やノウハウを事例化し，ビジネス・エコシステムに還元する

ことを図る． 

次に，(3) ビジネス・エコシステムの再形成では，試作版 IT サービスの開発で得た経験

1. 新規ユーザーの識別 

2. 補完的な補完企業の探索 

3. ユーザーや補完企業と要件を定義 

4. ユーザー・補完企業とコミュニティ形成 

5. ビジネス・エコシステム向け支援施策の提供 

(1) ビジネス・エコシステムの形成 

1. MVS(Minimum Viable Service)の定義 

2. 補完企業との協業促進に向けた試作版 IT サー

ビスの SDK・API開発 

3. ユーザーに試作版 IT サービスを提供 

4. ユーザーや補完企業からの評価 

5. 開発成果をビジネス・エコシステムに還元 

(2) 試作版 IT サービスの開発 

1. ビジネス・エコシステム内の関係性見直し 

2. 新規補完企業の協業・既存補完企業との関係見

直し 

3. ユーザーや補完企業との要件再定義 

(3) ビジネス・エコシステムの再形成 

1. MVSの再定義 

2. 補完企業と試作版 IT サービスを改善 

3. 改善後の IT サービスをユーザーや補完企業と

評価 

4. 新しい IT サービスを正式提供開始 

(4) IT サービスの提供 
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を基に，既存のビジネス・エコシステムの構成でユーザーである顧客からの評価を改善し，

要件を満たすことができるか見直し，必要に応じて新規補完企業との協業や，既存補完企業

との関係性見直しを図り，ユーザーの評価に応えることができるように，既存のビジネス・

エコシステムから新たなビジネス・エコシステムへと再形成する．その後，再形成したビジ

ネス・エコシステムに基づき，改めて IT サービスの要件を再定義する． 

最後に，(4) IT サービスの提供では，再形成したビジネス・エコシステムに基づいて改

めて MVS を定義し，試作版 IT サービスを補完企業と改善し，一般提供前に一部のユーザー

や補完企業に提供する．ビジネス・エコシステムから評価結果を受け取り，最終的に広く提

供可能な IT サービスとして正式提供を開始する． 

このビジネス・エコシステムを活用した IT サービス開発共創プロセスの特徴としては，

初期段階でのビジネス・エコシステムで IT サービスを試作し，IT サービスの有効性を確認

するだけでなく，初期に構築したビジネス・エコシステムが機能するかも併せて検証する点

である．特に，(2) 試作版 IT サービスの開発で得た試作版の IT サービスの評価を同じビ

ジネス・エコシステムのまま改善し正式な IT サービスとして提供するのではなく，ユーザ

ーである顧客や補完企業の評価を踏まえ，IT サービスの正式提供に向けてより適切な補完

企業の再検討を，(3) ビジネス・エコシステムの再形成で実施することが重要である．この

ように，IT サービスの開発状況に合わせて，ビジネス・エコシステムの形成に着目するこ

とは，最終的に提供する IT サービスの市場での受け入れ易さにも影響を与える．特に，顧

客や補完企業から事前に得た評価を基に，IT サービスとビジネス・エコシステムを見直し

ていれば，そこから一般提供する正式版の IT サービスは，市場が受け入れる可能性は高ま

る．また，IT サービスを市場が受け入れるだけでなく，顧客からの裏付けがある IT サービ

スや，業界でも実績ができたビジネス・エコシステムがあれば，一般提供後も新たな補完企

業も価値を感じ，IT サービス正式提供後でもビジネス・エコシステム拡大へ寄与できる．

また，ウォーターフォールモデルやスクラムなどの IT 開発モデルだけでは容易ではないビ

ジネス・エコシステムの形成検討が，従来の IT サービス開発に合わせて実施できる点がこ

のプロセスの特徴である．  

ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス開発共創プロセスの各フェーズを推進す

ることによって，IT サービスを開発する企業は単純な IT サービス開発のみに着目するので

はなく，並行して他組織との協業を必然的に模索する事ができるようになる．このことから，

過度な自前主義や技術論が中心の IT サービスから，ユーザーである顧客の課題や要求を基

にどのように自組織と他組織間で連携し，短期的にその解決策に集中した IT サービスの開

発を促進する事が可能になる． 

特に，第 8章で提案する多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネス・エコシステ

ム活用モデルの中でも，このビジネス・エコシステムを活用した IT サービス開発共創プロ
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セスは，事業変革先の新規ビジネス・エコシステムを形成段階において，新規ビジネス・エ

コシステムのコアバリューを開発するために欠かせないプロセスとなる．このプロセスが

存在しなければ，キーストーン企業と補完企業は，新規ビジネス・エコシステム形成が闇雲

になり，IT サービス開発段階の適切なタイミングでビジネス・エコシステムの形成を平行

して実現することは容易ではない．また，ビジネス・エコシステム形成段階後のビジネス・

エコシステムの変革段階において，事業変革対象先の新規ビジネス・エコシステムへ補完企

業が属する理由のひとつとして，補完企業が持たないコアバリューをキーストーン企業が

提供することはビジネス・エコシステムの研究領域におけるプラットフォーム・エコシステ

ムの先行研究からも明らかである．本節で提案した IT サービス開発共創プロセスは，ビジ

ネス・エコシステムの変革段階において，キーストーン企業と補完企業との関係性を確立す

る一助となると共に，先行研究を発展させ IT サービスを開発する段階から，キーストーン

企業と補完企業との関連性を確立するという観点でも先行研究を発展させる点で意義があ

る． 

 

 まとめ 

 本章では，ビジネス・エコシステムを活用した ITサービス開発共創プロセスを提案した．

具体的には，アマゾンとマイクロソフトが形成した AWS と Microsoft Azure IoT のビジネ

ス・エコシステムの事例を踏まえ，IT サービス開発の初期段階から，キーストーン企業と

補完企業とがビジネス・エコシステムを介して価値を共創する開発プロセスを提案した。 

本論文が提案する，ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス開発共創プロセスで

は，キーストーン企業が単に IT サービス開発を主導するのではなく，顧客や市場のニーズ

を踏まえた上で，IT サービス開発の初期段階に，どのような補完企業と連携するか模索し

ながら開発する点が，先行研究で示したウォーターフォールモデルやスクラムとは異なる

点である．また，IT サービスの試作版開発後、改めてその試作版の IT サービスの評価を実

施し，その結果を踏まえたビジネス・エコシステムの再構成と，実際にユーザーへサービス

提供をする過程についても明らかにした． 

ビジネス・エコシステムを活用した IT サービス開発共創プロセスにより，キーストーン

企業だけでなく補完企業や顧客においてもどのようにビジネス・エコシステムを用いて IT

サービス開発に参画し，開発プロセスを踏めば多様な価値を相互補完する IT サービスが構

築可能か共通認識を持つことが可能となり，多数のステークホルダーが介在し，多様な価値

を共創する IT サービス開発プロセスを提唱することができた．特に，Microsoft Azure IoT

の事例分析から，具体的な顧客を基に，IT サービス設計・開発段階から補完企業との共創

に着手していることが明らかになった．この点に着目し，ビジネス・エコシステムを IT サ

ービス開発に適用した点が本研究の新規性に該当する．従来研究では，ウォーターフォール
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モデルやスクラム・アジャイルといった製品・サービス開発が提唱されていたが，これらの

開発プロセスは自社における開発プロセスであり，他組織との協調を基にした開発プロセ

スであるとは言い難い．また，情報処理推進機構(2018:図表 4-5-1)によれば，日本の IT サ

ービス開発の領域においては，97.4%がウォーターフォールモデル IT サービスの開発を進

めている．このような現状では，すべての開発工程が完了するまで顧客ニーズや市場動向の

変化に迅速な対応ができないばかりか，すべてを自社のプロジェクトとして開発すること

が前提となるため，他組織との補完的な価値を IT サービス設計・開発段階で考慮すること

は容易ではない．他方，本研究が提案したビジネス・エコシステムを活用した IT サービス

価値共創モデルでは，顧客ニーズの変化を踏まえ，IT サービス設計・開発段階からキース

トーン企業の企業と補完企業が共創しコアバリューと補完的価値を試作し，試作したサー

ビスを踏まえてビジネス・エコシステムを再形成し，IT サービスを正式リリースする段階

でビジネス・エコシステムも存在する．特に，従来研究では既にコアバリューが存在する中

でどのようにビジネス・エコシステムを形成するかという観点に焦点が当てられていたが，

本研究の事例分析を通して，ビジネス・エコシステム形成に成功しているキーストーン企業

の企業は，具体的な顧客を基に，IT サービス設計・開発段階から補完企業との共創に着手

している．   
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第6章 連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセス 

 

 はじめに 

本章では，第 4章に示した事例を踏まえ，既存のビジネス・エコシステムがどのように新

たなビジネス・エコシステムへ連続的に変革するのか，ダイナミック・ケイパビリティの観

点を踏まえ明らかにする．特に本章では，既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・

エコシステムへの連続的な変革という観点で，マイクロソフトが既存のコアバリューを踏

まえて新たに構築した Microsoft Azure IoT の事例を中心に取り扱う。6.2節でマイクロソ

フトが形成した Microsoft Azure IoT のビジネス・エコシステムの成り立ちから拡大まで

の経緯を事例から分析する．その結果を踏まえて 6.3節では既存のビジネス・エコシステム

から新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変革するプロセスを提案する．6.4節では，本

章のまとめについて記述する． 

 

 ダイナミック・ケイパビリティを踏まえたビジネス・エコシステムの事例

分析 

 

 本節では，ダイナミック・ケイパビリティを基に，どのように既存のビジネス・エコシス

テムから新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変革を図ることができるのか，第 4章で示

した事例を基に分析する．特に，既存から新規のビジネス・エコシステムへの変革をどのよ

うに実現するかという観点から，新規ビジネス・エコシステムの形成が中心であったアマゾ

ンの事例は本節では対象とせず，既存の PC・ゲームなどの領域からクラウドサービスの中

でも IoT 領域に変革することができたマイクロソフトの事例を中心に分析する．ダイナミ

ック・ケイパビリティの観点を踏まえた Microsoft Azure IoT のコアバリューと，その概要

を表 6-1に示す． 

 はじめに，マイクロソフトは，2010 年代後半に Microsoft Azure IoT というビジネス・

エコシステムの形成に成功することができたが，そのコアバリューとして，IoT デバイスの

セキュリティを確保するソリューションである Azure Sphere と，IoT の構築容易性を実現

する IoT Plug and Playというコアバリューを開発した．Azure Sphere では，2010 年代に

顕著化した IoT デバイスの脆弱性による社会的インパクトや，顧客からの IoT デバイスへ

のセキュリティ確保の要求に基づき，IoT の領域が今後重要な領域のひとつになることを認

識した．その後，IoT デバイスのセキュリティ確保を実現するために研究開発を行うが，す 
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表 6-1 Microsoft Azure IoT のコアバリュー開発概要 

新規ビジネス・エコシステム コアバリュー 説明 

Microsoft Azure IoT Azure Sphere 1. マイクロソフトは IoT セキュリティに関

する顧客の課題を市場動向として認識 

2. 新規ビジネス・エコシステムのコアバリ

ューをスクラッチ開発せず，Xbox 開発時

のセキュリティノウハウを活用 

3. コアバリュー自体はマイクロソフト主導

で開発 

4. デバイス開発・製造に関しては，旧来の

Windows Embedded ビジネスにおける補完

企業と連携 

IoT Plug and Play 1. マイクロソフトは補完企業や顧客から

IoT システム構築の複雑さに関する課題

と改善の必要性を理解 

2. PC時代のPlug and Playの概念を参考に，

IoT デバイスと Microsoft Azure 上で提

供する IoT ソリューションを連携する概

念を設計 

3. IoT Plug and Playを実現する Digital 

Twin Definition Language (DTDL)をオー

プンソースとして開発し，コミュニティ

にも公開 

4. IoT プラグアンドプレイデバイス認定プ

ログラムや，IoT Certified for Azure 

IoT デバイスカタログを提供し，IoT Plug 

and Playに準拠したデバイスを開発する

補完企業と顧客を結びつける支援を提供 

5. IoT Plug and Playのデバイス開発時に

は，マイクロソフトも Windows Embedded

時代から協業していた補完企業と連携 

 

べてをゼロスクラッチで開発するのではなく，既存のビジネス・エコシステムのひとつであ

った Xboxにおいて，そのゲームコンソール開発で培ったセキュリティノウハウを基に，IoT

デバイスでも同様の概念でセキュリティの確保を図るように努めた．また，セキュリティを

確保するチップ・OS・セキュリティサービスといったコアとなる技術要素はマイクロソフト

で開発を主導したが，Azure Sphere に対応する IoT デバイスの開発・製造においては既存

のビジネス・エコシステムのひとつであった Windows Embeddedの補完企業とサービス提供

前から協業し，Azure Sphere の正式な一般提供に合わせ，各補完企業からも Azure Sphere

に準拠したデバイスを提供するように努めた．このように，IoT セキュリティという課題解
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決に向け，既存の Xbox や Windows Embedded というビジネス・エコシステムのバリューを

Azure Sphere に移転しつつ，新たなビジネス・エコシステム形成に努めた． 

 次に，Azure IoT Plug and Playについては，IoT システムの構築複雑性を解決すること

を目標とした．ただ，Azure IoT Plug and Playでも，マイクロソフトはすべてをゼロスク

ラッチで開発するのではなく，過去に PCのビジネス・エコシステムでも類似の課題を解決

した Plug and Play の概念を IoT の領域に適応することにした．その概念を活用し，IoT 

Plug and Playの重要な技術要素となる DTDLはマイクロソフト主導で開発したが，オープ

ンソースとしてコミュニティや補完企業でも DTDLの内容を確認することができるように促

しつつ，Azure IoT ビジネス・エコシステムの拡大へも寄与する事ができた．さらに，IoT 

Plug and Playに対応した IoT デバイスを認定するプログラムの整備や，IoT Plug and Play

に対応したデバイスをマイクロソフトのサイトで確認・購入まで案内するデバイスカタロ

グといったサイトも整備をしていった．また，デバイスパートナーについてもすべてを新規

パートナーに求めるのではなく，既存の Windows Embeddedビジネス・エコシステムの補完

企業とも協業し，IoT Plug and Playに対応したデバイスを広く開発・提供出来るように努

めた． 

 これらのことから，既存のビジネス・エコシステムの能力を新規ビジネス・エコシステム

へ連続的に変革する際には，ビジネス・エコシステムの中心的な企業であるキーストーン企

業が率先して新しいコアバリューを開発する必要がある．その際，すべてをゼロスクラッチ

で新しいコアバリューを開発するのではなく，既存のビジネス・エコシステムで成功した技

術要素や価値を基に，新たに解決の必要性を認識した課題に対するソリューションとして

早期に仕立てることが重要である．また，補完企業についても新規に育成する事だけを考え

るのではなく，既存のビジネス・エコシステムの補完企業にも新規ビジネス・エコシステム

へ誘導する事を促すことが，既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステ

ムへ円滑に変革を実現する重要なポイントとなる． 

 

 既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへの連続的

な変革 

 本節では，6.2節で示した内容を踏まえ，既存のビジネス・エコシステムから新規のビジ

ネス・エコシステムに連続的に変革する過程について述べる．マイクロソフトの事例では，

既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムに派生する際に，(1) どこ

に事業を移転する領域があるか見極め，(2) 既存のビジネス・エコシステムが持っている価

値を新しいビジネス領域に移転し，(3) 既存のビジネス・エコシステムの補完企業を新しい

ビジネス領域への移転を試み，(4) 新規ビジネス・エコシステムをさらに拡充する．この既

存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変革するプロセス 
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表 6-2 4D変革プロセスの概要 

4D変革プロセス 

ダイナミック・ 

ケイパビリティ 

(Teece 2017) 

エコシステム 

リーダーシップの 

ダイナミック・ 

ケイパビリティ 

(Foss ら 2023) 

定義 ビジネス・エコシステムの状態 

探知(Detection) 

フェーズ 

 

市場動向や既存顧客のニ

ーズや変化を踏まえて新

しいビジネス領域を識別

すること 

 

Generative Sensing; 

Business Model 

Selection; 

Asset Orchestration 

Sensing 

ビジョンの共有 

補完企業に役割を理

解してもらえるよう

な取り組み 

投資を行うという十

分な信頼を補完企業

間で生み出すこと 

派生(Derivation) 

フェーズ 

 

新規ビジネス領域ごとの

プラットフォーム開発を

先導し，既存のビジネ

ス・エコシステムからコ

アバリューを移転するこ

と 

 

Seizing; 

Learning; 

Transformation 

(execution) 
Seizing 

 

補完企業が新しいビ

ジネス・エコシステ

ムにコミット 

 

ルールと合意を形成

し共同投資 

誘導(Direction) 

フェーズ 

 

新規ビジネス領域のプラ

ットフォームを基に，既

存ビジネス・エコシステ

ムの補完企業を新規ビジ

ネス領域への移転を誘導

すること 

 

Sensing for threats; 

Transformation (minor) 

転換(Diversion) 

フェーズ 

 

新規補完企業の参画を促

進し，事業の中心を既存

ビジネス・エコシステム

から新規ビジネス・エコ

システムへ転換すること 

 

Generative Sensing; 

Ambidexterity; 

Transformation (major) 

Reconfiguring 

 

ビジネス・エコシス

テムの成熟化 

 

新規ビジネス

領域の識別 

既存 
ビジネス・ 
エコシステム 

補完企業 

キーストーン
企業 

新規ビジネス・ 
エコシステム 

新規補完 
企業の参画 

既存ビジネス・エコシステムのコア 

バリューを基に新しいコアバリューを試作 

既存の補完企業を新規ビジネス領域へ誘導 
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を，4D(Detection, Derivation, Direction, Diversion)変革プロセスとして定義する．4D

変革プロセスの概要を表 6-2に示す． 

 4D 変革プロセスには，探知(Detection)，派生(Derivation)，誘導(Direction)，転換

(Diversion)という 4つのフェーズがある．１つ目の探知(Detection)フェーズでは，既存の

ビジネス・エコシステムのキーストーン企業は市場動向や既存顧客のニーズや変化を踏ま

えて，新しいビジネスを探索する領域を選定する．その際，キーストーン企業は自社の持つ

研究開発を基にしたコアバリューの検討を進めるのではなく，実際の顧客の要件を基に，既

存のコアバリューで提供できることと提供できないことを明らかにする．既存のコアバリ

ューで提供できない顧客要望を明らかにした後，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジ

ネス領域を定義し，新規ビジネス領域に対して新たなコアバリュー創出に向けた体制・開発

予算・技術要素の洗い出しを進める．マイクロソフトの事例では，ロンドン地下鉄の案件対

応時に，既存の製品やサービスだけでは顧客ニーズに対応できず，IoT システム構築の複雑

性に気づいた段階，または，米国で大規模な IoT関連のセキュリティ障害・懸念の高まりか

ら，自分たちの既存コアバリューだけではこれらの変化に対応できないと気づいた段階に

相当する． 

2 つ目の派生(Derivation)フェーズでは，探知(Detection)フェーズで選定した新しいビ

ジネス領域に対して，既存ビジネス・エコシステムのプラットフォームといったコアバリュ

ーを移転し，新たなビジネス・エコシステムの立ち上げに挑戦するフェーズである．ここで

は，キーストーン企業が率先して新規ビジネス領域のコアバリュー開発を進めるが，その際

スクラッチから新たなコアバリューを開発せず，既存ビジネス・エコシステムのコアバリュ

ーを活用し，円滑に新たなコアバリューが開発できるようにする．また，キーストーン企業

が開発するコアバリューと並行して，変化した顧客要望に対応できる補完的な価値が開発

可能な補完企業と連携する．2.5 節で示した IT サービス開発手法だけでは，キーストーン

企業がどのように新しいコアバリューを効率良く開発しているか不明瞭である．他方，派生

(Derivation)フェーズでは，キーストーン企業はスクラッチで新規ビジネス領域に対して

コアバリューを開発している訳ではなく，既存ビジネス・エコシステムでのコアバリューや

経験を踏まえ，新規ビジネス領域にコアバリューを開発していることが分かる．Microsoft 

Azure IoT の事例では，既存の Xboxや PCの Plug and Playの概念を基に，Azure Sphere や

IoT Plug and Playの研究開発に取り組んでいる段階がこのフェーズに該当する．また，キ

ーストーン企業だけがコアバリューを開発するのではなく，5.3節のビジネス・エコシステ

ムが実現する IT サービス価値共創プロセスで示したように，一部の先進的な補完企業とも

連携し，新たなコアバリューが変化した顧客要望に対応可能か，不可の場合は補完企業が持

つ補完的な価値と組み合わせることで解決可能かという試行をこの段階から実施する． 

3 つ目の誘導(Direction)フェーズでは，派生フェーズでキーストーン企業が開発した新
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たなコアバリューを踏まえて，既存のビジネス・エコシステムに属していた補完企業を新た

なビジネス・エコシステムに誘導するフェーズである．このフェーズでは，新規ビジネス・

エコシステム内で制度設計や補完企業向け支援施策に加え，補完企業が新規ビジネス・エコ

システムへ移行する動機のひとつとして，ビジネス機会の創出をキーストーン企業は率先

して実施する．マイクロソフトの事例では，Windows Embeddedの補完企業と新たに協業し，

マイクロソフトが研究開発を進めていた Microsoft Sphere や IoT Plug and Playに対応し

たデバイス開発・製造をそれらの補完企業に依頼し，それらの補完企業が必然的に従来の

Windows Embeddedのビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムである Azure 

IoT へ移行する段階に該当する． 

4 つ目の転換(Diversion)フェーズでは，新たに形成したビジネス・エコシステムに対し

て，従来のビジネス・エコシステムからの補完企業の誘導だけでなく，新規の補完企業の参

画も促し，キーストーン企業におけるビジネス・エコシステムの比重を既存のビジネス・エ

コシステムから新規ビジネス・エコシステムへ変革するフェーズである．ここではキースト

ーンが新たに開発したコアバリューと，移行済みの補完企業が提供する補完的価値を基に，

新規ビジネス・エコシステムが魅力的であることを新規顧客や新規補完企業に対しても，そ

れらの価値を訴求し，ビジネス機会のスケール化を図る．マイクロソフトの事例においては，

IoT プラグアンドプレイデバイス認定プログラムや，IoT Certified for Azure IoT デバイ

スカタログといった取り組みにも着手し，広く補完企業を募りつつ，補完企業が提供する

Azure Sphere や IoT Plug and Playに対応したデバイスと，それらを利用したい顧客をマ

イクロソフトが結びつけることで Azure IoT のビジネス・エコシステムに属するメリット

を補完企業にも訴求し，対応デバイス数の多さがさらに顧客を惹き付けるという循環を作

り出す段階に該当する． 

Teece (2017)が主張するダイナミック・ケイパビリティと 4D変革プロセスを並べて検討

する．はじめに，ダイナミック・ケイパビリティの初期段階である Generative Sensing; 

Business Model Selection; Asset Orchestration は，4D変革プロセスにおける顧客や市

場動向を基に新たなビジネス領域を見極める探知フェーズと対応できる．次に，ダイナミッ

ク・ケイパビリティの Seizing; Learning; Transformation (execution)は，4D変革プロセ

スの派生フェーズに対応することができる．派生フェーズでは既存のビジネス・エコシステ

ムのコアバリューを基に，新規ビジネス・エコシステムのコアバリューを開発するが，この

ことを通して顧客や市場動向の課題解決が実現できるかキーストーン企業は見極めつつ，

新規ビジネス・エコシステム形成の実現可能性を確認する段階として捉えることができる．

次に，ダイナミック・ケイパビリティの Sensing for threats; Transformation (minor)は，

4D 変革モデルの誘導フェーズに対応することができる．誘導フェーズではキーストーン企

業が既存ビジネス・エコシステムの補完企業を新規ビジネス・エコシステムへの移転を誘導

するが，その際に単純な移転だけでなく，それらの補完企業が生み出す新たな価値によって
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新規ビジネス・エコシステムの可能性を確立することができるようになり，次のフェーズで

ある転換フェーズにおいて新たな補完企業を惹き付ける理由のひとつにもなるからである．

最後に，ダイナミック・ケイパビリティの Generative Sensing; Ambidexterity; 

Transformation (major)は，4D変革プロセスの転換フェーズに対応できる．キーストーン

企業は既存・新規のビジネス・エコシステムを獲得できるばかりではなく，両方のビジネス・

エコシステムを活用し事業の比重変更や，新規補完企業の呼び込みによるキーストーン企

業とビジネス・エコシステムの変革を実現することができるからである． 

また，Teece(2017)は，ダイナミック・ケイパビリティの要件を，Moore (1993)が主張し

たひとつのビジネス・エコシステム単独のライフサイクルステージ(Birth，Expansion，

Leadership，Self-Renewal)と対応して説明している．その観点から既存のビジネス・エコ

システムを基に新たなビジネス・エコシステムへの移行に着目する 4D変革プロセスを検討

すると，ビジネス・エコシステムの発生段階である Birthステージを 4D変革プロセスの探

知フェーズに当てはめることにより，既存のビジネス・エコシステムで得た顧客や市場動向

のニーズや変化が，新たなビジネス・エコシステム初期形成の要因になっていることが明ら

かになる．次に，Expansion ステージにおいては，4D変革プロセスの派生フェーズに当ては

めると，Expansion ステージのきっかけは既存ビジネス・エコシステムの持つプラットフォ

ームのようなコアバリューを基に，探知フェーズで発見した新たな課題と，それを解決する

コアバリューに再設計することで，新たなビジネス・エコシステム形成を促進する事が可能

になると説明できる．次に，Leadershipステージにおいては，4D変革プロセスの誘導フェ

ーズに当てはめると，既存・新規ビジネス・エコシステムのキーストーン企業は，派生フェ

ーズで作成した新たなコアバリューを基に，既存ビジネス・エコシステムの補完企業を新規

ビジネス・エコシステムへ移行を促す．最後に，Self-Renewalのステージを 4D変革プロセ

スの転換フェーズに当てはめると，既存ビジネス・エコシステムの補完企業の誘導だけでな

く，それらの補完企業が新たな価値を生み出すことにより顧客を惹き付け，そのことが新規

補完企業を新たなビジネス・エコシステムに参画する動機となる．このことからキーストー

ン企業のみが単独でコアバリューの価値を創造するだけではなく，補完企業による主体的

な価値創造が促進する． 

これらのことにより，4D変革プロセスは，Teece(2017)が提唱したビジネス・エコシステ

ムにおけるダイナミック・ケイパビリティの要件を踏まえ，顧客や市場動向の変化をトリガ

ーとして，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変革す

るプロセスとして拡張することができる．加えて，Foss ら(2023)は，ビジネス・エコシス

テムのリーダーシップに関するダイナミック・ケイパビリティとして，Sensing，Seizing，

Reconfiguring の 3 点を示したが，4D 変革プロセスでは，顧客起点で Sensing(感知)や

Seizing(捕捉)を行うだけでなく，既存ビジネス・エコシステムの補完企業を新規ビジネス・

エコシステムに移行しつつ，Reconfiguring(再構成)を行うという点で，新しい示唆を提供
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している． 

 

 まとめ 

 本章では，既存のビジネス・エコシステムから新しいビジネス・エコシステムへどのよう

に連続的な変革を実現するのか，ダイナミック・ケイパビリティを踏まえ提案した．具体的

には，マイクロソフトの Microsoft Azure IoT の事例を基に，マイクロソフトが強みを持っ

ていた PC や Xbox といった既存のビジネス領域から，どのように IoT 関連のクラウドサー

ビスへビジネス・エコシステムの重心を移転する事ができたのか，事例分析を実施した。 

 その結果を基に，ビジネス・エコシステムの先行研究やダイナミック・ケイパビリティを

発展する形で，ビジネス・エコシステムの連続的な変革プロセスを 4D変革プロセスとして

提唱した．ビジネス・エコシステムの連続的な変革を図るキーストーン企業は，闇雲に新規

ビジネス・エコシステムの構築と，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシ

ステムへの変革を図らず，どのような顧客ニーズや市場動向が今後予想できるかをまず明

らかにする．次に，新規に移転予定のビジネス領域に対してコアバリューをスクラッチ開発

するのではなく，既存ビジネス・エコシステムのコアバリューを活用し，ビジネス・エコシ

ステムの移転を円滑に進めるよう工夫している．また，単にコアバリューを既存のビジネ

ス・エコシステムから新規ビジネス領域に移転するだけではなく，移転過程で既存ビジネ

ス・エコシステムの補完企業と共創し新たなビジネス・エコシステム形成にも取り組んでい

ることも明らかになった．加えて，新規ビジネス・エコシステム形成後もビジネス・エコシ

ステムの変革を図るキーストーン企業は，補完企業間で価値を主体的に提供する事も支援

していることが明らかになった． 

 本論文で提唱した 4D変革プロセスを通して，先行研究が示唆していた，ひとつのビジネ

ス・エコシステムに限った誕生からセルフリニューアルというビジネス・エコシステムの進

化フェーズだけでなく，既存ビジネス・エコシステムを新規ビジネス・エコシステムへ顧客

起点でどのように変革することができるのかを明らかにしている． 
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第7章 非連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセ

ス 

 

 はじめに 

本章では，第 4章に示した AWS が形成したビジネス・エコシステムの事例を踏まえ，アマ

ゾンの既存ビジネス・エコシステムと直接的に関係のないビジネス領域において，キースト

ーン企業だけでなく関連する補完企業の変革も促進し，非連続的なビジネス・エコシステム

の変革にどのように寄与できるのか明らかにする．具体的には，7.2節では，持続的な開発

の観点に着目した事例分析を実施する．その結果を踏まえ，7.3節では非連続的なビジネス・

エコシステム変革プロセスの提案を試みる．7.4 節では，本章のまとめについて記述する．

なお，本論文では特定のビジネス領域をグローバル規模で展開する IT サービスとして位置

づけて分析する．その他ビジネス領域への応用の可能性や今後の課題については，9.4節や

9.5節で述べる． 

 

 持続的な開発の観点に着目したビジネス・エコシステム事例分析 

本節では，AWS の対象事例をまとめ，そこから得られた新たな知見について記述する．対

象事例に関する持続的な開発の観点を踏まえたビジネス・エコシステムの特徴について，表 

7-1にまとめる． 

 はじめに，AWS の事例では，既存のビジネス領域の経験から気づきを得て，新しいビジネ

ス領域の可能性を常に探索していることが分かる(表 7-1 新しいビジネス領域の探索)．例

えば，AWS の事例では，アフィリエイトの IT サービスを顧客に提供した事で，リテールビ

ジネス以外の領域である IT のサービス化に取り組む可能性を見出した．  

次に，新規ビジネス領域を探索した後，AWS は，新しいビジネス領域におけるプラットフ

ォームとなるコアバリューを開発している(表 7-1 新規コアバリュー開発)．AWS は，まっ

たく新しいクラウドサービスという事業領域を自ら切り拓き，顧客のニーズや声を踏まえ

て，2006 年以降 200 以上のサービスを開発し，33の地域でサービスを提供し，クラウドサ

ービスの領域においてもキーストーン企業となった． 

 新しいビジネス領域に対してコアバリューを開発した後，AWS は，自社だけで顧客に価

値を提供するだけではなく，補完企業が新たなビジネス・エコシステムへ参画することを促

すよう，支援施策も講じている(表 7-1 新規ビジネス・エコシステム形成)．例えば，AWS は 
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表 7-1 持続的な開発の観点を踏まえたビジネス・エコシステムの特徴 

項目 
AWS 

(新規ビジネス領域の作成) 

新規ビジネス領域の探索 

 

既存のビジネス環境での経験を基に 

新しいビジネス領域を探索 

アマゾンはアフィリエイトの IT サービスを顧客

に提供した事で，リテールビジネス以外の領域

である IT サービスが提供出来る可能性を認識 

新規コアバリュー開発 

 

キーストーン企業は新しいビジネスドメ

イン向けに新たなコアバリューを開発 

AWS は 2006 年以来，顧客の声を基に 200 以上の

サービスを開発し，33の地域でサービスを提供 

新規ビジネス・エコシステム形成 

 

キーストーン企業は各補完企業の能力開

発を支援しビジネス・エコシステムを構

築 

パートナー育成の仕組みを APNと定義 

既存企業が AWSパートナーとして APNに参加

し，ビジネス・エコシステムを形成

(例:Nasstar) 

補完企業による変異 

 

ビジネス・エコシステムのバリューを補

完企業が主体的に開発 

パートナーと協力して新しい価値を創造し，パ

ートナーは独自の価値を開発(例：Temenos & 

Yugabyte, Cyber Security Cloud) 

 

APNというパートナー制度を定義しただけでなく定期的に更新しつつ，Nasstar の例にもあ

るように補完企業も自ら育成した．  

最後に，新しく形成したビジネス・エコシステムにおいて，キーストーン企業が開発した

コアバリューを基に，補完企業が主体的に新たな価値を生み出す状況を作り出している(表 

7-1 各補完企業による変異)．AWS の事例では，AWS の補完企業である Temenos と Yugabyte

は，AWS の協力を得ながら新しい価値を顧客に提供するという，補完企業間での協業もあれ

ば，Cyber Security Cloudは，AWS が提供するクラウドサービスだけでは満たせない顧客要

望を補完する形で，独自のサービスを AWS 向けに提供している．  

AWS の事例から，新しいビジネス領域をキーストーン企業がコアバリューを開発して探索

し，補完企業の育成・移転を促し，コアバリューを基にした独自の価値を生み出す支援を行

うといった段階を踏まえてビジネス・エコシステムを非連続的に変革すると，補完企業を含

む特定のビジネス領域全体を非連続的に変革する力が生まれることが分かる． 

 

 既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへの非連続

的な変革 

 本節では，アマゾンが取り組んでいた従来のビジネス領域から，新しく取り組む IT サー 
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図 7-1 非連続的なビジネス・エコシステムによるビジネス領域の変革概要 

 

ビスのビジネス領域として生み出した AWS へ飛躍した事例を基に，非連続的なビジネス・エ

コシステムの変革を，どのように実現するかという点について説明する. 

 はじめに，7.2節で説明した内容や第 6章の内容を基に，図 7-1に非連続的なビジネス・

エコシステム変革プロセスとして示す.この変革プロセスは，左上から時計回りに 4つの段

階で既存ビジネス・エコシステムから，どのように新規ビジネス・エコシステムへ非連続的

に変革できるか，その過程を表現している.はじめに，Exploration(探索)の段階は，既存ビ

ジネス・エコシステムのキーストーン企業が，既存のビジネス・エコシステムを基に，新規

ビジネス領域を探索するフェーズのことである。特に，既存ビジネス・エコシステムで提供
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している価値だけでは対応できない，従来ニーズとは異なる顧客を認識し，新規ビジネス領

域の可能性について検討する. AWS の事例では，EC 事業におけるアフィリエイトの価値を

提供する際，アマゾン自身が顧客に対して IT サービスを提供できる余地に気づいた点や，

アマゾン自身が EC サイト向けの従来 IT システムに苦慮したように，他の顧客も同様の課

題を抱えていると気づいた段階に該当する．また，従来ニーズとは異なる顧客に焦点を当て，

新規ビジネス領域を探すことは，競合他社との過度な競争機会を減らす事もできるため，新

規ビジネス領域においてもキーストーン企業になる可能性が高くなる.事実，クラウドサー

ビスの領域において他社が AWS に追従することは容易ではない状況が続いている．2006 年

に AWS はクラウドサービスを提供したが，2024 年時点でも AWS は業界をリードする企業で

ある.このことから，Exploration(探索)の段階では，ビジネス・エコシステム移行の容易性

だけに着目するのではなく，はじめに誰にどのような価値を提供する必要があり，自社で提

供するコアバリューとしてどのように提供できるかを検討する事が重要である. 

2点目の Creation(生成)の段階は，新規ビジネス領域において，新規コアバリューを創出

する段階である.アマゾンにおける AWS の事例では，2000 年代前半にアマゾンが運営してい

た Obidos の課題や，従来の IT サービスの柔軟性の乏しさや資産として IT機器を調達する

課題を克服するため，利用した IT 資源に対してのみ課金するモデルへ変更しつつ，IT 資源

をサービスとして顧客へ提供するという新規コアバリューを創出した．また，単純に新規コ

アバリューを創出するだけでなく，既存ビジネス・エコシステムでの経験も踏まえた上で，

新規コアバリューを創出することもできる．例えば，AWS の事例でもアフィリエイトでの経

験を踏まえ，Application Programable Interface(API)開発や顧客に提供するドキュメン

ト作成を AWS でも実現することができたのも，コアバリューの移転に該当する．これらのこ

とから，新規ビジネス領域に対するコアバリューは，スクラッチ開発だけでなく，既存ビジ

ネス・エコシステムのコアバリューや経験も活用することができる．また，この段階におい

て，先進的な補完企業との連携を意識することは，その後の新規ビジネス・エコシステム形

成に必要な事である.そのため，第 5章に示した補完企業とも連携し継続的に改善を図る IT

サービス開発共創プロセスを用いて，プラットフォームの開発を推進する事で，開発中の新

規プラットフォームを補完企業が受け入れることができるか，ビジネス・エコシステム形成

前の段階から検証することが可能になる.この段階を経て，新規・隣接ビジネス領域は，そ

れぞれ新規ビジネス・エコシステムと確立していく. 

新規ビジネス・エコシステムが確立できた 3点目の Formation(形成)の段階では，新たに

開発したコアバリューを基に，補完企業の誘導・育成を促進する.この段階では，キースト

ーン企業の企業は補完企業とも連携し，顧客にどのような補完的価値を共同で提供するこ

とができるか，それに基づいて新規補完企業をどのように支援し，補完企業に欠けている能

力や商談機会を増やすか，それらの支援施策をメカニズムとして制度化することも必要で

ある.2006 年に AWS を提供したアマゾンは，2012 年に AWS 向けの AWS Partner Network(APN)
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というパートナー支援施策の提供を開始した．また，APN 以外でも AWS Managed Service 

Provider (MSP) Program，WS SaaS Factoryプログラム，AWS Partner Solutions Finder，

AWS Device Qualification プログラム，AWS Well-Architected Partner Program，AWS Global 

Startupプログラム，AWS サービスレディプログラム，AWS ISV Accelerate プログラムとい

った，各補完企業の状況も踏まえた支援プログラムをメカニズム化し提供している．これら

の取り組みは，結果として 130,000を超える補完企業が存在するビジネス・エコシステムと

して成り立つ要因のひとつとなっている． 

4点目の Mutation(変異)の段階は，新規ビジネス・エコシステムに属する補完企業が，自

身だけでなく同じく属する補完企業とも協業し，新規ビジネス・エコシステムのコアバリュ

ーと，補完企業が提供する価値を掛け合わせて，従来ニーズとは異なる多数の顧客に対して，

新たな価値を提供する.AWS の事例では，Nasstar は従来型 IT サービスの提供からクラウド

サービス提供へ変革を実現し，Temenos と Yugabyte は金融機関向けサービスを AWS上で共

同開発した．また，サイバーセキュリティクラウドは AWS の機能を補完的に提供すること

で，AWS 単独では提供できない独自の価値を顧客に提供している．また，新規ビジネス・エ

コシステムのキーストーン企業は，この段階でも継続的に補完企業を支援し，顧客の多様な

ニーズに応えることができるビジネス・エコシステムとなるよう，継続的に補完企業を支援

する.加えて，新規ビジネス・エコシステムを構築した後は，Exploration(探索)の段階に戻

り，新たなビジネス領域を探索し，持続的なビジネス・エコシステムの変革に努める. 

 次に，本節で説明した非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスと，Teece (2017)

が提唱したダイナミック・ケイパビリティとの関連性と，Joo and Shin (2018)が明らかに

した顧客参加が持続可能なビジネス・エコシステムに与える影響との関連性について言及

する.それらの対応一覧を表 7-2に示す. 

 

表 7-2 非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスと先行研究との対応一覧 

非連続的な 

ビジネス・エコシステム 

変革プロセス 

関連する 

ダイナミック・ケイパビリティ 

(Teece 2017) 

顧客参加が持続可能なビジネス・ 

エコシステムへ与える影響 

(Joo and Shin 2018: Fig.1) 

Exploration 

(探索) 

Generative Sensing; 

Business Model Selection; 

Asset Orchestration 

顧客の参加を通して社会的価値を創

出し，持続可能なビジネス・エコシ

ステム形成へ貢献 

Creation 

(生成) 

Seizing; 

Learning; 

Transformation (execution) 

キーストーン企業・補完企業に対し

て顧客が経済的な価値を提供 
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非連続的な 

ビジネス・エコシステム 

変革プロセス 

関連する 

ダイナミック・ケイパビリティ 

(Teece 2017) 

顧客参加が持続可能なビジネス・ 

エコシステムへ与える影響 

(Joo and Shin 2018: Fig.1) 

Formation 

(形成) 

Sensing for threats; 

Transformation (minor) 

キーストーン企業・補完企業が持続

可能なビジネス・エコシステムへ資

源を投資 

Mutation 

(変異) 

Generative Sensing; 

Ambidexterity; 

Transformation (major) 

持続可能なビジネス・エコシステム

で増大した社会資産がキーストーン

企業・補完企業へ貢献 

 

 はじめに，Exploration(探索)の段階では，Teece (2017)が主張するように，この段階は

Generative Sensing，Business Model Selection，Asset Orchestration という関連するダ

イナミック・ケイパビリティを活用することができる．特にこの Exploration(探索)の段階

において，新しいビジネス領域を探索する重要性は，これらの先行研究と同じ立ち位置であ

る．他方，非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスでは，既存のビジネス・エコシ

ステムから新規ビジネス・エコシステムへの継続的な変革に着目している．また，Joo and 

Shin (2018)は，持続可能なビジネス・エコシステムの実現には顧客参加が重要であること

を指摘している．非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスではさらに踏み込んで，

従来ニーズとは異なる顧客をはじめに認識し，既存のビジネス・エコシステムでは対応する

ことが容易ではない変化に対応することを前提として，既存ビジネス・エコシステムとは非

連続的な新規ビジネス領域の探索を促すプロセスである． 

2 点目の Creation(生成)の段階は，Teece (2017)が主張する，Seizing，Learning，

Transformation (execution)という関連するダイナミック・ケイパビリティを活用するこ

とができる．特にこの Creation(生成)の段階では，新規ビジネス領域にプラットフォーム

を構築し，補完企業との連携を通しビジネス・エコシステム形成・拡大の実現可能性を学ぶ

という観点は，これらの先行研究を踏まえた段階と言える．他方，非連続的なビジネス・エ

コシステム変革プロセスの Creation(生成)の段階では，第 5 章で示したビジネス・エコシ

ステムを活用した IT サービス開発サイクルを合わせて活用することで，ビジネス・エコシ

ステムへの発展を意識したプラットフォームの開発や，先進的な補完企業との連携を始め

る点において，先行研究から発展している．また，Joo and Shin (2018)は，キーストーン

企業・補完企業に対して顧客が経済的な価値を提供する重要性を指摘しているが，非連続的

なビジネス・エコシステム変革プロセスの Creation(生成)フェーズでは，キーストーン企

業が新規ビジネス領域に創出した新しいコアバリューが，顧客に受け入れられる可能性が

あるか試行しビジネス的な成功が望めるか見極めるとともに，潜在的な補完企業にとって

も，キーストーン企業と連携し新たなビジネス領域へ参画するメリットがあるか見極める

段階である． 
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3点目の Formation(形成)の段階は，Teece (2017)が主張する，Sensing for threats，

Transformation (minor)という関連するダイナミック・ケイパビリティを活用することが

できる．Formation(形成)の段階では，新規ビジネス・エコシステムのキーストーン企業が，

主体的に新たな補完企業を育成・誘導するか，既存のビジネス・エコシステムの補完企業を，

新規ビジネス・エコシステムへ移行する重要性に着目し，既存・新規ビジネス・エコシステ

ム間での補完企業の属し方について言及している．また，Formation(形成)段階は，Joo and 

Shin (2018)が述べたように，キーストーン企業・補完企業が持続可能なビジネス・エコシ

ステムへ資源を投資する段階でもある．非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスで

は，新規補完企業が新規ビジネス領域への参入を促す支援施策を確立し，新しいコアバリュ

ーに基づいた補完的価値を創出し，後続の Mutation(変異)段階で自律的に補完的な価値を

創出する準備段階に該当する． 

4 点目の Mutation(変異)の段階は，Teece (2017)が主張する，Generative Sensing，

Ambidexterity，Transformation (major)という関連するダイナミック・ケイパビリティを

活用することができる．Mutation(変異)の段階では，これらの先行研究と同じ視点で新規ビ

ジネス・エコシステムを捉えているが，この段階でビジネス・エコシステムの変革が終わる

のではなく，再度 Exploration(探索)の段階に立ち返り，新たなビジネス・エコシステム変

革の機会を伺うよう促す内容となっている．また，Mutation(変異)段階は，Joo and Shin 

(2018)が述べたように，持続可能なビジネス・エコシステムで増大した社会資産がキースト

ーン企業・補完企業へ貢献する段階である．この段階では，補完企業単独・補完企業間で自

律的に価値を創出し，新規ビジネス・エコシステム全体で創出した多様な価値を，新たな顧

客に提供することが可能となる． 

 

 まとめ 

 本章では，特定のビジネス領域を継続的に変革するビジネス・エコシステムの活用手法に

ついて論じた．具体的には，既存のビジネス・エコシステムとは関連の薄い，非連続的な新

たなビジネス領域を探索した AWS の事例を分析した． 

 この事例を通して，既存のビジネス・エコシステムとの関連性に関わらず，既存ビジネス・

エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ変革することで，特定のビジネス領域全体

を変革し，そこに属する補完企業に対する事業変革を継続して促進していることも明らか

になった．特に，既存のビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ変革を

実現しているキーストーン企業は，Exploration(探索)，Creation(生成)，Formation(形成)，

Mutation(変異)という段階を経てビジネス・エコシステムを変革し，補完企業を含めたビジ

ネス領域の転換を進めている． 
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 ビジネス・エコシステムの転換を促進するためは，ビジネス・エコシステムのキーストー

ン企業は顧客のニーズ変化や市場動向を踏まえ新たなビジネス領域にプラットフォームと

してのコアバリューを先進的な補完企業と構築している．また，新規ビジネス・エコシステ

ムのコアバリュー構築後も，キーストーン企業は補完企業育成・誘導や，既存ビジネス・エ

コシステムに属していた補完企業を新規ビジネス・エコシステムへの移行を促すといった

支援を行い，ビジネス・エコシステムを継続的に変革している事が明らかになった． 

これらの点を踏まえ，ビジネス・エコシステムが変革することで，キーストーン企業だけ

でなく，変革対象となるビジネス領域周辺に存在する補完企業も含めた持続的な開発へも

貢献することが可能となる．また，顧客のニーズ変化に応じてビジネス・エコシステム全体

を変革することで，新しい多様な価値の創出に寄与することができる．特に，本研究では AWS

の事例を通し，既存ビジネス・エコシステムでは対応できない顧客ニーズを踏まえてキース

トーン企業の企業がコアバリューを開発し，新たな補完企業の育成に取り組み，事業の拡大

と共に非連続的な新規ビジネス・エコシステムを形成することが可能であることを新たに

示した．先行研究においても，関口・岡田(2021)は，企業の事業変革にビジネス・エコシス

テムが重要な役割を果たすことについて言及し，Joo and Shin(2018)や Zhang and Chen 

(2020)は，持続可能なビジネス・エコシステムを構築する主体として顧客に焦点を当てる必

要性について指摘していた．しかし，顧客ニーズの変化を捉え，それを起点に既存ビジネス・

エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへどのように持続的な移行を実現できるの

かというプロセスについて検証を行う必要があった．本研究はこれらの先行研究に呼応す

る形で，顧客起点で持続可能なビジネス・エコシステムの移行プロセスを明らかにした点に

新規性を有する． 
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第8章 考察 

 本章では，本論文で分析した事例研究の結果を踏まえ，実際の IT サービス開発への適用

と，ビジネス・エコシステムを用いた事業変革への適用について考察する．第 5章，第 6章，

第 7 章で明らかにした本研究の成果を，多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネ

ス・エコシステム活用モデルとして，図 8-1に図示する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-1 多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネス・エコシステム活用モデル 
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 本研究が提案する，多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネス・エコシステム活

用モデルは，3つのプロセスで成り立つ．1点目のプロセスは，第 5章で示したビジネス・

エコシステムを活用した IT サービス価値共創プロセスである．このプロセスは，ビジネス・

エコシステムを形成する段階において，単純に IT サービスを開発するだけでなく，平行し

てビジネス・エコシステムの形成を図る段階である(図 8-1に示す形成段階の(1)-(2))．こ

のプロセスに関する考察については，8.1節で述べる．次に示す 2点目と 3点目のプロセス

については，ビジネス・エコシステムの変革段階で用いるプロセスである．2点目のプロセ

スは，第 6章で示した連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセスである(図 8-1に示

す変革段階の(3)-(5))．本プロセスの考察については，8.2節に記載する．3点目のプロセ

スは，第 7章で明らかにした非連続的なビジネス・エコシステム変革プロセスである(図 8-1

変革段階の(3)と(6))．本成果の考察については，8.3節で述べる．  

 

 ビジネス・エコシステム形成と連動した価値共創の観点 

 本研究では，IT サービス開発を対象として，新たな価値を創出する時点でビジネス・エ

コシステムのキーストーン企業と補完企業が共創し，ビジネス・エコシステムのコアとなる

サービス開発のあり方をプロセスとして明らかにした．現状の IT サービス開発は，特定組

織，もしくは特定プロジェクトを対象とした，要件定義・設計・開発・テスト・運用という

各工程を逐次的に進めるウォーターフォール型開発や，工程間の分断を解決し円滑な開発

に努めるスクラムやアジャイルといったフレームワークが存在する．他方，情報処理推進機

構(2019：図 1.11)が示している通り，IT サービス開発を取り巻く環境は特定の組織だけで

なく，より広範囲なステークホルダーとも関わり合いながら IT サービスの開発を進める必

要がある．このような状況の中，先行研究で示した既存の開発フレームワークのみでは，グ

ローバル規模の市場に存在する多様な顧客の要望にきめ細かく対応することは容易ではな

い．このような状況において，本論文の第 5章で示したビジネス・エコシステムを活用した

IT サービス価値共創プロセスは，個々の組織における IT サービス開発プロセスではなく，

ビジネス・エコシステムのキーストーン企業・補完企業・顧客の関係構築に焦点を当ててい

る．特に，顧客の課題やニーズを基にキーストーン企業と補完企業が補完関係を構築しつつ，

並行して IT サービスを構築することで，ビジネス・エコシステムの形成段階において，コ

アバリューと補完価値を創出し，多様な顧客ニーズに補完企業を介して応えるモデルを示

している(図 8-1 形成段階 (1)-(2))． 

 これらの点を踏まえると，本プロセスの効果としては，大きく 2つある．1点目としては，

他組織との連携を踏まえた IT サービス開発の促進と，ビジネス・エコシステム形成が並行

して実現できるため，例えば，情報処理推進機構(2019)が課題として指摘した，多様化する

ステークホルダーとも連携した IT サービス構築を検討する一助とすることができる．2 点
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目としては，キーストーン企業が開発するひとつの IT サービスでも，補完企業とコアバリ

ュー・補完価値の創出について連携することで，多様な顧客ニーズに対応する可能性が期待

できる．これは，情報処理推進機構(2018:図表 4-2-5)による，日本の IT サービス開発の

89.3%が受託開発である状況を踏まえると，テイラーメイド型の IT サービスから，グローバ

ル規模にスケールする IT サービスの開発を支援する取り組みのひとつである．特に，ビジ

ネス・エコシステム研究において，IT サービス開発プロセスとビジネス・エコシステムの

形成に着目し，IT サービスを開発する段階でキーストーン企業と補完企業が連携し，ビジ

ネス・エコシステムを構築することにより，特定の顧客のみに対応可能な IT サービスから

不特定多数の顧客に対して，コアバリューと多数の補完価値の中から，個々の顧客に最適な

価値を提供することができるようになる． 

 他方，本研究で示したビジネス・エコシステムを活用した IT サービス価値共創モデルに

も課題が残る．そのひとつに，IT サービス開発の現場における開発プロセス選択の固定化

がある．例えば，Takeuchi and Nonaka (1986)は，逐次的に進める開発工程の課題を指摘

し，日本企業の事例を含む形でスクラムを提唱した．それから約 30 年以上経過する中で，

例えば Beck ら (2001)が実務的な観点でもスクラムの概念に基づいた開発手法の普及を図

った．しかし，情報処理推進機構(2019:図表 4-5-1)が明らかにしたように，日本における

IT サービス開発の 97.4%は未だにウォーターフォール型開発で，Takeuchi and Nonaka 

(1986)が提唱したスクラム(反復型)の開発は，わずか 1.7%にとどまる．IBM が大型機から小

型機までアーキテクチャの統一を図って発売した S/360 という商用メインフレームを販売

した 1964 年88を仮に IT産業が始まった年と捉えても，本論文執筆時点で 60 年間 IT産業が

存在するうちの 40 年弱はスクラムという概念は存在していたことになるが，40 年経った現

在でもウォーターフォール型がこれほど普及しており，それ以降に提案された開発プロセ

スが実務的に受け入れられているとは言い難い．つまり，理論的にビジネス・エコシステム

を意識した IT サービス開発モデルを提示することは，先に述べた課題も踏まえると重要で

あるが，並行してなぜ新しい開発プロセスが実務的に受け入れられていないのかという疑

問が残る． 

 これらのことから，ビジネス・エコシステムを踏まえた IT サービス価値共創プロセスを

検討することには，他組織が生み出す価値と補完的に IT サービスを開発し，多様な顧客ニ

ーズに応えるという観点で意義がある．特に，従来の製品・サービス開発プロセスでは，ビ

ジネス・エコシステムの概念を取り込む余地はなく，変化が激しく多様な要望を持つ顧客へ

価値を提供することは，容易ではなかった．その点，本研究が明らかにしたビジネス・エコ

システムを活用した IT サービス価値共創プロセスでは，顧客ニーズを基に，IT サービスの

 
88 https://museum.ipsj.or.jp/computer/main/index.html (2024年 3月 25日アクセス) 
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設計・開発段階で試作するだけでなく，キーストーン企業と補完企業がビジネス・エコシス

テムの形成も試行錯誤する．さらに，IT サービスの正式提供段階では先進的な顧客へ受け

入れられることの検証と合わせてビジネス・エコシステムも形成済みである点が，IT サー

ビス開発プロセスに関する先行研究とは異なる．他方，理論的に非常に価値のある IT サー

ビス開発プロセスに関する先行研究が，実務レベルで容易に受け入れられていない背景を

踏まえると，本研究で提案したビジネス・エコシステムを踏まえた IT サービス価値共創プ

ロセスは，単純な開発プロセスを提示するだけでなく，各フェーズを実行する上での補助的

な資料の整備や，実際に複数の事例を対象とした実験のリサーチ戦略で追加検証する必要

がある． 

 

 既存・新規ビジネス・エコシステム間の連続的事業転換促進 

 本研究の成果のひとつとして，既存ビジネス・エコシステムから，新規ビジネス・エコシ

ステムへの連続的な転換について明らかにした．先行研究では，例えば Teece(2017)は，

Moore(1993)の単一ビジネス・エコシステムに対するライフサイクルを踏まえた上で，ビジ

ネス・エコシステムの各ライフサイクルにおいて，必要なダイナミック・ケイパビリティの

要件を明らかにした．また，Iansiti and Levien (2004=2007)は，キーストーンとなる企業

とビジネス・エコシステムに属する補完企業との関係性に着目し，ビジネス・エコシステム

内のネットワーク戦略を提示した．これらの先行研究が提示しているように，既存のビジネ

ス・エコシステムのステージ変化や，ビジネス・エコシステム内の関係性に着目することは，

事業継続性の観点からも重要である． 

 他方，単一のビジネス・エコシステムに着目し，その進化プロセスを明らかにした先行研

究も存在する．しかし，単一ビジネス・エコシステムの漸進的な進化による事業転換だけで

はなく，Microsoft Azure IoT のように，既存のビジネス・エコシステムを活用し，新規ビ

ジネス・エコシステムを連続的に形成し，既存事業から新規事業に発展する事例も無視する

ことはできない．本研究ではこの点に着目し，Microsoft Azure IoT の事例を通して，既存

ビジネス・エコシステムの補完企業をどのように新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変

革し，キーストーン企業にとって事業の軸となるビジネス・エコシステムへ転換するプロセ

スを連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセスとして明らかにした．このことから，

キーストーン企業は闇雲に新規ビジネス領域の探索を試みるのではなく，既存ビジネス・エ

コシステムの重要な資産である補完企業との関係性を活用しつつ，顧客や市場動向を踏ま

えた事業転換の戦略立案に活用することが可能となる． 

 このように，本研究では既存ビジネス・エコシステムに属している補完企業に着目した既

存・新規ビジネス・エコシステム間の連続的な事業転換促進について示唆したが，改善の余

地も残る．例えば，補完企業がビジネス・エコシステム間での連続的な事業転換プロセスに



92 

 

沿って行動する動機や，新規ビジネス・エコシステムに参画するメリットについて明示する

ことができると，ビジネス・エコシステム規模の転換をより加速することが期待できる．ま

た，連続的なビジネス・エコシステムの変革プロセスが IT サービス開発に与える影響につ

いても検討の余地が残る．既存・新規ビジネス・エコシステム間で提供する価値が異なる場

合，既存ビジネス・エコシステムに属する補完企業が，新規ビジネス・エコシステムに連続

的に転換することで，新規ビジネス・エコシステムのコアバリューのアーキテクチャにも影

響が及ぶのかを明らかにする必要がある．さらに，補完企業の連続的な事業転換がコアバリ

ューのアーキテクチャにも影響を及ぼしている場合，第 5章で示したビジネス・エコシステ

ムを踏まえた IT サービス価値共創プロセスにも発展の余地がある．特に，新規ビジネス・

エコシステム形成を考慮した補完企業との価値共創だけでなく，既存ビジネス・エコシステ

ムから事業転換した補完企業が ITサービス開発に与える影響についても明らかにすること

により，既存・新規ビジネス・エコシステム間の転換に関する理論をより強固なものにでき

る可能性がある． 

 

 ビジネス・エコシステムを用いたビジネス領域変革への適用 

 ビジネス・エコシステムの非連続的な変革の観点では，第 7章で示した非連続的なビジネ

ス・エコシステムの変革プロセスは，Teece (2017)が示したビジネス・エコシステムのライ

フサイクルにおける，ダイナミック・ケイパビリティの要件と，Joo and Shin(2018)が示し

た顧客参加が持続可能なビジネス・エコシステムへ与える影響への示唆を拡張している．こ

れらの先行研究は単一のビジネス・エコシステムを対象とした過程や変革に必要な能力を

示している．他方，本研究では，既存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシス

テムへの非連続的な事業転換が，キーストーン企業が補完企業を支援しつつ，市場動向や顧

客ニーズの変化に応じてビジネス・エコシステム全体を転換し，古いビジネス領域から新し

いビジネス領域へ変革する道筋を示した．このことにより，特定の企業のみが事業を変革し

生き残る戦略のみではなく，特定のビジネス領域におけるキーストーン企業と，ビジネス・

エコシステムに属する多数の補完企業がまとめて変革する勢いを生むことが明らかになっ

た．加えて，Lee and Roh (2023)が将来研究へ示唆したグローバル規模での事例研究という

観点でも，グローバル規模で IT サービスを提供する Amazon，Microsoftの事例を基にして

おり，これに呼応する観点でも有益である． 

 このように，本論文では，グローバル規模でビジネス・エコシステムを形成するキースト

ーン企業を中心に事例研究を行なった．ビジネス・エコシステムのキーストーン企業がビジ

ネス・エコシステムのコアとなる価値であるプラットフォームを形成し，補完企業の育成だ

けでなく，既存・新規ビジネス・エコシステム間の補完企業の非連続的な転換において重要

な役割を果たしていることを明らかにした．特に，単一ビジネス・エコシステムのみの変革
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ではなく，既存・新規ビジネス・エコシステムの非連続的な事業変革という研究は， 

Teece(2017)や Joo and Shin(2018)の研究成果を拡張するという観点で意義がある．具体的

には，リテール部門の Amazon とは直接的には関連のない AWS のビジネス・エコシステム確

立や，Microsoftにおける Xbox・PCと隣接する Azure IoT のビジネス・エコシステム形成

の事例を通し，従来の単独のビジネス・エコシステムのライフ・サイクルに限定せず，既存

のビジネス・エコシステムとは別の新規ビジネス・エコシステムを形成することで，継続的

なビジネス領域全体の変革に結びつけることができることを明らかにした． 

 他方，本研究で明らかにできた範囲は，IT のビジネス領域における従来型 IT サービスか

らクラウドサービスへの転換が中心となっており，現時点では適用範囲が限定的である．そ

のため，クラウドサービス以外の領域でも本研究が示した非連続的なビジネス・エコシステ

ムの変革プロセスが適用可能か，追加検証が必要である．例えば，自動車業界では

CASE(Connected, Autonomous/Automated, Shared, Electric)への転換の兆しが見受けられ

るが，本研究が提示した変革プロセスが適用可能か検証する価値がある．また，継続的なビ

ジネス領域変革をより具現化するためには，複数回事業変革に寄与したビジネス・エコシス

テムの事例研究も必要になる．特に，IT 業界ではオンプレミスを中心とした従来型の IT サ

ービスからクラウドサービスへの転換だけでなく，例えば AI サービスのような変化も起き

つつある．このような継続的な変化を事例対象とし，持続可能なビジネス・エコシステム変

革モデルが複数回の変革でも適用できることを追加検証する必要がある． 
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第9章 結論 

 

 本章では，グローバル規模で展開するクラウドサービスを対象とした事例研究を通じて，

多様なサービス開発と事業変革を加速するビジネス・エコシステムの活用について明らか

にした．本研究では，3つのサブシディアリー・リサーチ・クエスチョン(SRQ)と，1つのメ

ジャー・リサーチ・クエスチョン(MRQ)を設定し，ビジネス・エコシステムにおけるキース

トーン企業と補完企業が協調して多様なサービスを開発すること，ビジネス・エコシステム

全体の変革を図るためのプロセスを明らかにした．以降の節では，各リサーチクエスチョン

に対する回答と，本研究の理論的・実務的含意，研究の限界と将来研究に対する示唆につい

て述べる． 

 

 リサーチクエスチョンに対する回答 

 サブシディアリー・リサーチ・クエスチョンへの回答 

 本節では，1.2節で示したサブシディアリー・リサーチ・クエスチョンに対する回答を示

す．はじめに，SRQ1は以下の通りである． 

 

SRQ1: キーストーン企業は，どのような開発過程で市場動向の変化を捉え，補完企業と連

携しつつ，コアバリューを生み出しているのだろうか？ 

 

 SRQ1に対する回答は，次の通りである． 

顧客要望や市場動向を基に，新規 IT サービスを開発するキーストーン企業は開発に着

手する．その際，すべての機能を自ら開発するのではなく，どのような補完企業と補完

関係を確立すれば顧客要件に応えることができるか検討し，ITサービス開発着手と並行

して新規ビジネス・エコシステムを構築している． 

 

 SRQ1への回答として，第 5章で示したように，グローバル規模に展開する AWS，Microsoft 

Azure の事例を踏まえて，ビジネス・エコシステムを活用した ITサービス価値共創モデルと

して提示した．このモデルでは，キーストーン企業が顧客要望や市場動向の変化を基に新し

い IT サービスに着手するが，その際に顧客要望を満たすことができる補完企業と協力し，

最短で試作版 IT サービスを開発することが大きな特徴のひとつである．次に，試作版 IT サ
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ービスを開発して終わるのではなく，それを顧客に提供した上で有効性を検証する．その際，

単にITサービスを修正するだけでなく，その修正に必要な補完企業を再度検討するという，

ビジネス・エコシステムの再形成を実施する．その後，正式な ITサービスを顧客に提供する

と同時に，ビジネス・エコシステムの形成も実現している． 

 このように，IT サービス開発と並行してビジネス・エコシステムを形成することにより，

キーストーン企業は迅速に ITサービスを開発することができる．また，正式な ITサービス

を提供する際にはビジネス・エコシステムも形成済みであるため，要件が多岐に渡る多数の

顧客に対しても，キーストーン企業が開発した IT サービスをプラットフォームとして，補

完企業が多様な価値を付加することで対応することができる．その結果，キーストーン企業

はひとつの IT サービスをビジネス・エコシステム上で開発することにより，多数の顧客に

も対応可能な ITサービスを提供できる． 

 

 次に，本研究で設定した SRQ2は以下の通りである． 

 

SRQ2: キーストーン企業と補完企業は，顧客ニーズの変化を踏まえ，既存ビジネス・エ 

コシステムの連続的な変革をどのように実現しているのだろうか？ 

 

 SRQ2に対する回答は，下記の通りである． 

既存ビジネス・エコシステムのキーストーン企業は，顧客や市場動向の変化に応じて，新

しいビジネス領域に連続的な変革を実現する．その際，キーストーン企業は顧客に提供す

るコアバリューを新規開発するのではなく，既存ビジネス・エコシステムのコアバリュー

を部分的に活用して新しいコアバリューを開発する．新しいコアバリューの開発と並行

して既存補完企業とも連携し，新規ビジネス・エコシステムの連続的な形成を試み，新た

なビジネス領域が成功するか検証する． 

 

 第 6章で示したように，SRQ2への回答として Microsoft Azure IoT の事例を分析した．

Microsoft Azure IoT のビジネス・エコシステムは，マイクロソフトが顧客や IoT の市場動

向の広がりを予見しこの領域に 4 年で 5000 億ドルもの投資をしている．他方，Microsoft 

Azure IoT のプラットフォームをすべて新規開発するのではなく，Xboxや PCで培ったプラ

ットフォームの技術要素を Microsoft Azure IoT のプラットフォームとして活用している．

加えて，ビジネス・エコシステムの形成においても，Microsoft Azure IoT 向けの補完企業

を新規に育成するだけではなく，Windows Embeddedの事業で築いた補完企業との関係性を基
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に，それらの補完企業に Microsoft Azure IoT のビジネス・エコシステムへ移行するよう促

していた．この状況を基に，既存のビジネス・エコシステムから新たなビジネス領域へ連続

的な変革を実現する過程を，本研究では連続的ビジネス・エコシステム変革モデルとしてま

とめた． 

 

最後に，本研究で設定した SRQ3は以下の通りである． 

 

SRQ3: キーストーン企業と補完企業は，顧客ニーズの変化を踏まえ，既存ビジネス・エ 

コシステムから，新規ビジネス・エコシステムへ非連続的な変革どのように実現

しているのだろうか？ 

 

 SRQ3に対する回答は，下記の通りである． 

キーストーン企業は，既存のビジネス領域を基に新たなビジネス領域を探索し，新たな

ビジネス領域に対して新規コアバリューを開発する．その新規コアバリューを基に補完

企業の能力開発を支援することでビジネス・エコシステムを形成し，補完企業を新たな

ビジネス・エコシステムへ加わるよう促す．さらに，ビジネス・エコシステムに加わっ

た補完企業間で主体的に価値を創出することも支援し，自律的にビジネス・エコシステ

ムが発展するような活動を推進している．これらのプロセスを通して，既存ビジネス・

エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへの非連続的な変革を実現している． 

 

 第 7章で示したように，SRQ3への回答として，AWS の事例を分析した．AWS はアマゾンに

とっては新しいクラウドサービスのビジネス領域ではあるが，既存のビジネス領域の顧客

から新しいビジネス領域に対するヒントを得て新たなビジネス領域を探索し，新たなビジ

ネス領域に対してコアバリューを確立しつつ，ビジネス・エコシステム形成と補完企業間で

も価値創出を促すという共通の取り組みが確認できた．このように，ビジネス・エコシステ

ムを継続的に変革するプロセスを，非連続的ビジネス・エコシステム変革モデルとして提示

した． 

 

 メジャー・リサーチ・クエスチョンに対する回答 

 9.1.1 節に示した各サブシディアリー・リサーチ・クエスチョンに対する回答を踏まえ，

本研究で設定したメジャー・リサーチ・クエスチョンに回答する．回答は以下の通りである． 
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MRQ: ビジネス・エコシステムにおいて，キーストーン企業は顧客に提供する価値をどの

ように補完企業と共創しつつ，ビジネス・エコシステムの変革を実現しているのだ

ろうか？ 

 

 MRQへの回答は以下の通りである． 

ビジネス・エコシステムのキーストーン企業は，IT サービス開発着手時点から補完企業

との補完的連携を模索し，新規ビジネス・エコシステムの形成にも並行して取り組む．

その過程で，既存ビジネス・エコシステムの事業を踏まえ，顧客要望や市場動向の変化

を理解した上で新たなビジネス領域を探索し，そのビジネス領域に対してコアバリュー

を開発する．そのコアバリューは，既存ビジネス・エコシステムのコアバリューを活用

することで開発スピードと投資を効率化できるだけでなく，新規ビジネス・エコシステ

ムの早期構築にも寄与できる．また，キーストーン企業は新規ビジネス・エコシステム

形成後も，既存ビジネス・エコシステムに属していた補完企業に対しては新規ビジネス・

エコシステムへ変革することを支援し，既存ビジネス・エコシステムに属していない補

完企業に対しては，コンピテンシー習得も支援する．加えて，最終的には補完企業間で

自律的に価値を創出するメカニズムを策定し，ビジネス・エコシステムをより強固なビ

ジネス・エコシステム形成に努めている． 

 

 理論的貢献 

 本研究の理論的貢献としては，以下に示す 3つの点がある．1点目として，ビジネス・エ

コシステム内のキーストーン企業と補完企業間で協調した ITサービス開発モデルを明らか

にした点である．具体的には，先行研究においては，ウォーターフォールモデルやスクラム・

アジャイルといった製品・サービスの開発を単独の組織で如何に円滑に進めるかという観

点に限定されていた．他方，第 5章で示したビジネス・エコシステムを活用した IT サービ

ス開発モデルは，(1) ビジネス・エコシステムの形成，(2) 試作版 IT サービスの開発，(3) 

ビジネス・エコシステムの再形成，(4) IT サービスの提供といったモデルを示し，製品・

サービスを開発する上で，ビジネス・エコシステムに属する補完企業や顧客との関係性を踏

まえている．そのため，単純に IT サービスを開発することだけに着目せず，開発する IT サ

ービスがどのような補完企業と共創すれば，変化が激しく多様な顧客要件を満たす可能性

があり，試作版 IT サービスを開発し，IT サービスの検証に合わせてビジネス・エコシステ

ムの有効性も確認し，必要に応じてビジネス・エコシステムの再形成も促す．特に，先行研

究では，IT 開発手法とビジネス・エコシステム研究は独立していた．しかし本研究では，
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ビジネス・エコシステムの概念を踏まえて IT サービスを開発するプロセスを示しただけで

はなく，IT サービスの設計・開発段階から並行してビジネス・エコシステムの形成を促す

というプロセスを明らかにした．その結果，ビジネス・エコシステムを活用した IT サービ

ス開発モデルを使用すれば，IT サービス開発の初期段階から他組織との共創に取り組むこ

とができ，IT サービスの開発・設計段階で，IT サービスが顧客に受け入れられることを検

証するだけではなく，並行して形成を試みるビジネス・エコシステムもうまく機能すること

を確認することができる．そのため，IT サービスを正式に提供する段階では，一定の顧客

に受け入れられる確証があるだけでなく，形成済みのビジネス・エコシステムを基に事業を

進めることが可能となる．この点において，本研究の理論的貢献がある． 

 2点目の理論的貢献として，既存のビジネス・エコシステムがどのように新しいビジネス・

領域を探索し，新たなビジネス・エコシステムへ変革するのか，そのプロセスを第 6章で紹

介した連続的ビジネス・エコシステム変革モデルとして提示したことである．Teece (2017)

は，Moore (1993)が示したビジネス・エコシステムのライフサイクルを基に，ビジネス・エ

コシステムそのもののダイナミック・ケイパビリティについても言及している．また，Foss

ら(2023)は，エコシステムリーダーシップのダイナミック・ケイパビリティについて説明し

ている．本研究においても，これらの先行研究を参考にしているが，顧客ニーズや市場動向

を起点とし，既存ビジネス・エコシステムのコアバリューと既存ビジネス・エコシステムに

属している補完企業を，どのように新規ビジネス・エコシステムへ連続的に変革していくか

という点に着目している点が異なる．具体的には，本研究は，Microsoft Azure IoT の事例

を基に，顧客ニーズや市場動向の変化に探知した段階で，既存ビジネス・エコシステムのコ

アバリューを活用し，新規ビジネス・エコシステムのコアバリューへ変革する試みを実施し

ていることを明らかにした．先行研究においても，単一ビジネス・エコシステムを対象とし

たビジネス・エコシステムの進化に関する議論はあったが，既存ビジネス・エコシステムの

コアバリューや補完企業との関係性を踏まえ新規ビジネス・エコシステムを形成し，既存ビ

ジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへコアバリューや補完企業の事業を

変革することにより，持続的なビジネス・エコシステムの発展プロセスを明らかにしている．

特に，従来の単一のビジネス・エコシステムに着目したダイナミック・ケイパビリティから，

既存・新規ビジネスエコシステム間でのダイナミック・ケイパビリティ実現に着目した点に

おいて，理論的貢献がある． 

 3点目の理論的貢献として，既存・新規ビジネス・エコシステム間での非連続的な変革を

実現するプロセスを示した点にある．既存・新規ビジネス・エコシステム間での変革という

点では，第 6 章で示した連続的ビジネス・エコシステム変革モデルでも示している．しか

し，連続的ビジネス・エコシステム変革モデルだけでは，既存ビジネス・エコシステムと隣

接しているビジネス領域の新規ビジネス・エコシステムについては説明できるが，まったく

新しいビジネス領域への事業変革については説明することはできない．ビジネス・エコシス
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テムの持続可能な変革を確立するためには，既存ビジネス・エコシステムとは直接関わりの

ない新たなビジネス領域を発見した場合にも，既存・新規ビジネス・エコシステム間での事

業変革が実現可能であるかを明らかにする必要がある．そこで本研究では，第 7章に示した

非連続的ビジネス・エコシステム変革モデルを提示した．非連続的ビジネス・エコシステム

変革モデルを利用することにより，既存ビジネス・エコシステムは，隣接しないビジネス領

域にも拡張し，ビジネス・エコシステムレベルでの変革を実現し，継続的に顧客や市場の変

化に対応することができる．先行研究においては，関口・岡田(2021)が持続可能な社会を実

現するための企業活動の変革にはビジネス・エコシステムが有効であること，さらに Joo 

and Shin(2018)や Zhang and Chen (2020)は，事例研究や文献レビューを基に，持続的なビ

ジネス・エコシステムには顧客の重要性を指摘している．本研究でも，ビジネス・エコシス

テムの変革に顧客が重要な役割を果たすという点においては同じ見解を持つ．他方，本研究

が明らかにした非連続的ビジネス・エコシステム変革モデルでは，顧客ニーズや市場動向を

基に既存ビジネス・エコシステムだけでは対応できない場合，新たな顧客に対応可能なコア

バリューと新たな補完企業を育成し，どのように新規ビジネス・エコシステムを形成し，既

存ビジネス・エコシステムから新規ビジネス・エコシステムへ変革するプロセスを明らかに

した点が，先行研究と異なる．特に，先行研究では単一のビジネス・エコシステムを取り扱

っていたが，本研究では Amazon の e コマース事業という既存ビジネス・エコシステムから

AWS という新規ビジネス・エコシステムへの変革事例を基に，キーストーン企業や補完企業

が新たなビジネス領域を開拓し，持続可能な社会へ貢献するプロセスを明らかにした．加え

て，Tim and Rana(2022)，Bajdor(2023)，Yenugula ら(2024)はクラウドサービスが持続可

能な開発に貢献できる可能性が高いと将来研究として示唆していたが，ビジネス・エコシス

テムの概念を基に，クラウドサービスにおいてどのような事業変革が可能であるか，具体的

なプロセスとして明らかにした点は，先行研究が示した将来研究への示唆に対して呼応す

るもので理論的貢献がある． 

 

 実務的貢献 

 本研究の実務的貢献としては，以下に示す 3 つの点がある．まず 1 点目として，ビジネ

ス・エコシステムを活用した IT サービス価値共創モデルを用いることにより，ビジネス・

エコシステムのキーストーン企業は，IT サービスの企画段階から自分たちのコアバリュー

と補完企業との補完関係を意識することができる．そのため，すべてを自分たちで開発する

ことなく迅速に IT サービスを構築しつつ，多様な顧客ニーズ理解と，それを踏まえた補完

企業との連携を IT サービス開発過程で試行錯誤することが可能となる．このことから，IT

サービスを正式に提供する際には，顧客ニーズを満たすことが可能であることが確認でき

るだけでなく，ビジネス・エコシステムの発展にも寄与することが可能となる．特に日本の
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状況としては，情報処理推進機構(2019:25-26)が指摘しているように，約 75%の SE はベン

ダ企業に属しており，日本のソフトウェア開発の状況は，89.3%は受託開発，91.4%は既存顧

客といった状況である(情報処理推進機構 2018:図表 4-2-5，図表 4-2-7)．このように最終

的な顧客とは直接的な関係がなく，新たな顧客も得にくい日本の状況において，顧客ニーズ

を基にコアバリューを開発し，それと並行してビジネス・エコシステムを補完企業と形成し，

その過程で多様な価値を創出することによって，硬直的な日本の状況を改善することが可

能となる．加えて，従来の日本企業においては，高品質・難易度の高い技術を使用して製品・

サービスを生み出した後に，補完企業との連携やビジネス拡大を図る傾向もあるが，これで

は製品・サービスを上市しなければ成功の確度や改善点が分からず，ビジネス・エコシステ

ム形成に必要不可欠な顧客が存在するのかも不明瞭である．他方，本研究で示したように，

グローバル規模でビジネス・エコシステム形成に成功している企業は，はじめに潜在的な顧

客の存在を認識し，その顧客に対してどのようなコアバリューと補完的な価値を提供し，製

品・サービス提供と並行してビジネス・エコシステムの構築を試みていることが分かる．こ

のように，多様なニーズと変化が急速に進む現代においては，日本企業においても顧客起点

に立った製品・サービスづくりと並行したビジネス・エコシステムの形成への転換が必要で

ある． 

 2点目としては，本研究が示した連続的ビジネス・エコシステム変革モデルを使用するこ

とで，既存のビジネス・エコシステムを構築したキーストーン企業において，既存のビジネ

ス・エコシステムでは漸進的なイノベーションや事業の収益を確保することに努めつつ，新

たなビジネス・エコシステム構築に向けたビジネス領域の探索を円滑に図ることが可能と

なる．両利きの経営の観点では，自組織におけるビジネス領域を進化・探索する観点が中心

であるが，連続的ビジネス・エコシステム変革モデルを利用すれば，自組織だけでなく補完

企業も含めた戦略立案時に活用することができる．加えて，新規ビジネス・エコシステム構

築時に新たなコアバリューをスクラッチから開発するのではなく，既存ビジネス・エコシス

テムで実績のあるコアバリューを活用することにより，円滑な新規ビジネス・エコシステム

の立ち上げを促すことができる．さらに，新旧ビジネス・エコシステム間での補完企業の変

革を促進する方針を，ビジネス・エコシステムに属する補完企業に示し，ビジネス・エコシ

ステム内に属する組織間で，ビジネス・エコシステム移行に関する共通認識や必要性を共有

することが可能である．特に日本企業の場合，ビジネス・エコシステムの形成を試みる企業

もあるが，事業の継続性を考えると一度構築したビジネス・エコシステムも，顧客の状況変

化に応じて修正する必要がある．また，自組織のみ変化するだけではなく，ビジネス・エコ

システムに所属する補完企業の変革・新たな能力の獲得も不可欠である．そのため，ビジネ

ス・エコシステム形成における補完企業の支援だけでなく，補完企業との継続的なエンゲー

ジメントを基に，顧客の変化に応じて補完企業の変革もタイムリーに施すことができる関

係性を常に維持することが重要である． 
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 3点目としては，社会的な責任も踏まえつつ，ビジネス・エコシステムを活用した継続的

な開発に貢献しつつ，補完企業とも協調した事業変革のプロセスを回すことで，該当ビジネ

ス領域の継続的なイノベーション創出にも寄与することができる． 

 これらの観点を踏まえ，多様なステークホルダーと連携した ITサービスの価値を創出し，

新たなビジネス・エコシステムを形成し，一度形成したビジネス・エコシステムでも発展・

変革を繰り返すことによって事業の継続性を確立し，長期的にイノベーションを創出する

ビジネス・エコシステムの変革を支援することが期待できる． 

 

 本研究の限界 

 本研究の限界としては，次に示す 3点がある．1点目としては，対象事例が IT サービス

に限定している点である．確かに IT サービスは重要な産業のひとつであるが，現時点での

研究においてはグローバル規模に ITサービスを提供するキーストーン企業が形成するビジ

ネス・エコシステムの分析が中心である．そのため，現時点での研究成果は，グローバル規

模に展開する IT サービスのビジネス・エコシステムにのみが対象範囲となる．他産業への

応用が可能であるのか，地域性や規模の大きさといった制限を受けているビジネス・エコシ

ステムでも本研究が提示したリサーチクエスチョンの回答が当てはまるかを確認するため

には，追加の事例分析・検証が必要である． 

 2点目の限界としては，補完企業や顧客側の視点に立ち，キーストーン企業のビジネス・

エコシステムに対する変革を自分たちにとって有効に活用する理由や動機付けについて明

らかにできていない．この限界を改善するため，補完企業を中心とした追加の事例研究や，

現在変化が発生している市場を対象として，その市場に存在するビジネス・エコシステムの

価値を享受している顧客に対して，既存・新規ビジネス・エコシステムの移行動機について

サーベイを実施するなどして，本研究の限界の改善に今後も努める必要がある． 

 3点目としては，本研究成果を実務的な観点から検証し，その有効性を証明する必要があ

る．ビジネス・エコシステムを形成するキーストーン企業へ本研究成果の活用や，補完企業

数が数百から数万にも及ぶビジネス・エコシステムにおいて，これらの研究成果の検証を広

く求めることは容易ではない．これらは，ビジネス・エコシステム研究の限界でもあるが，

表 3-2に示したリサーチ戦略の実験を用いた検証を行わない限り，確固たる理論として発

展できるとは言い難い．今後は，キーストーン企業における実験機会を探りつつ，それに連

動したキーストーン企業と一部補完企業とを対象とした実験を試みることによって，本研

究成果の改善につなげる必要がある． 

 



102 

 

 将来研究への示唆 

本研究を踏まえた将来研究への示唆としては，3つある．1点目は，ビジネス・エコシス

テム変革の対象回数である．例えば今回の研究で提示した非連続的ビジネス・エコシステム

の変革モデルでは，1 回のビジネス・エコシステム変革が起きたを事例として扱ったが，複

数の変革事例を対象事例と取り扱う事ができると，本論文が主張するビジネス・エコシステ

ムを基にした継続的な事業変革の理論をより強固にすることができる．例えば，マイクロソ

フトを例に取ると，従来型 IT サービスから IoT を中心としたクラウドサービスに変遷した

後，それらのビジネス・エコシステムを踏まえて AI のビジネス領域におけるビジネス・エ

コシステム形成が始まっていないか，事例研究に取り組む価値はある． 

2点目としては，複数のビジネス・エコシステムが統合した時，またはひとつのビジネス・

エコシステムが複数に分割し，新たなビジネス・エコシステムを形成するのかという点に答

える必要がある．例えば，自動車業界においては電動化や自動化へ市場が変化していく中で

既存の自動車会社と電機メーカーが協業するケースやジョイントベンチャーを立ち上げる

ケースも存在する．そのように各企業が形成した既存のビジネス・エコシステムにおいて，

プロセスでビジネス・エコシステムの統合，もしくは分離が発生し，既存・新規ビジネス・

エコシステム間での移行を実現できるのかという点を明らかにすることは，今後重要な研

究テーマのひとつとなり得る． 

3点目としては，ビジネス・エコシステムのキーストーン企業の観点ではなく，補完企業

や顧客の観点から，ビジネス・エコシステムの変革をどのように捉えるのかという観点は，

将来研究でも取り組む価値のある領域である．本研究ではビジネス・エコシステムのキース

トーン企業が積極的に補完企業を支援することで，既存のビジネス・エコシステムから新規

ビジネス・エコシステムへ移行することは明らかにできたが，補完企業や顧客の立場から考

えると，それ以外の動機もなければグローバル規模で存在するビジネス・エコシステムの変

革は容易に実現できないと考える． 

最後に，新しい開発プロセスを提案しても，実務的に受け入れられていない理由を調査す

る必要がある．8.1節でも言及したが，日本における 97.4%はウォーターフォール型開発の

ままである．IT サービス開発の俊敏性を上げることや，他サービスとの連携の重要性は，

実務レベルでも認識しているはずだが，大きな転換を迎えているとは言い難い．そのため，

ビジネス・エコシステムの概念を踏まえた IT 開発プロセスの発展だけでなく，その隘路事

項について明らかにすることにも，研究としての価値が十分ある． 

これらの将来研究への示唆を踏まえ，ビジネス・エコシステムを基にした価値創造や事業

変革を加速する手法がより発展することを期待する． 
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